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    概要 

国総研は、平成28年1月より、下水道技術ビジョンのフォローアップ及び下水道の技術開

発促進方策の検討を目的として、下水道技術開発会議を主催している。 

本研究資料は、下水道技術開発会議において令和６年度(2024年度)に行った調査研究等

の内容について取りまとめたものである。 

キーワード ：下水道技術ビジョン、下水道技術開発会議 
 

 

    Synopsis 

The NILIM hosts the Research and Development Committee on Sewerage (RDCS) since 

Jan. 2016 to ensure the achievement of the Technical Vision on Sewerage and to encourage 

the technical development on sewerage works.  

This report summarizes the survey results which were submitted to the RDCS in FY 2024. 

Key Words ：Technical Vision on Sewerage, Research and Development Committee on Sewerage 
(RDCS) 
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第 1 章 はじめに 

（１）下水道技術開発会議の発足背景とその役割 

下水道の中長期的な方向性や未来像を示すものとして、平成 26 年 7 月に、国土交通省水管理・
国土保全局下水道部（以下、「国土交通省下水道部」という）及び公益社団法人日本下水道協会に
より「新下水道ビジョン」が作成、公表された。新下水道ビジョンでは、技術開発と普及展開に
関して、「『循環のみち下水道』の成熟化の実現を促進するため、国、事業主体、研究機関が連携
し、他分野の技術も積極的に取り入れ、計画的・効率的な技術開発を実施すると共に、開発され
た新技術を国内外に普及させる」という目標が掲げられた。また、新下水道ビジョンにおける技
術開発と普及展開の目標を達成するための具体的施策として、以下の諸点が定められている。 
・国は、地方公共団体、研究機関（民間企業を含む）とも連携し、産学官において今後開発すべ

きハード・ソフト技術の分野・内容等を明確にするため、中長期的な下水道に係る技術開発計
画を取りまとめ、公表する。 

・策定後も、産学官連携し、同計画のフォローアップ、さらには、新たな技術開発テーマを議論
する「場」を設定する。 

・各機関は、上記の技術開発計画を踏まえ、技術開発を実施する。 
さらに、平成 27 年 2 月の社会資本整備審議会答申「新しい時代の下水道政策のあり方につい

て」では、「〈下水道技術ビジョンの策定〉地方公共団体のニーズの把握、他分野を含めた幅広い
技術シーズを踏まえ、産学官連携のもと、中期的な下水道技術ビジョンを策定すること。同ビジ
ョンにおいては、今後開発すべきハード・ソフト技術の分野・内容等を明確にし、分野ごとに技
術の熟度に応じたロードマップを作成すること。」とされた。 

これらを受けて、国土交通省国土技術政策総合研究所（以下、「国総研」という。）は、下水道技
術ビジョン検討委員会を設置し、平成 27 年 12 月に国土交通省下水道部と連名で「下水道技術ビ
ジョン」を策定・公表した。下水道技術開発会議は、下水道技術ビジョンのフォローアップと技
術開発の推進方策を検討するために、前記の産学官連携した議論の「場」として平成 28 年 1 月に
国総研が設置した会議である。当会議では、下水道技術ビジョンのフォローアップの方策として、
次の諸点について検討している。 

① 技術開発の進捗度の確認と推進方策の評価 
② 社会情勢等の変化に対応した新たな技術開発テーマの検討 
③ 新技術に対する需要と要求性能 
④ 重要な技術開発テーマのプログラムと目標の検討 

また、平成 29 年 8 月に策定された「新下水道ビジョン加速戦略」において、第 4 次社会資本整
備重点計画で掲げられた下水汚泥エネルギー化率の目標を達成することや、おおむね 20 年で下水
道事業における電力消費量の半減を目標として取り組むことが重要であり、下水道技術ビジョン
を踏まえた省エネ・創エネ技術、資源利用技術などの新技術の開発及び導入促進、そのための研
究体制の強化が示された。これを受け、主に下水道資源・エネルギー技術などの新技術の開発お
よび導入促進について、これまでの取り組みや課題の整理、今後の推進方策の検討などを行うこ
とにより、下水道事業における新技術の導入を促進することを目的として、平成 30 年 10 月に下
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水道技術開発会議エネルギー分科会（以下、「エネルギー分科会」という）が設置された。 
 下水道技術開発会議やエネルギー分科会は毎年度数回開催しており、下記の課題について継続
的に検討している。 

 
（２）下水道技術開発会議の検討課題 

下水道技術開発会議の検討課題は、当面検討すべき事項の他、今後検討することが望まれる課
題も含め、以下の通り「６つの活動の柱」として整理されている。 

 
○活動の柱①「技術ニーズの把握と発信」 
・事業主体の技術的課題の調査 
・各種会議（本省、地方）における技術的課題、技術情報の活用 等 

○活動の柱②「技術シーズの把握と発信」 
・技術提案募集とロードマップへの反映 
・国内技術情報（学会等）の検索システム 
・海外情報（情報源）の提示 等 

○活動の柱③「ニーズとシーズの架け橋」 
・技術相談窓口の提示（各機関の Q&A コーナーの活用等） 
・意見交換の場（SNS 等）の設置 
・重要な技術開発テーマ・要求性能の提示 等 

○活動の柱④「国などの技術情報の共有（グローバルとローカルの架け橋(1)）」 
・B-DASH や各種技術の情報の集約・発信 
・共通的な技術課題の継続的評価と成果の発信 等 

○活動の柱⑤「地方の技術開発・技術導入の支援（グローバルとローカルの架け橋(2)）」 
・技術導入実績の情報開示 
・都市や支援主体の共同研究等の情報収集と公開 
・小都市向けの技術開発、普及支援の方策の検討 
・先進的事例、技術開発の手順の提示 等 

○活動の柱⑥「技術開発の戦略・方針の提示」 
・技術ビジョン・ロードマップのフォローアップ 
・ロードマップ重点課題など、重点化して実施すべき技術開発テーマの提示 
・技術開発・普及の各支援制度の評価 
・各支援制度や関連施策に関する提言 等 
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（３）令和６年度の取組内容 
令和５年度の下水道技術開発会議の取組結果をまとめた「下水道技術開発レポート 2023」第 5

章では、令和６年度の検討方針を以下のとおり示している。 
① 改良した課題解決技術支援ツール(試行版)の公開及び広報・周知 
② エネルギー分科会において、N2O 発生メカニズム・制御因子解明に向けた調査や全体最

適化に向けた検討に対する意見・アイデア聴取等 
③ 見直したロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策の検討 
 
この方針を踏まえ、令和６年度第 1 回下水道技術開発会議で、令和６年度の取組内容が議論・

決定された。令和６年度の取組内容と取組結果を記載した本レポートの内容について、６つの検
討課題（活動の柱）に沿って表 1-1 に示す。 

 
表 1-1 令和６年度取組内容 

検討課題 
（活動の柱） 

令和 6 年度の取組内容 令和 6 年度の取組結果 

柱① 「技術ニーズの
把握と発信」 

 課題解決技術支援ツール（試行版）の更新やアクセス状況の分析を行
った。 

本レポート 
第 2 章（1）参照 

 各種会議の提案議題から技術的課題を収集・整理した。 
本レポート 

第 2 章（2）参照 

柱② 「技術シーズの
把握と発信」 

 令和 4～６年度に公表された文献の調査を行い、ロードマップのフォ
ローアップ欄を更新した。 

本レポート 
第 3 章（2）参照 

柱③ 「ニーズとシー
ズの架け橋」 

 エネルギー分科会において、下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握
及び削減に向けた調査、将来的な全体最適化に向けた検討等を行っ
た。 

本レポート 

第 4 章（2）参照 

 ロードマップに示された技術の開発及び導入の促進方策について整
理するとともに、PPP で事業実施中の 3 団体にヒアリング調査を行
い、新技術導入の成果や課題等を整理した。 

本レポート 

第 4 章（3）参照 

 下水道協会が Ge マッチング事業（官民による共創事業）を実施し
た。 

本レポート 
第 4 章（4）参照 

柱④ 「国などの技術
情報の共有（グローバ
ルとローカルの架け橋
(1)）」 

 B-DASH 技術の普及展開状況を調査・公表した。 本レポート 
第 4 章（1）参照 

柱⑤ 「地方の技術開
発・技術導入の支援（グ
ローバルとローカルの
架け橋(2)）」 

 能登半島地震被害を踏まえ、中小都市でも採用可能な実証技術をＲ６
補正予算 AB-Cross 事業で公募し採択した。 

本レポート 
第 4 章（5）参照 

柱⑥ 「技術開発の戦
略・方針の提示」 

 Ｒ６能登半島地震被害、豪雨被害、気候変動対策等の動向を踏まえ、
重点課題を追加・強化した。 

本レポート 
第 3 章（1）参照 

 令和 4～６年度に公表された文献の調査を行い、ロードマップのフォ
ローアップ欄を更新した。【再掲】 

本レポート 

第 3 章（2）参照 
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（４）令和６年度の会議開催状況 
令和６年度は下水道技術開発会議を 2 回開催した。会議の開催状況、主な議事は次のとおりで

ある。（エネルギー分科会については第４章で報告） 
○令和６年度 第 1 回下水道技術開発会議（通算第 19 回会議） 
日  時： 令和 6 年７月 17 日（水） 10 時 00 分～12 時 15 分 
形  式： 対面会議と Web 併用 
主な議事： 国土交通省からの情報提供 

下水道技術開発会議における取組実績等 
下水道技術開発会議（エネルギー分科会含む）の今年度の取り組み方針（案） 
ロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策の検討（案） 
ロードマップ重点課題の選定（案） 

 
○令和６年度 第 2 回下水道技術開発会議（通算第 20 回会議） 
日  時： 令和７年 2 月 14 日（金） 資料一式をメール送付 
形  式： 書面開催（八潮市道路陥没事故対応のため） 
主な議事： 下水道行政の最近の動向（国土交通省からの情報提供） 
      エネルギー分科会における主な検討事項及び今後の予定 

課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況・更新 
下水道技術ビジョン・ロードマップの更新（案） 
ロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策 
Ge マッチングの状況（下水道協会からの報告） 
今後の予定及び令和７年度の取り組み方針（案） 

 
上記の下水道技術開発会議関連の資料は、国総研上下水道研究部のホームページで公開してい

る。 
 https://www.nilim.go.jp/lab/eag/gesuidougijyutsukaihatsukaigi.html 

 
なお、令和６年度第 1 回下水道技術開発会議の審議を経て、下水道技術ビジョン「ロードマッ

プ重点課題」（令和６年度）を選定し、令和６年 8 月に公表した（詳細は、第３章（１）参照）。 
https://www.nilim.go.jp/lab/eag/pdf/r6-rm_jyutenkadai.pdf 
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第 2 章 下水道事業の技術ニーズ及び新技術導入上の課題等に関する調査 

技術ニーズとシーズのマッチングに関し、自治体の技術的課題の認識を促すとともに、より容
易に課題解決に資する情報に触れることを可能にするため、令和３年度に支援ツールを開発した。
令和４年度には試行自治体からの意見を踏まえ、ツールを改良し、名称を｢課題解決技術支援ツー
ル（試行版）｣として、６月に国総研のＨＰで一般公開を開始した。令和６年度は課題解決技術支
援ツール（試行版）のアクセスログの収集とデータベースの更新を実施した。また、自治体の技
術ニーズ等について調査するため、令和６年度に開催された多数の自治体が参加した各種会議に
おける議題を収集し、整理した。 

これらの結果を（１）～（２）に示す。 
 
（１）課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセスログの収集・データベースの更新 
１）背景と目的 

技術ニーズとシーズのマッチングに関し、これまでの自治体ヒアリングや下水道技術開発会議
では、特に中小規模の団体は職員数や予算が限られ、日常業務に忙殺される中で、①自団体がど
のような課題を抱えているのか認識することが難しい、②課題を認識できたとしてもその解決策
の探し方を見つけることが難しい等の問題があるのではないかとの意見が述べられた。 

これを受け国総研では、自治体職員が自ら課題を認識し、その解決策を探すことが出来る支援
ツールの開発を令和 2 年度から開始し、令和３年度以降はツールの試行運用、自治体ヒアリング、
改良等を実施してきた。 

 
２）令和６年度の課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセスログの収集 

令和３年度に実施した自治体ヒアリングの結果を踏まえた改良を令和５年度までに完了したこ
とから、令和６年度は課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセスログを収集し、利用状況を
確認した。 

アクセスログの収集については、令和６年４月から令和７年３月末までを対象期間とし、収集
する主なデータはアクティブユーザー数、閲覧数、地域別アクティブユーザー数（都道府県別お
よび市区町村別）、検索キーワード、ボタンクリック数であり、個人が特定される情報は含んでい
ない。集計結果を参考資料-１に示す。 

 
①アクティブユーザー数、閲覧数（セッション） 
 アクティブユーザー数は特定の期間内にサイトを訪れたユーザーの数を表す。期間内であれ
ば、同じユーザーが複数回サイトを訪問してもアクティブユーザー数のカウントは増えないが、
特定の期間を過ぎてから再度サイトを訪問すると、アクティブユーザー数のカウントは増える。
閲覧数（セッション）はユーザーがサイト上で閲覧したページの総数を表す。 

アクティブユーザー数と閲覧数の月ごとの値については、図-2.1 のとおりである。アクティ
ブユーザー数、閲覧数ともに、最多の４月から年度末にかけて減少傾向にあるが、第１回下水
道技術開発会議や業界誌 JASCOMA 通信で課題解決技術支援ツールを紹介した７月にはアクテ
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ィブユーザー数、閲覧数がともに増加していた。このため、アクティブユーザー数、閲覧数を
増やすためには、ツールを継続的に広報していくことが重要であることがわかった。 

 

図-2.1 アクティブユーザー数と閲覧数（セッション） 

 
②地域別アクティブユーザー数（都道府県別および市区町村別） 
 令和６年度の都道府県別アクティブユーザー数は、多いところから順に東京都（130 人）、大
阪府（25 人）、茨城県（17 人）、神奈川県（13 人）であった。最多の東京都（130 人）について
は、国土交通省本省や下水道技術開発会議委員である東京都下水道局等の関係者の職場の所在
地であることが影響していると考えられた。また、３番目に多い茨城県（17 人）についても、
国土技術政策総合研究所の所在地であることが影響していると考えられた。大阪府（25 人）、神
奈川県（13 人）についても、愛知県（10 人）とともに、下水道技術開発会議委員として大阪市、
横須賀市、愛知県の職員が参加していることが影響していると考えられた。 
 このような会議関係者の職場所在地でアクティブユーザーが多い傾向は、市区町村別でも見
られ、千代田区（34 人）は国土交通本省が、港区（22 人）は課題解決技術支援ツール（試行版）
の維持管理業者が、大阪市（21 人）や新宿区（21 人）は下水道技術開発会議の委員である大阪
市と東京都の職場が所在する市区町村であった。 
 
③検索キーワード 
 検索キーワードは課題解決技術支援ツール（試行版）のフリーワード検索欄に入力された語
句について、同じ物の検索回数をまとめたものである。 
 上位を占める言葉については、利用（15 回）、下水道・管路（それぞれ 13 回）などの一般的
な語句がある一方で、PFAS（９回）や W-PPP 関連語句（包括的民間、ウォーターPPP、PPP
等 計 30 回以上）など、時流を反映した結果も見受けられた。これらの課題の解決を支援でき
る技術を掲載することが更なる利用増に繋がると考えられる。 
 
④ボタンクリック数 
 課題解決技術支援ツール（試行版）には、「詳細課題」を選択し、「事業運営上の課題」、「施設
区分」、「技術的課題」の３つの項目からあてはまるものを選択（クリック）することで、それ
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らの解決に資する技術やガイドライン等を提示する機能がある。この３つの項目において、ど
れが一番選択されているかを集計している。 
「事業場の運営課題」及び「施設区分」では大きな差は見られなかった。「技術的課題」では、
選択回数の多い順に、「処理場の維持管理の負担が大きい（コスト、人員）」（28 回）、「管路施設
の劣化診断が進んでいない」（20 回）、「処理条施設の劣化診断が進んでない」（12 回）、「水処理
施設の修繕・改築費用が高額である」、「管路施設の耐震化が進んでいない」（10 回）となってお
り、維持管理や劣化診断などのストックマネジメントに関する検索が多い傾向が見られた。 
 

３）令和６年度の課題解決技術支援ツール（試行版）のデータベースの更新 
課題解決技術支援ツール（試行版）では技術的課題解決策一覧として、国土交通省が実施して

いる下水道革新的技術実証事業（B-DASH）、地方共同法人日本下水道事業団が実施している新技
術導入制度、および公益財団法人日本下水道新技術機構が実施している建設技術審査証明事業で
実証・認定されている技術をまとめている。また、各業界団体が発行している関連ガイドライン
やマニュアルや下水道事業の各種事業制度等も検索できるようにデータベースを整備している。 
一方で、これらのデータベースのリンク切れや最新情報への反映ができていなかったことから、
令和６年度にデータベースの更新を行い、令和６年度時点の情報を反映した。 
 
（２）各種会議における議題の収集・整理 

下水道分野では、地方公共団体が参加する会議が多数開催されており、これらの会議では、各
団体が抱える課題の共有や解決策に関する議論が行われている。令和６年度に開催された各種会
議における議題を収集し、技術的な課題に関する議題について抽出整理した（表 2-1）。 

令和６年度は②持続可能な下水道システム（健全化・老朽化対策、スマートオペレーション）
と、⑪脱炭素化社会に資する下水道システム分野に関する議題が多く見られた。 

昨年度は、下水道管きょへの雨天時浸入水や水道水中の有機フッ素化合物（PFAS）が問題とな
っていたことから、⑤雨水管理（雨水利用、不明水対策等）分野や⑦リスク管理分野に関する議
題も見られたが、今年度は各団体において W-PPP の検討が進んでいることに加え、昨年度に N2O
調査マニュアル（案）が公表されたこと等から、特に②や⑪の分野への関心が高まったものと考
えられる。 
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表 2-1 技術的な課題に関する議題の概要 

課題 概要 
下水道技術ビジョン

該当箇所 

ロードマップ
重点課題の 

該当 
伏越管きょの維持管
理方法 

伏越管きょの多くは常時満管状態のた

めドライ化が難しく、管路内調査や補修

工事等の維持管理方法に苦慮している。 

②（健全化・老朽化対
応、スマートオペレー
ション） 

R6 短期～中期
課題 

下水道施設の維持管
理における AI の活
用方法 

今後の下水道事業の効率化のため、維持

管理業務にAIの導入・活用を検討した

い。 

②（健全化・老朽化対
応、スマートオペレー
ション） 

R6 短期～中期
課題 

ツバ付き取付管ライ 
ニング材を用いた取 
付管更生工法の採用 
判断基準 

木根進入や浸入水防止に効果的なツバ
付きライニング材を検討する際の採用
判断基準を知りたい。 

②（健全化・老朽化対
応、スマートオペレー
ション） 

R6 短期～中期
課題 

マンホール蓋、ます 
蓋の維持管理計画の 
策定方法 

管きょに比べて維持管理情報の少ない
マンホール蓋やます蓋の老朽化対策に
苦慮している。 

②（健全化・老朽化対
応、スマートオペレー
ション） 

R6 短期～中期
課題 

圧送管の自由水面区 
間の点検方法 

５年に１回以上の点検を行う必要のあ
る圧送管の自由水面区間の点検方法に
苦慮している。 

②（健全化・老朽化対
応、スマートオペレー
ション） 

R6 短期～中期
課題 

下水処理場における 
高リン濃度対策方法 
 

汚泥処理場の返流水を受け入れている 
合流式下水処理場のリン濃度の急上昇 
に苦慮している。 

⑦リスク管理 
 
 

 
 
 

揚水・水処理工程で 
生じる温室効果ガス 
の削減方法 

これまであまり取り組めていなかった
揚水や水処理工程での温室効果ガス削
減を行うため、効果的な方法を知りた
い。 

⑪脱炭素社会に資す
る下水道システム 

R6 短期～中期
課題 

下水処理工程から発 
生する CH4 及び 
N2O の削減方法 

発生量や発生源対策が未だ不明確な処 
理工程の CH4 及び N2O の対策方法に 
ついて知りたい。 

⑪脱炭素社会に資す
る下水道システム 

R6 短期～中期
課題 

下水資源の有効利用
等による脱炭素効果
の試算方法 

温室効果ガス削減のため、下水資源の有
効利用を図りたく、削減効果の試算方法
を知りたい。 

⑪脱炭素社会に資す
る下水道システム 

R6 短期～中期
課題 
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第 3 章 下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題の選定、ロードマップの見直し 

下水道技術ビジョンでは、｢長期ビジョンや中期目標の達成に必要な技術開発分野と技術開発項
目を明らかにすること｣が目的として掲げられた。これを踏まえ、表 3-1 に示す 11 の技術開発分
野が示された。さらに、技術開発分野の下に技術目標、技術開発項目が示されており、下水道技
術ビジョン・ロードマップ（以下、「ロードマップ」という）として整理されている。 

令和 6 年度下水道技術開発会議でのロードマップに関連した検討結果として、（１）ロードマッ
プの技術目標を対象に選定したロードマップ重点課題（令和 6 年度）、（２）ロードマップの見直
し（フォローアップ欄を含む）について、以下に示す。 

 
表 3-1 ロードマップの 11 の技術開発分野 

大項目 項番 技術開発分野名 

施設の管理と機能向上 
① 持続可能な下水道システム－1（再構築） 

② 持続可能な下水道システム－2（健全化、老朽化対応、
スマートオペレーション） 

防災・危機管理 

③ 地震・津波対策 

④ 雨水管理（浸水対策） 

⑤ 雨水管理（雨水利用、不明水対策等） 

水環境と水循環 
⑥ 流域圏管理 

⑦ リスク管理 

資源循環・地球温暖化対策 

⑧ 再生水利用 

⑨ 地域バイオマス 

⑩ 創エネ・再生可能エネルギー 

⑪ 脱炭素社会に資する下水道システム (R5.3 変更) 

 
（１）ロードマップ重点課題（令和 6 年度）の選定 

下水道技術ビジョン「3.4 新技術の導入・普及の推進方策」では、「国が実施する技術開発・普
及のための事業・施策（註：下水道革新的技術実証事業など）はロードマップのうち早期に研究
開発が急がれるもの、中長期的に課題解決が不可欠なものについて、重点化して実施する」とさ
れている。この「重点化して実施」すべき事項を示すことを目的に、これまでの技術ニーズ調査
結果や近年の社会ニーズ・行政ニーズの動向等から、重点課題候補の技術目標を選定し、関連す
る技術シーズ情報や技術実証事業等の状況の比較検証を行い、重点課題（案）として毎年選定し
ている。 

令和 6 年度第１回会議において、ロードマップに提示されている技術目標の中から重点化して
実施すべきものを定め、「ロードマップ重点課題」として選定し 8 月に公表した。 
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１）ロードマップ重点課題の選定方針 
ロードマップ重点課題の選定は、技術シーズと技術ニーズのマッチング度合いの高さで技術目

標を選定することを基本的な方針としているが、一方で、今後開発が見込まれる技術シーズの情
報は極めて限定的であり、現時点では、個々の技術の革新性、確実性、信頼性、実現可能性等を
十分に比較考量することは困難である。 

このため、ロードマップ重点課題の選定は以下の方針で行うこととした。 
・技術ニーズ … 以下を考慮して、技術ニーズの度合いを判断 

(Ⅰ) 地方公共団体へのニーズ調査（これまでの全国アンケート調査、ヒアリング調査等） 
(Ⅱ) 社会ニーズ、行政ニーズの動向 

・技術シーズ … 以下の情報から、重点的な技術開発の実施可能性や、実用化、実証段階への
移行可能性などを判断 

(Ⅰ) B-DASH プロジェクト等のテーマ選定、採択状況 
(Ⅱ) その他の技術開発情報、学会等での研究発表などの情報 

 
２）ロードマップ重点課題の分類 

ロードマップ重点課題は、実際の下水道施設への実用化の緊急性の高さや、技術の研究開発段
階の状況等から、短期、中期、長期の課題に可能な限り分類する方針とした。短期課題～長期課
題の考え方は以下のとおりである。 
・重点課題（短期） 

(Ⅰ) 下水道事業者側のニーズが高く、早期に実施設への導入等が望まれる技術であり、か
つ中核的な技術要素として、一定レベルの研究開発の実績が確認できる技術 

(Ⅱ) 下水道事業者ニーズは中程度だが、行政ニーズ、社会ニーズからの要請が高く、かつ
中核的な技術要素として、一定レベルの研究開発の実績が確認できる技術 

・重点課題（中期） 
(Ⅰ) 技術シーズとしての情報は限定的だが、下水道事業者ニーズが高く、早期の実用研究

が望まれる技術 
(Ⅱ) 中核的な技術要素（技術シーズ）に一定の研究開発実績があり、事業者ニーズが今後

高くなることが予想される技術 
・重点課題（長期） 

技術シーズが無い、あるいは基礎研究レベルだが、事業者ニーズが高いか将来的にニ
ーズの高まりが予想される技術 

 
３）ロードマップ重点課題の選定結果 

令和 6 年度は、「下水道革新的技術の実証テーマ等の募集」において「中長期的な技術開発テー
マ」への応募が 4 件あったが、これらの技術については既にロードマップに記載済みの技術に類
似したものであったため、重点課題に追加する必要は無かった。 

一方、令和６年度より国総研において雨水浸透施設に関する研究を開始したことから、技術目
標⑤１「オンサイト貯留・浸透施設を反映した計画技術」を、B-DASH プロジェクトにおいて下
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水汚泥消化ガスのバイオメタネーション反応技術の実証を開始したことから、技術目標⑩４「バ
イオガスや硫化水素などからのメタン、水素、CO2 等の分離・濃縮、精製、回収技術」を、【短期
～中期課題】にそれぞれ追加した。当会議の審議を経て、ロードマップ重点課題（令和 6 年度）
が選定された。 

表 3-2 に令和６年度の下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題を示すとともに、表 3-3 に
選定した際の比較検証の整理表を示す。また、参考資料-２に選定結果の全文を示す。 

なお、重点課題として選定されていない分野についても、技術シーズ・ニーズの把握に努め、
技術開発の推進につなげていく必要がある。引き続き、より詳細な技術ニーズ情報の収集・分析
や技術シーズの研究開発状況調査を行い、社会情勢の変化や技術実証事業等の技術開発支援実績
も踏まえ、重点課題の見直しを図っていく必要がある。 

 

表 3-2 下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題（令和６年度） 

技術目標①１は技術開発分野①の技術目標１を示している。 

 

※ 不 明 水: 流入源が不明な下水の総称。特に雨天時の浸入水が施設管理上問題となる場合が多い。 
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表 3-3 ロードマップ重点課題の選定、技術ニーズ等の整理

 

技術目標
下水道事業者

ニーズ調査 (R3)
社会ニーズ・

行政ニーズ(2024)
中核的技術要素の

研究開発
重点課題として

の評価

①１ 人口減少時代に
適した施設整備・管理

都市規模によらず技術導入
のニーズは高い（「高い」
10～20％、「将来は高い」
30％）。

・新下水道ビジョン加速戦略
・骨太の方針（2023,2024）
・新しい資本主義（2023）

・B-DASH_実規模
（H28～29, R3,R4,R5）

ニーズが高く、当面、実証技術の
普及とともに、実証技術以外でも
早期の技術開発・実用化が望まれ
る。

②２ 施設管理の迅速
化・低コスト化（管路
調査、更生工法等）

ニーズを「高い」とする都
市が多い。特に大都市で
は、40%程度が「高い」と
している。

・H27年下水道法改正（維持管理基
準の創設）
・新下水道ビジョン加速戦略
・骨太の方針（2023,2024）

・B-DASH_実規模
（H25,H26,H27,H30,R1,R2,
R3）
・B-DASH_FS
（H28,R2,R3,R4）

ニーズが高く、当面、実証技術の
普及とともに、実証技術以外でも
早期の技術開発・実用化が望まれ
る。

③２ 大規模地震を対
象とした耐震対策手
法、優先度評価手法
③４ 大規模地震・津
波等の非常時の段階的
応急処理方法、優先度
評価手法の確立

全般的にニーズは高いが、
特に大都市においてニーズ
が高い（「高い」が20～
40%程度）

・熊本地震、北海道胆振東部地震、
能登半島地震
・新下水道ビジョン加速戦略
・５か年加速化対策
・骨太の方針（2023,2024）
・地震対策検討委員会中間とりまと
め

・B-DASH_実規模
（H23の一部, R2,R3,R4）
・B-DASH_予備調査(H28)

ニーズが高く、一定の技術シーズ
はあり、早期の技術開発・実用化
が望まれる。

④１-１ 局所豪雨等
に対応した雨水管理技
術（シミュレーション
予測・小型レーダー技
術等）

大都市では、シミュレー
ション予測等のニーズが高
く、小型レーダーによる局
所豪雨対策等では将来高い
が多かった。

・令和2年7月豪雨、令和元年台風第
15号,19号、平成30年7月豪雨等
・新下水道ビジョン加速戦略
・５か年加速化対策
・流域治水関連法改正
・雨水管理総合計画策定ガイドライ
ン等改訂
・骨太の方針(2023)

・B-DASH_実規模
（H26,H27,R3,R4,R5）

ニーズが高く、B-DASH技術の普
及とともに、実証技術以外の降
雨・水位観測技術のシーズ育成が
望まれる。

⑤１ オンサイト貯
留・浸透施設を反映し
た計画技術
⑤４ 不明水の実態把
握、影響評価と有効な
対策の確立

大都市では、「高い」又は
「将来高い」の合計が40～
60%以上。

・雨天時浸入水対策ガイドラインの
策定
・雨天時浸入水対策計画の策定例
・雨水管理総合計画策定ガイドライ
ン（案）の改訂

・応用研究（H29）
・B-DASH_実規模（R1,
R3,R4,R5）
・B-DASH_FS(R2)

ニーズが高く、一定の技術シーズ
はあり、早期の技術開発・実用化
が望まれる。

⑦４ 病原微生物リス
クの制御手法
⑦５ 病原微生物その
他の検出、監視システ
ム構築

大都市で、ニーズを「将来
高い」とする割合が20%以
上。

・新下水道ビジョン加速戦略
・新型コロナウイルス感染症の世界
的な流行
・大腸菌数の放流水質基準の改正
・骨太の方針（2024）

・応用研究（H29）
・学術研究レベルでの実績あり
・下水サーベイランスの実証事
業(内閣官房)
・B-DASH_FS（R6）

大都市での将来的なニーズが高
く、社会的ニーズも高まってい
る。研究レベルでの技術シーズの
蓄積が見られ、早期の技術開発の
促進が望まれる。

⑨１ 下水道で地域バ
イオマスを利活用する
技術
⑨３ 下水中のリンな
どの効率的回収技術
⑨５ 高付加価値製品
等の製造技術の開発

大都市で、ニーズが「将来
高い」とする回答が10～
15%程度。

・H27年下水道法改正
・新下水道ビジョン加速戦略
・みどりの食料システム戦略
・骨太の方針（2023,2024)
・地球温暖化対策推進法の改正
（2050年までの脱炭素化社会の実
現）
・食料安保強化政策大綱

・B-DASH_実規模
（H23, H24,H29,R2,R3,R4補
正,R5）
・B-DASH_FS (H29,R4補正）

大都市での将来的なニーズが高
く、研究・要素技術レベルの技術
シーズや実用例もあり、技術開
発・普及の促進が望まれる。

⑩３ 下水道施設と下
水道資源を活用したエ
ネルギー生産技術
⑩４ バイオガスや硫
化水素などからのメタ
ン、水素、CO2等の分
離・濃縮、精製、回収
技術

⑩３
大都市で、「将来高い」と
したのが10～15％程度
⑩４
大都市で、「高い」又は
「将来高い」の合計が20％
程度

・新下水道ビジョン加速戦略
・地球温暖化対策推進法の改正
・地球温暖化対策計画
・骨太の方針（2024）

・B-DASH_実規模
（H24,H26,H27,H30,R4,R5）
・B-DASH_FS （H28,R6）

ニーズが高く、実証レベルの技術
シーズがあり、早期の普及が望ま
れる。

⑪１ 下水道施設のエ
ネルギー消費最小化・
自立化技術
⑪２ 水処理・汚泥処
理の全体最適化技術

大都市で、ニーズ「高い」
が10％以上だった。中小都
市でも「将来高い」とする
回答が目立った。

・新下水道ビジョン加速戦略
・地球温暖化対策推進法の改正
・骨太の方針（2023）
・地球温暖化対策計画

・B-DASH_実規模
（H23,H24,H25,H26,H28,H29,
H30,R1,R2,R3,R4,R5）
・B-DASH_FS（H28,H29）

大都市でのニーズが高く、中小都
市でも将来的なニーズが見られ
る。一定の技術シーズはあり、早
期の技術開発・普及が望まれる。

。 

。 
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（２）ロードマップ（フォローアップ欄を含む）の見直し 
下水道技術ビジョン「3.4 新技術の導入・普及の推進方策」では、下水道技術ビジョンの見直し

に関して、「定期的に見直し、地方公共団体のニーズに見合った技術開発や、中長期的に重要な技
術的課題を解決するための研究開発を反映した内容に更新する」とされている。 

１）にロードマップの見直し方針を、２）に令和６年度のロードマップの見直し結果を示す。 
 
１）ロードマップの見直し方針 

ロードマップの見直しは、平成 27 年度及び平成 28 年度の第 1 回会議で議論された以下の 2 つ
の分類により行うこととされている。 

① 「中期目標達成のための課題」「技術目標」等の見直し 
新下水道ビジョンに掲げられた事項を記述したものであり、新下水道ビジョン以降の社
会的な変化等に応じて見直しを行う。 

② 「技術開発項目」の見直し 
①に伴う見直しに加えて、関連企業、大学、研究機関、その他団体からの意向を踏まえ
て必要な見直しを行う。 

このうち②については、随時、関係者からの提案等を募り、当会議において毎年度審議の上、
以下の手順により機動的に見直しを行っていくこととしている。 
 

 提案があったロードマップの「技術開発項目」については、当会議で毎年度審議のう
え、一定の要件を満たしていればロードマップに反映する。 

 以下の要件に照らして、当会議でロードマップ技術開発項目の見直しについて判定す
る。 

下水道技術ビジョン・ロードマップにおける技術開発項目の見直しに必要な要件
は、以下のいずれかを満たしていると認められるものとする。なお、見直しがロー
ドマップ全体のバランスを損ない、不整合を生じさせるものでないことが必要であ
る。 
① 見直し事項が、現下の下水道事業主体である地方公共団体のニーズに見合ったも

のであること 
② 国内の事業主体へのニーズは現状では高くないが、国外への技術展開が広く期待

されること 
③ 現状では国内の事業主体や海外でのニーズが高くはないが、社会情勢、行政動向

を踏まえると、今後、早急に解決することが必要な技術課題であること 
④ 現状では国内の事業主体や海外でのニーズが高くはないが、中長期的に下水道の

管理・運営上、重要な技術的課題となる可能性が高いこと 
⑤ その他、会議において必要であると認められたものであること 

 
また、関係者からの技術提案については、平成 28 年度から、「中長期的な技術開発テーマ」の

公募の際に、「下水道技術ビジョンのロードマップにおける該当技術開発項目等が無い場合につい
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ては、ロードマップへの追加希望について提出可能」として、技術募集を実施している。 
 
２）令和６年度のロードマップ（フォローアップ欄を含む）の見直し結果 

ロードマップの見直しの必要性について検討するため、令和４年度以降に公表された下水道に
関連した学会・協会等の論文、下水道業界紙誌の記事、国内外の下水道関連機関・企業のＨＰ等
について調査した。 
 調査の結果、ロードマップ本体の見直しの必要性は認められなかったが、新たな論文や報告書
が公表されていたことから、該当分野のフォローアップ欄を更新した。 

更新した下水道技術ビジョン・ロードマップ（フォローアップ欄含む）を参考資料-３に示す。 
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第４章 新技術の開発・導入促進に向けた検討    

下水道の事業主体である地方公共団体は、近年、様々な技術的課題に直面している。これらに
対応し得る新技術は、できるだけ早期に実施設に導入され、全国に普及展開することが望ましい
が、地方公共団体における新技術の導入は、容易ではないのが実情である。 

新技術の開発・導入促進に関する内容として、（１）で令和６年度における下水道革新的技術実
証事業（B-DASH）技術の普及展開状況を示し、（２）で令和６年度のエネルギー分科会における
主な検討事項の概要を、（３）でロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策を、（４）で
公益社団法人日本下水道協会が取り組んでいる Ge マッチングの状況を、（５）で AB-Cross（上
下水道一体革新的技術実証事業）の実施について示す。 
 
（１）B-DASH 技術の普及展開状況 

新技術の導入にあたっては実績や安定性が求められるため、下水道事業者が導入を検討する際
には、他の地方公共団体の導入事例を参考とすることが多い。B-DASH 技術を対象とし、国土交
通省本省にて調査した普及展開状況を表 4-1 に示す。 

令和６年３月時点で導入されている B-DASH 技術は 19 技術 213 件である。管路調査技術を導
入する団体が増えているが、近年は脱炭素化や浸入水対策のための技術を導入する団体も徐々に
増えている。 
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表 4-1  B-DASH 技術の普及展開状況 (国土交通本省調べ、令和６年３月時点) 

 

採択年度 実証技術 要素技術 導入先（順不同）

H23
超高効率固液分離技術を用いたエネルギーマネジメ
ントシステム

超高効率固液分離
秋田県、岩手県大船渡市、新潟県糸魚川市、石川県小松
市、大阪市（2箇所）、北九州市、山口県周南市

8 (1)

地域バイオマス受入
・混合調整設備

神戸市 1

高機能鋼板製消化槽
埼玉県、愛知県、滋賀県、福知山市、兵庫県、久留米市、
熊本市、佐賀市、大阪府

9 (2)

新型バイオガス精製装置 神戸市（2箇所）、京都市 3
高効率ヒートポンプ 愛知県 1

H24
管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用技術実
証事業

下水熱採熱技術
青森県弘前市、仙台市、新潟市（2箇所）、横浜市、愛知
県豊田市、富山県富山市、滋賀県大津市、福岡市、大阪市

10 (1)

H24
神戸市東灘処理場
栄養塩除去と資源再生（リン）革新的実証事業

リン回収 福岡市 1

低空気比省エネ燃焼技術 埼玉県（2箇所）、愛知県（2箇所）、東京都 5 (2)

高効率廃熱発電技術 埼玉県（2箇所）、愛知県 3

管口カメラ点検+展開広
角カメラ調査

埼玉県草加市、埼玉県秩父市、東京都八王子市、長野県岡
谷市、長野県諏訪市、愛知県豊田市、愛知県高浜市、京都
府向日市、大阪府大阪狭山市、広島市、愛媛県大洲市

11

（類似手法）管口カメラ
のみまたは管口カメラ点

検＋直側カメラ調査

宮城県村田町、宮城県富谷市、福島県いわき市、福島県南相馬市、茨
城県行方市、茨城県小美玉市、茨城県神栖市、茨城県大洗町、千葉県
柏市、千葉県白井市、千葉県茂原市、千葉県浦安市、千葉県芝山町、
さいたま市、埼玉県川越市、埼玉県春日部市、埼玉県行田市、埼玉県
新座市、東京都清瀬市、東京都稲城市、東京都福生市、東京都日野
市、東京都瑞穂町、神奈川県厚木市、福井県福井市、長野県諏訪市、
長野県岡谷市、岐阜県関市、静岡県磐田市、静岡県袋井市、静岡県藤
枝市、愛知水と緑の公社、愛知県高浜市、愛知県西尾市、愛知県刈谷
市、愛知県岡崎市、愛知県愛西市、愛知県豊川市、愛知県小牧市、愛
知県東浦町、滋賀県米原市、和歌山県かつらぎ町、京都府向日市、京
都府京田辺市、大阪府羽曳野市、大阪府河内長野市、大阪府熊取町、
大阪府泉大津市、大阪府大阪狭山市、大阪府柏原市、大阪府摂津市、
大阪府豊能町、奈良県奈良市、奈良県天理市、奈良県川西町、奈良県
宇陀市、奈良県桜井市、兵庫県川西市、兵庫県伊丹市、兵庫県三田
市、兵庫県姫路市、兵庫県たつの市、兵庫県加西市、兵庫県上郡町、
兵庫県加古川市、島根県出雲市、島根県雲南市、広島市、広島県福山
市、広島県大竹市、広島県三原市、広島県府中町、広島県熊野町、広
島県江田島市、愛媛県伊方町、高知県高知市、福岡県古賀市、福岡県
太宰府市、佐賀県江北町、佐賀県鳥栖市、長崎県諫早市、熊本県上天
草市、熊本県嘉島町、熊本市、鹿児島県霧島市、鹿児島県日置市

86 (13)

広角カメラ 岩手県奥州市、東京都羽村市、広島市 3

広角カメラ＋衝撃弾性波
調査または衝撃弾性波調

査のみ

北海道旭川市、北海道釧路市、北海道苫小牧市、北海道紋
別市、北海道新ひだか町、青森県六ケ所村、秋田県大仙
市、宮城県村田町、福島県いわき市、茨城県日立市、群馬
県中之条町、群馬県邑楽町、埼玉県春日部市、埼玉県久喜
市、神奈川県海老名市、新潟市、新潟県魚沼市、長野県松
本市、浜松市、滋賀県東近江市、堺市、大阪府河内長野
市、奈良県天理市、長崎県佐世保市、大分県大分市、大分
県日出町

26

H26
ICTを活用した効率的な硝化運転制御の実用化に関
する技術実証事業

硝化制御技術・アンモニ
ア計

横浜市（2箇所） 2

H26
ICTを活用したプロセス制御とリモート診断による
効率的水処理運転管理技術

NH4-Nセンサーを活用し
た曝気風量制御(NH4-

N/DO制御)技術
横浜市（3箇所） 3

センサーモニタリング

設備劣化簡易診断

脱水乾燥システム
千葉県市原市、栃木県小山市、神奈川県綾瀬市、熊本県山
鹿市

4

円環式気流乾燥機 福島県いわき市、石川県 2

H28
下水道圧送管路における硫酸腐食箇所の効率的な調
査技術

－
秋田県、東京都、東京都国立市、山梨県、石川県、福井
県、滋賀県、京都府、滋賀県大津市、兵庫県、三重県、島
根県、佐賀県佐賀市、沖縄県

14

H29
温室効果ガス削減を考慮した発電型汚泥焼却技術の
実用化に関する実証事業

発電、局所攪拌一式 川崎市、浜松市 2 (1)

H29 最初沈殿池の処理能力向上技術実証事業 ファイナルフィルター 新潟県糸魚川市 1

高濃度消化技術 仙台市 1

小規模水素供給設備 神戸市 1

H30
ヒートポンプレスで低LCCと高COPを実現する下水
熱融雪システムに関する研究

高熱性能採熱管 福岡市、大阪市 2 (1)

H31
単槽型硝化脱窒プロセスのICT･AI制御による高度処
理技術実証事業

送風機省エネ 横浜市、神奈川県横須賀市、千葉県市原市 3 (2)

H31
AIによる音響データを用いた雨天時侵入水検知技術
の実用化に関する実証事業

AI音響調査
秋田県北秋田市、愛知県岡崎市、京都府福知山市、兵庫県
赤穂市、千葉県柏市、愛知県岡崎市、群馬県

7 (3)

R1
水位計と光ファイバー温度分布計測システムにAIを
組合わせた雨天時浸入水調査技術

水位計とAIによる絞り込
み技術

山形県上山市、山形県山辺町、東京都八王子市 3 (3)

19 技術 計 213 (30)

※赤字は令和６年度追記
※実証フィールド提供自治体のみ導入実績がある技術は除く

札幌市 1 (1)

H25 
管口カメラ点検と展開広角カメラ調査及びプロファ
イリング技術を用いた効率的管渠マネジメントシス
テム

件数

H23
神戸市東灘処理場再生可能エネルギー生産・革新的
技術（バイオガスを活用した効果的な再生可能エネ
ルギー生産システム）

H25 
脱水・燃焼・発電を全体最適化した革新的下水汚泥
エネルギー転換システム

H25 
広角カメラ調査と衝撃弾性波検査法による効率的な
管渠マネジメントシステムの実証事業

H27
ICTを活用する劣化診断技術および設備点検技術実
証事業

H30
高濃度消化・省エネ型バイオガス精製による効率的
エネルギー利活用技術

H28
脱水乾燥システムにおける下水道の肥料化・燃料化
技術
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（２）エネルギー分科会における主な検討事項 
１）はじめに 

2021（令和 3）年 6 月に地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律が公布され、
2050 年までの脱炭素社会に向けた基本理念の規定、地方公共団体が策定する実行計画の中に施策
実施に関する目標を定めること等が盛り込まれた。 

同年 10 月に我が国は、国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）に先立ち、2050 年
カーボンニュートラルを宣言した。また、地球温暖化対策計画が閣議決定され、2030 年度におい
て温室効果ガス排出 46％削減（2013 年度比）を目指すことが示された。第 5 次社会資本整備重
点計画の中でも、重点目標６に「インフラ分野の脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用によ
る生活の質の向上」が位置づけられている。下水道分野においても脱炭素社会の実現に貢献する
ため「脱炭素社会への貢献のあり方検討小委員会」が設置され、下水道の将来像を定め、関係者
が一体となって取り組むべき総合的な施策とその実施工程が 2022（令和 4）年 3 月に公表された。
地球温暖化対策計画については 2025（令和 7）年 2 月に改定され、温室効果ガス排出を 2013 年
度比で、2035 年度、2040 年度においてそれぞれ 60%、73％削減することを目指すとされている。 

エネルギー分科会では、2021 年度より下水道分野の温室効果ガス排出削減に関し、中期（2030
年度）目標に対する効果的な技術の整理と長期（2050 年）目標に対して期待される技術開発等に
ついて検討し、2021 年度末に「カーボンニュートラルの実現に貢献するための下水道技術の技術
開発等に関するエネルギー分科会報告書」を策定した。2022 年度は、当該報告書において当面の
間議論すべきとして挙げられた課題のうち、①2050 年カーボンニュートラルに向けたシナリオ再
検討による今後促進すべき技術開発項目抽出、②2022 年度作成の「2050 年カーボンニュートラ
ルの実現に貢献するための下水道技術の技術開発ロードマップ」の下水道技術ビジョン・ロード
マップへの統合案作成、③下水処理場からの GHG 排出削減目標設定等の検討に向けた簡易ツー
ルの作成等を行った。2023 年度は、国総研の業務にて実施している調査内容も含め、①技術開発
の推進、②水処理過程からの N2O 排出係数改定及び制御因子解明に向けた調査方法の確立、③地
方公共団体の脱炭素化検討・取組み支援、④将来的な全体最適化に向けた検討範囲の設定、流域
全体を踏まえた議論等について委員より意見、アイデアを頂いた。 

引き続き 2024 年度は、以下の項目について取り組んだ。 
① 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査 

・N2O 調査マニュアル（案）に沿った、OD 法などの 24 時間調査 
・協力いただいた地方公共団体からの調査データ収集 

②  将来的な全体最適化に向けた検討 
・下水道の他分野への貢献評価手法の提示 
・全体最適化に内在する複数の評価軸に関する議論の整理等 
・上下水道事業の GHG 排出実態把握 
・小規模下水処理場における下水汚泥の脱水の効率化に関する検討 

 
2024 年度のエネルギー分科会委員構成及び開催の概要は表 4-2、表 4-3 の通りである。 
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表 4-2 エネルギー分科会委員一覧（敬称略、五十音順） 

北海道 建設部 まちづくり局 都市環境課 公園下水道担当課長 足立浩 

東京都 下水道局 計画調整部 計画課 エネルギー・温暖化対策推進担当課長 池田亘宏 

一般社団法人日本下水道施設業協会 技術部長 堅田智洋 

日本大学 理工学部 土木工学科 教授 齋藤利晃 

京都大学大学院 工学研究科付属流域圏総合環境質研究センター 教授 西村文武 

国土交通省 大臣官房参事官（上下水道技術）付 課長補佐 長谷川広樹 

大阪市 建設局 下水道部 調整課長 原田俊崇 

公益財団法人 日本下水道新技術機構 資源循環研究部長 藤本裕之 

公益社団法人 日本下水道協会 技術部 技術課 主幹 前田明徳 

国立研究開発法人 土木研究所 先端材料資源研究センター 材料資源研究グループ 主任研究員 宮本豊尚 

地方共同法人 日本下水道事業団 技術開発室 主任研究員 村岡正季 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 上下水道研究部 下水道エネルギー・機能復旧研究官 山下洋正（座長） 

中央大学 理工学部 人間総合理工学科 教授 山村寛 

 
         表 4-3 エネルギー分科会開催状況の概要              

開催日時 議事 
第 1 回 
令和 6 年 10 月 16 日（水） 

（１）今年度のエネルギー分科会の取組方針 
（２）下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査 
（３）将来的な全体最適化に向けた検討 
（４）委員からの情報提供（国交省、日本下水道協会） 等 

第 2 回 
令和 7 年 1 月 22 日（水） 

（１）第 1 回エネルギー分科会におけるご意見について 
（２）下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査 
（３）将来的な全体最適化に向けた検討 
（４）日本下水道事業団からの情報提供 
（５）今後の予定・R7 年度の予定について 等 

 
 
２）検討概要 
① 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査 
 N2O 調査マニュアル（案）に沿った、OD 法処理場の 24 時間調査の途中結果を報告し、反応槽
内の混合状態、調査地点と攪拌機との位置関係、ガス態 N2O の発生状況に関する議論等があった。
また、協力地方公共団体からの調査データ収集として、横浜市西部水再生センターの調査結果の
一部を紹介した。さらに、N2O 排出量の削減に向けて、放流先の状況も踏まえた処理水質や電力
消費との関連性より検討した。これらの概要の一部を第 2 回検討会資料より抜粋して図 4-1-1～
図 4-1-3 に示す。 
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図 4-1-1 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査の概要(1) 

 
図 4-1-2 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査の概要(2) 



20 
 

 
② 将来的な全体最適化に向けた検討 

下水道の他分野への貢献評価手法の提示、全体最適化に内在する複数の評価軸に関する議論の
整理として、下水道資源利用について GHG と LCC の両方の観点からの貢献の評価方法の検討状
況について、固形燃料利用を事例に紹介した。あわせてサプライチェーン排出量の情報開示の流
れ等を取り巻く状況についても情報を提供し、下水道で取り組むメリットや目的設定の必要性等
について議論があった。 

また、上下水道事業の GHG 排出実態把握の結果として水道・下水道事業の特徴比較等を示し
た。さらに、小規模下水処理場における下水汚泥の脱水の効率化に関する検討状況についても既
往知見の成果とあわせて紹介した。これらの概要の一部を第 2 回検討会資料より抜粋して図 4-2-

1～図 4-2-3 に示す。 

図 4-1-3 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査の概要(3) 
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図 4-2-1 将来的な全体最適化に向けた検討の概要(1) 

 
図 4-2-2 将来的な全体最適化に向けた検討の概要(2) 
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３）令和 7 年度以降の取組 

エネルギー分科会では、令和 7 年度も引き続き以下の項目について検討を行う予定であり、カ
ーボンニュートラルの実現に向けた取り組みを一層推進していく。 
【令和 7 年度における取組案】 

１）下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた調査発生メカニズム・制御因
子解明に向けた調査 

・OD 法における N2O 調査を継続し、季節変動を踏まえた OD 法における N2O 排出量の実態
を把握する 

・過去の国総研における調査結果や地方公共団体等における調査結果を収集し、インベントリ
会議における N2O 排出係数の改定に向けた検討を進めていく 等     

２）将来的な全体最適化に向けた検討 
・GHG・LCC の両面からの定量的評価に基づく検討、既存の制度・計画における位置づけの

検討、下水道事業のサプライチェーン排出量の適用可能性の検討等を進める    
・GHG 削減に向けて、上下水道一体により効果的となる対策の実現可能性について、継続し

て検討を進める 
・他バイオマスの適用、汚泥有効利用時の適用およびその効果について、検討を進める 等 
３）その他（各委員からの情報提供など） 

 
図 4-2-3 将来的な全体最適化に向けた検討の概要(3) 
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（３）ロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策 
   平成 28 年度に下水道技術開発会議が設置されて以降、地方公共団体に対する技術ニーズ

や技術的課題に関するアンケート・ヒアリング調査、民間企業・業界団体に対する技術開発
状況や各種取り組みに関するアンケート・ヒアリング調査、下水道技術に関する各種文献調
査を実施してきた。これらの取り組みにより、下水道事業に関連する産学官の現状や課題等
が明らかになってきたが、新技術のユーザーである地方公共団体のニーズを踏まえた技術を
開発し普及拡大につなげるためには、過去の調査結果を網羅的に分析し、今後の方向性を具
体的に示すことが重要であるとの意見がこれまでの会議の場において多数述べられてきた。 

このため令和５年度に、目標達成時期が迫り緊急性の高いロードマップ技術開発分野⑨～
⑪を担当する下水道技術開発会議エネルギー分科会において、新技術・効率化技術導入促進
に向けた課題・現状と検討すべき課題について、先行的に整理され公表された。 

令和６年度は、前年度のエネルギー分科会の成果を参考にして、ロードマップ技術開発分
野①～⑧についても整理を行った。具体的には、各種課題を技術開発～導入後までの段階
（①技術開発時、②技術導入検討時、③技術導入発注時、④技術導入後、⑤その他）別に分
類し、さらに影響因子別にカテゴリ分けした。 

各段階やカテゴリ別に整理した項目は、①：地方公共団体や企業からの代表的な意見・要
望、②：①に関する現状と課題、③：今後検討すべきと思われる事項の３項目とした。な
お、当初の第１回会議案では、令和５年度にロードマップを見直した際の６つのＷＧ別に整
理する方針であったが、共通する課題が多かったため、一括して整理する方針に変更した。 

表 4-4 に整理表の様式イメージを、参考資料-４に整理した表を示す。 
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表 4-4 下水道に係る新技術の導入促進に向けた現状・課題と検討事項（整理表イメージ） 

 
 

下水道に係る新技術の導入促進に向けた現状・課題と検討事項

技術開発全般

3 産学官の連携

【現状】
・下水道業界と接点の少ない異業種との連携推進のため「スタートアップチャレンジ」を開催。
・自治体の技術的課題解決を目的とした｢課題解決技術支援ツール(試行版)｣を令和4年度に一般公
開。
・下水道協会は令和5年度よりGeマッチング事業を開始し、官民情報共有・収集の場を創出。
・下水道協会は下水汚泥肥料に関連し、農水省の国内肥料資源の利用拡大に向けた全国推進協議会に
参画。
・令和4年度に実施した関連企業に対するアンケートでは、「技術開発に必要な情報の入手先」につ
いて、国、地方公共団体、下水道事業団、下水道関連企業、他関連団体等と比べて、海外や異分野等
の回答が少ない傾向があった。

【課題】
・異分野異業種との連携や情報共有が必要。

・異分野への積極的なアプローチ。
・異分野・異業種との情報交換・共有の場の設置。
・各種取り組みの認知度向上のための相互リンク、情報連携等。

２
．
導
入
検
討
時

技術の信頼性・実績・評
価

4 新技術の導入実績

【現状】
・B-DASHでの実規模実証により、新技術の初号機が順次導入されている。
・B-DASH技術については、19 技術で計185件採用されており、毎年採用実績を調査・公表。
・下水道事業団のように、既存下水処理場（類似施設を含む）での導入実績の他に、四季を含む実負
荷実証テスト期間を通し要求性能を達成したうえで、継続して良好な運転が達成されていることを最
低限の採択条件としている例もある。

【課題】
・新技術の信頼性の向上。
・導入実績の少ない技術のリスク評価が難しい。

・B-DASH実証施設の実証及び自主研究の期間の運転実績等の情報発信。
・実績の乏しい新技術の導入を積極的に行う自治体に対する国の支援施策（維持管理費の補助、補助
率増等）。
・過去の導入実績が技術選定の主項目にならないような国の指導。

③今後検討すべきと思われる事項（案）
（2024企業アンケート等より抽出）

②現状と課題
（自治体アンケートや企業ヒアリング結果を参考）

①自治体（一部民間企業）からの主な意見・要望
（2016～2022年自治体アンケート、ヒアリング等より抽出）

【現状】
・平成27年(2015年）12月、｢下水道技術ビジョンロードマップ｣を策定。
・令和３年(2021年)、エネルギー分科会において｢2050年カーボンニュートラルの実現に貢献するた
めの下水道技術の技術開発ロードマップ｣を策定。
・令和５年(2023年)、下水道技術ビジョンロードマップの全体見直しを行い、フォローアップ欄を新
設。
・毎年度夏にロードマップ重点課題を公表。

【課題】
・ロードマップの認知度が高いとは言えない。

・ロードマップ記載技術と国の予算の関連付け（国交省予算要求事項との関連性明示等）。
・ロードマップ記載技術の一層の重点化と優先順位の明示。

【現状】
・平成23年(2011年)、下水道革新的技術実証事業(B-DASH)を開始。
・平成29年(2017年)、下水道応用研究を開始。
・令和6年（2024年）、水道革新的技術実証事業(A-JUMP)を開始。
・令和6年(2024年)、上下水道科学研究費補助金制度を新設。
・令和6年補正(2024年)、上下水道一体革新的技術実証事業(AB-Cross)を開始。
・日本下水道事業団では、平成23年(2011年)から新技術導入制度を運用開始。
・日本下水道新技術機構では、平成4年(1992年)より建設技術審査証明制度を運用中。

【課題】
・研究開発制度としては一定の評価がされているが、大学等からは制度的に不十分との認識。
・標準仕様書、審査証明書、ガイドライン等への反映に長い時間がかかる。

No.

1

2

おおよそのカテゴリ

・制度を運用しつつ見直しの検討・改善（ロードマップと実証事業公募テーマの関連付け等）。
・大学発の技術を起業するため、国や下水道事業団などが資金・経営面で支援する制度。
・NEDOのムーンショット型研究のような制度。
・標準仕様でない新技術の国庫補助対象化。
・幅広い応募主体が活用可能な競争的資金による研究制度の拡充

１
．
技
術
開
発
時

体系的な技術開発

技術開発制度の充実
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また、上記の整理表に加え、ロードマップを着実に推進していくための参考情報とするこ
とを目的に、下水道事業において技術開発及び導入が迅速に進んだ好事例についても調査分
析した。複数の調査対象候補事業の中から「下水道の PPP 事業」を選定し、国内の PPP 事
業において代表的な３団体に対し、下記の項目についてヒアリング調査を実施した。 

 
［ヒアリング項目］ 

① 技術ニーズに関する情報収集について  
② 民間企業が有する技術シーズの把握について 
③ 技術のマッチングや活用・導入検討の方法について 
④ 団体における新技術等の導入事例や導入予定 
⑤ 新技術導入における官民連携・コンセッション事業のメリット・デメリット 
⑥ 新技術の導入しにくさの課題への対応策 
⑦ 新技術の導入促進に向けた提案 
 

ヒアリング調査の回答結果を参考資料-５に示す。ヒアリング項目④では、具体的な導入
技術について確認したところ、B-DASH 実証技術を導入済みの団体や、最先端の脱炭素技
術を今後導入予定としている団体があった。また、⑤の回答のうちメリットとして、｢技術
導入前に大学や研究機関と連携し実証実験を行うことができ、技術開発を進めやすい｣こと
や、｢コンセッション制度により、長期的な契約の中で事業者が一括で施設管理するため、
新技術の導入と改良を円滑に行うことができる｣ことなどが挙げられていた。 

一方、デメリットとしては、｢当初はコンセッション事業に慣れていないため、作業が進
みにくい｣ことや、｢議員等の視察対応が多く、別の仕事が増えた｣ことなど、新しい事業体
制故の悩みも存在することがわかった。今後も引き続き、好事例に関する調査を広く実施
し、下水道関係者に対し情報提供していく予定である。 

 
（４）Ge マッチングの状況 

  公益社団法人 日本下水道協会は、令和５年 8 月より、下水道の課題を解決するための正
会員（地方公共団体等）と賛助会員（民間企業）のマッチングサイトとして、Ge マッチン
グの取り組みを開始した。 

Ge マッチングは｢下水道事業の課題、イノベーションの推進、下水道界の活性化のため
に、官民自らの行動で共創・連携するための取り組み｣であり、大別して｢WEB 型｣と｢イベ
ント型｣に分けられる。WEB 型については、下記の専用ＨＰ（図 4-3）を通じて官民間で業
務・共同研究の提案や意見募集等が行われている。イベント型については、官民によるミー
ティングやマッチングイベントが開催されており、これらの活動の中には、新技術の開発・
導入促進につながる情報が含まれている可能性があることから、下水道技術開発会議におい
ても情報収集に努めている。 

令和６年度第２回会議では、取り組み開始から約１年半が経過した Ge マッチングの状況
について、日本下水道協会より報告があった（参考資料-６）。「WEB 型」のうち、「意見・提
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案募集」については、民間企業・大学から 1,500 の地方公共団体に対して、業務提案や共同
研究の提案がなされ、地方公共団体から 900 の民間企業に対しては、課題解決につながる意
見・提案の募集がなされた。「投稿」については、地方公共団体からのものが 85 件あったが、
そのほとんどは W-PPP に関するものであった（85 件中 78 件）。また、企業からの投稿は９
件あった。 

「イベント型」については、これまでに３種類のイベントが計８回開催されており、合わ
せて 68 課題に対し、220 の提案を得た。このうち、「Ge マッチング BIG」については、下水
道展’24 東京の会場内で講演や展示会とあわせて開催され、約 440 名の参加を得た。「官民連
携ミーティング」については３都市で開催され、情報提供やビジネスマッチングが行われた。
「下水道タウンマッチング」については、計４市町で毎回テーマを変えて開催された。 

令和 7 年度以降は、「官官・民民の情報交換」、「人材育成・リクルート」、「下水道の広報」
等の新たな取り組みも検討されている。 

 

 
図 4-3 Ge マッチングのＨＰトップ画面（令和 7年 5 月時点） 
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（５）AB-Cross（上下水道一体革新的技術実証事業）の実施 
 国土交通省では平成 23 年度から毎年 B-DASH を実施してきたが、令和６年度に水道整備・管
理行政が厚生労働省から国土交通省へ移管されたことを受け、水道革新的技術実証事業（以下
「A-JUMP」という。）を創設した。令和６年度補正予算より、さらに上下水道一体の技術開発
を促進するため、A-JUMP・B-DASH を｢上下水道一体革新的技術実証事業｣（以下「AB-
Cross」という。）として発展させ、上下水道共通テーマのもとで実証事業を実施することとし
た。 
 令和６年度補正予算では、令和６年能登半島地震を踏まえ、能登半島の創造的復興の一助とな
るよう、｢分散型システム｣の技術実証を能登地方６市町を実証フィールドとして公募し、下記技
術が採択された。（参考資料-７） 

 
【公募テーマ】分散型システム 
  事業名：住宅向け小規模分散型水循環システムの地域展開実証事業 
  実施者：WOTA（株）、珠洲市共同研究体 
  実証フィールド：石川県珠洲市 
  概 要：住宅向け小規模分散型水循環システムを、複数のエリアにて実装、技術検証を

行うとともに、地域全体に同システムを含む分散型システムを、集約型と分散型のベス
トミックスとなる形で導入する計画手法を構築。 
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第 5 章 令和６年度取組結果と今後の検討方針 

（１）に令和６年度における下水道技術開発会議の主な取組結果を、（２）に今後の主な検討方
針を示す。 
 

（１）令和６年度の主な取組結果 
（課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況の整理分析・更新） 

令和４年度にＨＰで一般公開したツールについて、令和６年度のアクセス状況を整理し分析す
るとともに、データの追加等の更新を行った。 

（ロードマップ重点課題の選定、ロードマップ（フォローアップ欄を含む）の更新） 

令和６年度の下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題を選定し公表するとともに、最近の
技術動向を調査し、ロードマップのフォローアップ欄を更新した。 
 
（エネルギー分科会での検討） 
 下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減を目指し、OD 法処理場の調査や協力地方公
共団体からの調査データ収集の取り組み状況を紹介し、分科会より意見を頂いた。また、将来的
な全体最適化に向けた検討として、下水道資源利用による貢献について GHG と LCC の観点での
評価の取り組み等について紹介し、分科会より意見を頂いた。これらの意見を踏まえて国総研の
調査研究を向上発展させることで、脱炭素に向けた取り組みをさらに強化した。 
 
（ロードマップに沿った技術開発及び導入の促進方策の検討） 

新技術の導入促進に向けた課題・現状と検討すべき事項について整理するとともに、技術開発
及び導入が迅速に進んだ好事例として PPP 事業を調査した。 

 
（Ge マッチングの取り組み状況の報告） 

 公益社団法人日本下水道協会が令和５年度より運用開始した Ge マッチングの取り組み状況に
ついて報告し、参加委員に対し所属組織内での利活用を要請した。 
 
（２）今後の主な取り組み 

令和６年度の取組結果や下水道技術開発会議での議論等を踏まえた令和７年度以降の主な取り
組みについて以下に示す。 

① 課題解決技術支援ツール(試行版)の改良・更新、広報の強化 
② エネルギー分科会において、下水処理に伴う N2O 排出量の実態把握および削減に向けた

調査や将来的な全体最適化に向けた検討に対する意見・アイデア聴取等 
③ 開発された新技術の導入を促進し、普及展開を図るための方策の検討 
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課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況 
 



参考資料１

課題解決技術支援ツール（試行版）の
アクセス状況

課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

課題解決技術支援ツール（試行版）について、アクセス状況等の記録を実施
（報告期間：令和６年４月～令和７年3月末）

技術開発会議やJASCOMA通信で紹介された７月にアクセス数が増加
→ 継続的な利用には繋がっていない

全国からアクセスされており、千代田区（国土交通本省？）、港区（保守管理企
業？）、大阪市、新宿区（東京都庁、下水道新技術機構？）、つくば市（国総
研？）の順にアクセス数が多いが、下水道技術開発会議の関連の薄い市町村
からのアクセスもある
→ 全国的にある程度の認知はされている

PPP/PFIに関連した検索キーワード（WPPP等）が多く、コスト削減・劣化
診断に関する技術も検索されている
→ 事業体の興味関心がある技術が検索され、技術的支援に繋がっている

2参－2



課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

3

課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

4参－3



課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

5

課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

6参－4



課題解決技術支援ツール（試行版）のアクセス状況

7
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下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題 全文 
 



下水道技術開発会議

下水道技術ビジョン
「ロードマップ重点課題」を選定しました

下水道技術開発会議（座長: 国土技術政策総合研究所 上下水道研究部長）では、

令和６年度第１回会議（７月１７日開催）において、

下水道技術ビジョン「ロードマップ重点課題」の改定について審議を行いました。

当会議において、下水道技術ビジョン・ロードマップに提示されている技術目標

のうち、以下の項目を、ロードマップ重点課題（研究開発等を重点化して実施す

べき課題）として選定しましたので、公表します。

1

公表資料

1. ロードマップ重点課題 （短期～中期課題）

技術目標①１ 人口減少時代に適した施設整備・管理

技術目標②２ 施設管理の迅速化・低コスト化のための技術開発等

技術目標③２ 大規模地震を対象とした耐震対策手法、優先度評価手法

技術目標③４ 大規模地震・津波等の非常時の段階的な応急処理方法、

優先度評価手法

技術目標④１－１ 局所的豪雨や気候変動に対応した雨水管理技術

技術目標⑤１ オンサイト貯留・浸透施設を反映した計画技術

技術目標⑤４ 不明水の実態把握、影響評価と有効な対策の確立

技術目標⑦４ 病原微生物リスクの制御方法

技術目標⑦５ 病原微生物その他の検出、監視システム構築

技術目標⑨１ 下水道で地域バイオマスを利活用する技術

技術目標⑨３ 下水中のリンなどの効率的回収技術

技術目標⑨５ 高付加価値製品等の製造技術の開発

技術目標⑩３ 下水道施設と下水道資源を活用したエネルギー生産技術

技術目標⑩４ バイオガスや硫化水素などからのメタン、水素、CO2等の

分離・濃縮、精製、回収技術

技術目標⑪１ 下水道施設のエネルギー消費最小化・自立化技術

技術目標⑪２ 水処理・汚泥処理の全体最適化技術

※技術目標の番号は、下水道技術ビジョン・ロードマップの番号と対応

（用語の説明）

なお、ロードマップ及びロードマップ重点課題は、最新の情報をもとに、随時

見直しを図ることとしています。

不 明 水 : 流入源が不明な下水の総称。特に雨天時の浸入水が施設管理上問題となる場合が多い。

参－7



下水道技術開発会議

下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題（令和６年度選定）

1.   ロードマップ重点課題 （短期～中期課題）

2

技術目標①１ 人口減少時代に適した施設整備・管理
（選定理由）

ニーズ調査では、都市規模によらず技術導入のニーズは高い。また、新下水道ビジョン加
速戦略、骨太の方針、新しい資本主義のＧＤにおいても取り上げられ、広域化・共同化の
推進等の社会的な要請もある。B-DASH実証技術以外の技術シーズも見られることから、短
期～中期的に技術開発・普及を重点化していく必要がある。

技術目標②２ 施設管理の迅速化・低コスト化のための技術開発等
（選定理由）

ニーズ調査では、ニーズを「高い」とする都市が多く、特に大都市での比率が高く、効率
的な技術の実装が望まれる分野である。また、新下水道ビジョン加速戦略、５か年加速化
対策、骨太の方針においても取り上げられ、施設管理の省力化・低コスト化、ストックマ
ネジメントの導入等の社会的な要請もある。B-DASH実証技術以外の技術シーズも見られる
ことから、短期～中期的に技術開発・普及を重点化していく必要がある。

技術目標③２ 大規模地震を対象とした耐震対策手法、優先度評価手法
③４ 大規模地震・津波等の非常時の段階的な応急処理方法、優先

度評価手法
（選定理由）

能登半島地震、地震対策検討委員会中間とりまとめを踏まえ取り組みを強化する。ニーズ
調査では、都市規模の別にかかわらず高く、新下水道ビジョン加速戦略、５か年加速化対
策、骨太の方針においても取り上げられており、地震対策技術の実用化が急がれる分野で
ある。現状では一定の技術シーズが見られることから、短期～中期的に技術開発を促進す
る必要がある。

技術目標④１－１ 局所的豪雨や気候変動に対応した雨水管理技術
（選定理由）

ニーズ調査では、特に大都市では「高い」、「将来高い」とする回答が多く、新下水道ビ
ジョン加速戦略、５か年加速化対策、骨太の方針においても取り上げられ、浸水対策技術
の実用化が急がれる分野である。B-DASHでの実証実績技術以外の技術シーズも見られるこ
とから、短期～中期的に技術開発を促進する必要がある。

H30からの継続課題

H28からの継続課題

H28からの継続課題（③２）
R1からの継続課題（③４）

H29からの継続課題
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下水道技術開発会議

下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題（令和６年度選定）

技術目標⑤１ オンサイト貯留・浸透施設を反映した計画技術
⑤４ 不明水の実態把握、影響評価と有効な対策の確立

（選定理由）

ニーズ調査では、全般にニーズが高く、特に大都市では「高い」とする回答が多かったが、
中小都市でもニーズは中程度、将来高いとする回答が目立ち、実用化が急がれる分野であ
る。また、５か年加速化対策、骨太の方針においても取り上げられ、施設管理の省力化・
低コスト化、ストックマネジメントやグリーンインフラの推進等の社会的な要請もある。
現状では一定の技術シーズが見られることから、短期～中期的に技術開発を促進する必要
がある。

技術目標⑦４ 病原微生物リスクの制御手法
⑦５ 病原微生物その他の検出、監視システム構築

（選定理由）

ニーズ調査では、将来的に大都市部を中心にニーズの高まりが予想される分野であり、新
下水道ビジョンの具体例示技術である。大腸菌数の放流水質基準の検討、下水サーベイラ
ンスの実証など社会的ニーズも高まっている。研究～実用レベルでの技術シーズの蓄積が
見られることから、短期～中期的に技術開発を促進する必要がある。

技術目標⑨１ 下水道で地域バイオマスを利活用する技術
（選定理由）

ニーズ調査では、大都市の将来的なニーズがある程度高い。また、地球温暖化対策推進法、
骨太の方針においても取り上げられ、他事業連携による公共事業全体としての維持管理費
の縮減、既存インフラの有効活用（インフラストック効果の発現）等の要請もある。一部
中小都市では生ごみ等の受入れなど実用例も見られ、B-DASH技術等一定の技術シーズが見
られることから、短期～中期的に技術開発・普及を重点化していく必要がある。

技術目標⑨３ 下水中のリンなどの効率的回収技術
（選定理由）

ニーズ調査では、将来的に大都市部を中心にニーズの高まりが予想される分野である。新
下水道ビジョン加速戦略、骨太の方針、食料安保強化政策大綱においてもとりあげられ、
農業等の地域産業との連携も期待される分野である。研究レベルや要素技術レベルでの技
術シーズが見られ、B-DASＨ実証技術以外の技術シーズも見られることから、短期～中期
的に技術開発を促進する必要がある。

H28からの継続課題

H28からの継続課題
（R5に短期～中期課題に変更）

H28からの継続課題

R6からの追加課題（⑤１）
H28からの継続課題（⑤４）

3
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下水道技術開発会議

4

下水道技術ビジョン・ロードマップ重点課題（令和６年度選定）

技術目標⑨５ 高付加価値製品等の製造技術の開発
（選定理由）

ニーズ調査では、全体では必ずしもニーズが高いとは言えないが、大都市の将来的なニー
ズがある程度高い。また、地球温暖化対策推進法、骨太の方針においても取り上げられ、
様々な形態による下水製品の肥料利用の普及や安全性確保等の要請もある。研究レベルや
要素技術レベルでの技術シーズが見られ、B-DASH技術等一定の技術シーズも見られること
から、短期～中期的に技術開発・普及を重点化していく必要がある。

技術目標⑩３ 下水道施設と下水道資源を活用したエネルギー生産技術
（選定理由）

ニーズ調査では、全体では必ずしもニーズが高いとは言えないが、大都市の将来的なニー
ズがある程度高い。また、新下水道ビジョン加速戦略や地球温暖化対策計画においても取
り上げられ、技術の実装が望まれる分野である。B-DASH実証技術以外の技術シーズも見ら
れることから、短期～中期的に技術開発・普及を重点化していく必要がある。

技術目標⑩４ バイオガスや硫化水素などからのメタン、水素、CO2等の
分離・濃縮、精製、回収技術

（選定理由）

ニーズ調査では、特に大都市では「高い」、「将来高い」とする回答がみられ、B-DASH技
術等一定の技術シーズも見られることから、実証技術以外でも早期の技術開発・実用化が
望まれる。また、新下水道ビジョン加速戦略、骨太の方針においても取り上げられている
ことから、短期～中期的に技術開発を促進する必要がある。

技術目標⑪１ 下水道施設のエネルギー消費最小化・自立化技術
⑪２ 水処理・汚泥処理の全体最適化技術

（選定理由）

ニーズ調査では、大都市だけでなく中小都市においても一定の技術ニーズが見込まれる。
また、新下水道ビジョン加速戦略、骨太の方針、地球温暖化対策計画においても取り上げ
られ、B-DASH実証技術以外の技術シーズも見られることから、短期～中期的に技術開発・
普及を重点化していく必要がある。

R6からの追加課題

H28からの継続課題

H29からの継続課題

H28からの継続課題
（R5に短期～中期課題に変更）
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下水道技術開発会議

下水道技術ビジョン
「ロードマップ重点課題」の選定について

下水道技術開発会議では、以下の情報を参考として、ロードマップに提示さ

れている技術目標のうち、重点化して実施すべき項目を選定した。

技術ニーズ ・・・以下を考慮して、技術ニーズの度合いを判断

地方公共団体ニーズ調査（以下、「ニーズ調査」という）結果

社会ニーズ、行政ニーズの動向について考慮

技術シーズ ・・・以下の情報から、重点的な技術開発の実施可能性や、

実用化、実証段階への移行可能性などを判断

B-DASH, B-DASH FS調査等のテーマ選定、採択状況

その他の技術開発情報、学会等での研究発表などの情報

ロードマップ重点課題は、実際の下水道施設への活用（実用化）の緊急性の

高さや、技術の研究開発段階などの状況等から、今回の選定では「短期～中

期」として選定。

なお、今回重点課題として選定されていない分野についても、技術シーズ・

ニーズの把握に努め、技術開発の推進につなげていくこととしている。

また、より詳細な技術ニーズ情報の収集・分析結果、技術シーズ状況ととも

に、社会情勢の変化や、B-DASH等の技術開発支援実績も踏まえ、重点課題の

見直しを図っていく予定。

5

参考 ロードマップ重点課題の選定について

下水道技術ビジョン「新技術の導入・普及の推進方策」（第3章 3.4）よ
り抜粋

「国が実施する技術開発・普及のための事業・施策（註：下水道革新的技
術実証事業（B-DASHプロジェクト）などを指している）はロードマップの
うち早期に研究開発が急がれるもの、中長期的に課題解決が不可欠なもの
について、重点化して実施する。」

このため、下水道技術開発会議において、ロードマップに提示されている
技術目標のうち、重点化して実施すべきものを定め、「ロードマップ重点
課題」として提案することとし、令和６年度第1回会議において審議・了
承いただいた内容について、今回公表するもの
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下水道技術ビジョン・ロードマップの更新（案） 
 



技術開発分野ごとのロードマップ①持続可能な下水道システムー1（再構築）

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

(1)未だに 1300万人が汚水処理施設を使用できない状況にある上、地域的な偏在が見られる。
現状と課題 1(2)今後、未普及対策への投資拡大はますます厳しくなるため、地域の実情に応じた早期概成方策の検討が必要である。

(4.119) 

(1)すべての国民が最も基本的なインフラである汚水処理施設に早期にアクセスできるようにするとともに、人口減少にも柔

長期ビジョンI軟に対応可能なシステムヘと進化させる。
(2)都市計画をも見据えた計画区域の検討・見直し、時間軸を考慮した早期かつ効率的な整備、既存ストックを活用した統合
的管理等、計画・整備・管理の各段階において、複数の汚水処理施設の役割分担の最適化を図る。 (3.18)

(1)人口減少等社会情勢の変化にも柔軟に対応可能な汚水処理システムヘと進化させる。（4.119)【加速戦略III2(3)-1】
(2)早期、低コスト型下水道整備手法の検討、水平展開を図るとともに、地域条件を考慮してコスト評価指標を設定し、これに

中期目欄
基づきアクションプランに位置づけられた事業を重点的に支援する。(4.130)
(3)管理の効率化を定量的に算定、評価するための手法を提示する。 (4.131)
(4)下水道の活用による付加価値向上を推進するための手法を提示する。【加速戦略II1-5】
(5)高齢化社会等への対応としてディスポーザの活用及び下水道へのオムツ受入可能性の検討。【加速戦略改訂11-1】

中期目欄違成のため
の課題

課題1

中期目標(1)に対して

人口減少に合わせた施設

規模の増減や処理水質の

変更等が可能な整備手法

が明示されていない。

このため、整備・管理手法

を提示及び効果分析が必

要である。

課題2

中期目標(2)に対して

低コストかつ短期間で整

備可能な手法が確立され

ていない。また、気温変化

や経年変化による影響が

明確になっていない。

このため、ガイドライン策

定により低コスト型整備の

水平展開を図るとともに、

手法の事後評価・改良が

必要である。

当面の技術目標(2030年） 将来技循目欄(2050年）

, ～2021 l 2022 l 2023 l 2024 | 2025 l 2026 l 2027 l 2028 | 2029 l 203o l2031 ~ ----------------------------------------------------------------------------------------------

i ●技術目標1人口減少時代に適した施設整備や管理方法の明示 ！ 
--------「―------「―---------------------------------------------------------------------------------------------• 

：●技術開発項目 1-1整備、管理
方法の検討く応用研究＞【期
間延長】、【新規】
・モバイル空間統計を活用した計
画人口（計画移動人口）の検討
・汚水量の大きな変化にも対応可
能な流域単位の広域管理（大規
模化による対応）
・処理場や管渠の統合や廃棄手
法の検討（施設のスリム化・効
率化による対応）
・汚水流入量減により発生する施
設余裕と他の高付加価値技術
を適切に組み合わせ、下水道施
設を活用する手法の検討（高付
加価値化による対応）
・施設改築手法（段階的整備等）
の検討
・人口減少に応じた管理運営スキ
ームの検討

i●技術開発項目 1-2事後評価く実証研究＞【期間延長】
： •各整備手法の導入による効果分析と改善方法の検討

丁――----3―------J―------J------・-------・-------・-------・------— · --------・-------— 巳 —-----— 晶 —------・------

：●技術開発項目 1-3社会情勢の変化に柔軟に対応可能な水処理技術
等の開発【期間延長】

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
・人口減少に柔軟に対応することができる水処
理技術等
•長期運用試験
・性能評価
・ガイドライン作成

--------------・ 

,—-----_」＿_ _ _ ＿ ＿ ＿」------_l_ ______」------＿」------_」-------＿I_ _______ l _______ I ________ l __ --------------------------------, 

i ●技術目標2低コストかつ短期間で整備可能な手法の実用化
'-----―]―-----―]―-----―l―-----―]―-----―]―-----------------------r -------〒--------・----------------------------------: 
---------------------------------------------
：●技術開発項目 2-1クイックプロジェクト
(QP)技術等の局所的に低コスト・短期
的に整備する技術の確立・改良

く応用研究＞【期間延長］
•QP技術等の低コスト・短期的技術の
課題の解決（気候、経年変化等）

J―------J―------J―------J―------］ -------. -------. -------. -------. -------. -------~--------・ -------. ------―ユ―-------. ----------------------------------
i●技術開発項目 2-2コストキャップ下水道方式のガイドライン策定、施設整備・評価・改良

く実証研究＞【期間延長】
整備結果を踏まえて
・手法の事後評価・改良
・ガイドライン改定（必要に応じ）

L------7―------7―-----―7―-------I―-----―7―-------「―------r------―T―------1―-------T―----------------------------------
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課題3

中期目標(3)に対して
！●技術目標3管理レベルの基準やベンチマークなどの評価指標の策定 ！ 
-----―→一―----―,--------.--------, -------, -------, -------. -------'-------'-------,--------------------------------

下水道システムの効率的 ！●技術開発項目 3-1地域や施設の重要度の評価手法とそれに応じた：
運営のための、具体的な ！ 維持管理方法（基準、ベンチマーク、方法、頻度等）＜応用研究＞i

： 【期間延長】
管理基準や評価手法が示 ，, •GIS による家屋分布や住民関連情報から下水道整備区域や整備手法 ！
されていない。 ：を決定する手法の開発
このため、評価指標を策 i・ベンチマーク(JISQ24511業務管理指標）を用いた自治体比較や要因：

定する必要がある。 L 

，分析
-----―→一―----―→―------~--------.--------, -------, -------. -------, -------, ----

i●技術開発項目 3-2地域住！
： 民が自主的に監視し、到達！
i 度を評価する手法く実証研！
i 究＞【期間延長】
----------------------------------

'―-----— し —-----— 凸 —------• -------• ------―→―------・-------・--------・--------・-----------------------------------------

： ●技術目標4住民の生活利便性向上に資する下水道システムの開発

課題4 し—----―→一―------------------------------------------------------------------------------------------------

中期目標(4)(5)に対して 1}●技術開発項目 4-1高齢化社会等への対応技術

, ＜応用研究＞、く実証研究＞【新規】

下水道は管渠・処理場等 ！ 

のストックや処理水・汚泥 ： 

： I・謳霜蒻溢腐詮讀轟芦震芦ロプラスチック等）を踏［

等の資源を有しており、今 L-------.--------, -------, -------. -------. -------. -------. ---------------------------------------------------------
後の住民ニーズに対応 ------_[_ -_ -_ -_ -_ J_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ T_ -_ -_ -_ -_ -J_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_l-_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ [_ -_ -_ -_ -_ -_r_-_ -_ -_ -_ -_ J_ -_ -_ -_ -_ -_ J_ -_ -_ -_ -_ -_ 
し、生活者の利便性や地 ；●技術開発項目 4-2地域のニーズに合わせた下水管渠利用促進技術

域経済に貢献することが ！ ＜実証研究＞【新規】
可能であるが、そのポテン ！ •生ごみ等のバイオマスを下水管渠を利用して集
シャルに比し、具体的な取 ！ 約したり、下水管渠内の処理・浄化機能を向上し

組が進んでいない。このた ！
たりする技術及びその評価手法の開発
•生ごみ等のバイオマスを下水管渠を利用して集

め、住民の生活利便性向 ！ 約する技術による生活利便性向上及び地域経済

上手法を開発する必要が ！ 貢献の評価手法の開発

ある。

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
将来の人口減少に対応可能な管路整備手法の開発、施設管理目標の検討、コストキャップ下水道ガイドライン策定、社会情勢の変化
に柔軟に対応可能な水処理技術等の開発の促進、下水道の活用による付加価値向上の推進

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土研等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究、国及び地方公共団体における専門
分野の技術支援

地方公共団体の役割
地域実態調査、事業収支予測

民間企業の役割
計画策定、設計業務、整備手法・技術の提案、地方公共団体の HPや事業収支予測支援、各種データ分析とデータベース構築支援、ガ
イドライン等策定支援（主としてコンサルタント）、低コストかつ短期間で整備可能な下水道施設の開発（主としてメーカー）

日本下水道事業団の役割
将来の人口減少に対応可能な処理方法の開発。地方公共団体のニーズや状況に応じた事業検討・導入支援。事後評価調査等による
技術評価等の実施。

日本下水道新技術機構の役割
低コスト型下水道システムに関する研究、技術開発及び評価、同システムの更新、維持管理方策の検討、下水道システムの効率的な
整備・運営のための調査・研究
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現状と課題

長期ビジョン

中期目標

技術開発分野ごとのロードマップ②持続可能な下水道システムー2
（健全化・老朽化対応、スマートオペレーション）

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

(1)下水道施設の改築更新は、古くから整備された大都市を中心に実施されているが、早晩、中小市町村でも改築更新需
要が発生する。
(2)施設当たりの維持管理費が減少していること等から、下水道施設の維持管理が十分に行われていない現状がある。
(3)維持管理情報を含むデータベース化が行われておらず、下水道の施設状況（維持管理状況等）が把握できていない現
状がある。 (4.3)
(4)各事業主体における下水道事業の情報が不足しており、民間企業として需要等が把握しにくい。(4.74)
(5)民間企業として、新たな事業展開、新技術の導入が困難。 (4.74)

(1)今後の人口減少にも柔軟に対応可能な汚水処理システムヘの進化。(3.10)
(2)アセットマネジメントの確立にあたっては、情報・ナレッジの国レベルでの集約化・共有化・オープン化による、国民、下水
道事業者、企業等、多様な主体におけるコミュニケーションの円滑化、目標の共有、ベストプラクティスの水平展開等を推
進する。 (3.13)
(3)下水道の根幹的な役割である雨水管理をスマート化し、台風や局地的大雨の頻発等に伴う都市における浸水リスクに
加え、雨天時における公衆衛生上のリスクも適切にマネジメントするべきである。(3.15)
(4)エネルギーを大量に消費している下水道の水処理工程を中心に、省エネルギー型機器・処理システムの導入による消
費エネルギーの削減を目標とする。(3.18)

(1)事業主体横断的にデータを収集・分析することにより、新規政策の立案、基準等の見直し、技術開発につなげる。(4.37)
(2)管路施設に関する維持管理や事故発生等の実態をもとに、予防保全的管理の実現に向けた管路施設の維持管理基準
を策定する。（4.41)
(3)ICT・ロボット等の分野と下水道界のニーズ・シーズをつなぐ「場」の構築や、技術実証、モデル事業等の施策を推進す
る。(4.41)【加速戦略Vll2(2)-2】
(4)スマートオペレーションの実現に向け、 ICT・ロボット等の分野と下水道界をつなぐ「場」の構築や、技術実証、モデル事業
等を推進する。（4.74)【加速戦略Vll2(2)-2】
(5)各種機器の性能評価、重点的な支援等により、事業主体における新技術の導入を推進。 (4.74)

中期目欄達成のため
の課題

当面の技術目欄(2030年） 将来技術目欄(2050年）

課題1

中期目標(1)に対して

効率的な下水道システムの

為の分析データが十分にそ

ろっていない。

このため、効率的なデータベ

ース構築及び効果的なデー

タベース活用技術が必要で

ある。

:＿2-0-2-1- l2-0-2-2--」＿2〗. :---l2-0-2-4--- l?2-5-- 」 _2竺:--- l2＿竺ー7----l2-0-2-8--- l_2-0-2-9--- l？竺 ＿― - l2-~3-1-~--------------------_____________, 
i●技術目標1データベースシステムを構築・活用した各種分析 i 
し—- ---[―-----［――----]―-----l-------[―-----[―-----|―------[―-----l―------[―--------------------------------------
---------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 1-1低コストで使いやすいデータベースシステムの構築

く応用研究＞【期間延長】
・持続可能なデータベースシステム構築のため
の評価、改良、運営方法等に関する技術的検
討
・情報更新を安価で円滑に行える広域管理シス
テムの検討(webクラウド化、オープン化等）
・検索や更新作業の省力化、自動入力技術の
研究

-］------［ l-------I l---「l]『-----l--------
●技術開発項目 1-2研究成果の政策分野等への活用技術

く応用研究＞【期間延長】
・下水道全国データベース等とデータ連携する
汎用性の高いパッケージソフトウェアやクラウ
ドサービスの開発
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課題2

中期目標(2)(3)に対して

管路・処理場等の効率的な予

防保全型維持管理のための

基準及び技術が整備されて

いない。

このため、迅速化・低コスト化

の為の技術開発及び開発目

標の設定、基準類の策定が

必要である。

• -----_ [_ _____ _L ______」＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿j__ ____ _l ______」------_」------＿[__ ____ _L_ _____」＿-----------------------------------

i●技術目標2管路・処理場等管理の迅速化・低コスト化のための技術開発、基準類のi
！ 策定

／・一―------:［------------]----------］＿-----------］_------------l―-------------l―------------l_-------------l--------------l―------------l_--------------------------------------------------＿ーロ／―＿---------

！●技術開発項目 2-1調査優先度判定技術、劣化予測技術等の開発・向上（ソフト）

く基礎研究＞【変更】、【期間
延長】
・劣化実態メカニズム解明（物
理的劣化含む）
・下水道管きょ劣化データベー
スや AI等を活用した判定技
術や予測技術の向上
・不具合毎や周辺環境（地盤
状況、下水性状）毎の判定・
予測技術の開発
・非破壊検査技術の向上

く応用研究＞【変更】、【期間延
長】
・予測技術の精度検証、普及及
び改良
•新たな劣化判定、緊急度判定
基準等の開発

---------------------------------------------------------------------------------------------------------

[------]-------]-------[-------[------]-------I-------[------］-------］ 
：●技術開発項目 2-2管路調査方法の高度化の検討（ソフト・ハード）

く基礎研究＞【変更】、【期間
延長】
・陥没原因別や不明水等不具
合毎に最も適した調査方法、
調査頻度、調査箇所、結果
判定方法等について分析

く応用研究＞【変更】、【期間延 【期間延長】
長】 ・新方法の普及、改良
•新たな管路調査方法や道路陥
没ポテンシャルマップ等の開
発、試行
•新方法のガイドライン策定、 ISO
化

'-----―I―------［―----―l―-----―J―-----―I―-----t―----―J―-----―I―------[―----―l―-----------------------------------』
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
：●技術開発項目 2-3高速で低コストな管路調査機器や更生工法の開発（ハード）

く基礎研究＞【変更】、【期間
延長】
・劣化実態メカニズム解明、材
料設計、防食技術（有機酸、
高濃度炭酸対応含む）
・調査困難箇所（伏越管、圧送
管、処理場流入幹線等）の
調査技術の開発検討
•更生技術（部分更生含む）等
の性能評価

く実証研究＞【変更】、【期間延長】
・速度向上と低コスト化により、現在の 5倍の調査速度を達成
・異常箇所の自動検出装置の技術開発・応用等により、現在の 10倍
程度の調査速度の向上を目指す
•更生技術（部分更生含む）の耐久性等の検証
•新技術ガイドラインの策定（性能基準への変更）

------[――---―7―-----―J―------［―-----―亡――---J――-----I――-----[――---―7―-----―J―----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
：●技術開発項目 2-4異常時通報可能な状態監視システムの開発（処理水質、 MH蓋、異臭、陥没等）

く基礎研究＞【期間延長】
・状態監視システム（異常時自
動通報システム、地域住民
からの通報システム等）の課
題等を検討
・異常項目別に通報の可否や
善準、方法等を検討
・-=fータ分析、必要なセンサ
ー、通信方法等を検討

く応用研究＞【期間延長】
・状態監視システムの構築
・シスTム導入による効果の検
討
•新技術の開発、普及、改良

------[-------------------------------------------------------------------------------------------------
,------------＿」------＿1-------I-------［------]------_l_------［------.f-------1_----------------------------------
：●技術開発項目 2-5下水道事業の維持管理機能を代替する ICTやロボット技術のあり方について議
論する場の設置及び実現に向けた技術や方法の検討

く基礎研究＞【期間延長】
・下水道事業に関する各種業
務の現状分析と将来予測
・下水環境下で求められる機
能や性能の整理
・下水道事業の維持管理にお
ける ICTやロボットによる機
能代替可能性の分析
・陥没等の原因毎の最適な調
査法、調査頻度、対象管渠
及び診断方法について整理

く応用研究＞【期間延長】、【新規】
・下水道事業の維持管理に適したナレッジマネジメ
ント、フィールドインスペクション、ビッグデータ分
析、センサー技術、制御技術等について研究開
発
・管路内作業の機械化、無人化等についての技術
開発及び普及

| l l | | l | | I l 
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課題3

中期目標(4)(5)に対して

新技術の開発、導入に当たっ

てはリスク、障害が存在する。

このため、新技術の開発、導

入を推進するための体制や評

価方法の整備が必要である。

『―-- - - - - - - - - - ---- - - - - - - - - - - - - --- - - - - - --- - - - - - - - - - - - - --- - - - - - --- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -,  

！●技術目標3-1産官学が一体となったプロジェクトとしての研究開発 ！ 
L----------------------------------------------------------------------------------------------------------------' 

●技術開発項目 3-1-1早期の ICTやロボット技術開発等のための連携方策や実施体制の検討

置笠誓且 [CTやロボット技術I

く実証研究＞
•新技術を公募し、プロトタイプを作成・評価・改良
喫緊の課題である「管路維持管理のロボット化」について研究推進する。

【期間延長】

|：翡翡翡翻席烹畜化（管渠内調査機器への搭載）

i●技術目標3-2国が主導した新たな技術開発プロジェクトの設置、及び新技術導入・普i
！ 及のための基準策定や財政支援
L----- —•—----—,- ------. -------.-------,-------. -------, ------,-------. -------. ------------------------------------

’―-------------------------------------------------------------------・--------------------------------------------

！●技術開発項目 3-2-1JCTやロボット開発等を持続的に推進していくための方策の検討

く基礎研究＞【期間延長】
•他事業や他組織における研究開発体制の調査分析

く応用研究＞【変更】
・開発された新技術のフォローアップの検討

[―----―]――----―[―------「―----―]―-----―[―-----―[―----―]―-----―l―-----―[ 
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------. 
：●技術開発項目 3-2-2性能評価機関の発展・新設

く基礎研究＞【期間延長】
・現状の各種基準や判定方法の評価

く応用研究＞【期間延長】
•新技術に適した各種基準や判定方法の開発、それらの指針類への反映
・持続的に評価していくための体制の構築

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
人口減少を踏まえた管路維持管理手法、新たな施設調査・管理技術や劣化メカニズム及び判定基準、下水道全国データベースシステ
ム構築、技術開発促進のための基準や評価方法の策定、産学官の検討の場の設置、労働生産性向上に資する技術開発の促進

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土研等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究、国及び地方公共団体における専門
分野の技術支援

地方公共団体の役割
下水道全国データベースシステムヘのデータ入力、システム活用効果の分析・報告、各種データの整理・提供、測定や実証フィールドの
提供、データ分析結果の活用

民間企業の役割
ストックマネジメント（長寿命化計画作成を含む）手法・技術の提案、データベースシステムの構築・活用支援、技術開発動向の調査・分
析・提案（主としてコンサルタント）、安価で高速な調査技術、使いやすいDBシステム、精度の高い予測技術等の開発、新技術に関する調
査、開発、改良、普及促進等（主としてメーカー、社団法人）

日本下水道事業団の役割
低コストな維持管理技術・DB化技術等、処理施設DBの構築と情報提供、データの利活用技術の開発、ICTやロボット技術、IoTを活用
した効果的な老朽化対策事業を支援、促進。下水道管路の整備や維持管理に関する事業支援手法の開発。

日本下水道新技術機構の役割
下水道管路の維持管理技術の調査・分析・ガイドライン策定及び新技術の審査、下水処理施設・ポンプ場の老朽化対策のための調査
方法等についての研究、及び調査技術の開発検討、調査機器の開発
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技術開発分野ごとのロードマップ③地震・津波対策

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

首都直下、南海トラフの巨大地震発生が懸念される中、「減災」の考え方に基づく防災対策が求められている。しかし、多く

現状と課題 Iの地方公共団体で下水道施設の耐震化が不十分で、下水道 BCPの策定も遅れている(4.43)。巨大地震の発生により複数の地方ブロックに跨がる被災が予測される。特に、内陸部で下水処理施設が被災した場合、水系水質リスクの発生が懸念
される(4.99)。地方公共団体が容易に実行可能で、段階的にできる対策手法も求められる。

過去の大規模災害を教訓として適切な被害想定を定めるとともに、計画を上回る災害にも粘り強い効果を発揮するように、
長期ビジョン I耐震化・耐津波化等によるハード対策に加えて、既存ストックの活用や災害時の広域支援体制整備、水質予測技術等のソ

フト対策を組み合わせたクライシスマネジメントを確立することを目標とする(3.13)(3.16)。

(1)短期内(5年後）に、処理場やポンプ場の揚水・消毒・沈殿・脱水機能、特に重要な幹線の流下機能、管路施設の逆流防
止機能などをハード対策に限らず、事前の被害想定や被害時対応のための資機材備蓄等による応急対応を含めて確保

中期目欄 I (4.42)(4.57) 
(2)中期的(10年後）に、幹線の二重化、処理場間ネットワーク化を進めつつ、処理場の水処理・脱水機能、重要な幹線等
の流下機能などの機能をハード対策に限らず応急対応を含めて確保(4.42)(4.57)

中期目欅遭成のため
の課題

課題1

中期目標(1)に対して

被害の最小化を図る「減災」

の考え方が重要であり、各地

方公共団体においてはほぼ

全てでBCPを策定している

が、多発する自然災害を踏ま

えて改訂されたマニュアルに

沿った見直しは十分とは言え

ない。地方公共団体、特に中

小市町村の実行しやすい段階

的な下水道BCPの策定方法を

示すことが必要である。

また、災害時の支援活動を

円滑化するために、全国下水

道施設データベースにより支

援活動のための情報保管・提

供の体制を整備することが必

要である。

当面の技肯目欄(2030年） 将来技衛目欄(2050年）

9 ~2021」2022 l 2023 l2024」2025 j 2026 l2027 l 2028 l2029 [2030 l 2031 ~ 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------
i●技術目標1被害の最小化を図る「減災」の考え方に基づく地震津波対策手法の！

｛ 確立

●技j術開；I:目1[1段」的な／I水道B1CPのl定方］去-| j 
富研究1>【変更】、【期間 I~『喜斎i¢霜閤琵削減手法に向けた連携手法を確
・マニュアル改訂やPDCAに基 立し、段階的な下水道 BCPの見直しに反映
づく継続的な下水道BCPの見
直しと広域化の充実。広域化
にあたっては都道府県が主
導し市町村間の連携を図る

し—---- ［――----]―------l――-----[―-----]―------l-------［―-----]―------l―------［―-------------------------------

●技術開発項目 1-2下水道全国データベースの構築・活用

く応用研究＞【変更】、【期間延
長】
・下水道全国データベースの拡
充、災害発生時における支援
活動を迅速化するツールを整
備
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課題2

中期目標(1)(2)に対して

過去の大規模地震で被災し

た下水道施設の構造特性、維

持管理特性ごとの分析、対策

手法が充実していない。この

ため、過去の被害状況データ

を集約して分析し、各特性を

考慮した耐震対策手法を確立

することが必要である。取り組

むべき対策の優先度を的確に

評価する手法も確立すること

が必要である。

また、過去の耐震診断、耐

震補強工事を分析し、施設稼

働を維持しながら、短期間・低

コストで耐震補強工事ができ

る技術・手法を確立することが

必要である。

以て、これらにより地方公共

団体、特に中小市町村が確実

に対策を実施できるよう支援

することが必要である。

課題3

中期目標(1)(2)に対して

大規模津波で被災した下水

道施設の構造特性、維持管理

特性ごとの分析、対策手法が

充実していない。このため、こ

れらの情報を集約して分析

し、浸水対策や耐水化対策と

連携した耐津波対策手法を確

立することが必要である。取り

組むべき対策の優先度を評価

する手法も確立することが必

要である。

以て、これにより地方公共団

体、特に中小市町村が確実に

対策を実施できるよう支援す

ることが必要である。

-------------・--------------― ―̀―------• --------------― ―̀―------------- - ------— •̀ ----------------------------------

！●技術目標2大規模地震を対象とした耐震対策手法、優先度評価手法の確立
----―→一―----- 『 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

●技術開発項目 2-1ハード・ソフト対策を組み合わせた耐震対策手法及び優先度評価手法

く応用研究 1>【変更】、【期間 く応用研究3>【変更】、【期間延長】

苔嘉嘉盆翡飩含誓1 |•1itT:孟i雰此昇Fの最小化を目指した耐震対策事業
設の優先度評価手法の充実

く応用研究2>【変更】、【期間
延長】
・優先度を考慮したハード・ソフ
トの耐震対策の充実

~---- __l——————————————————————————— 

『―---— し —----— "------― 上 —-----—し —----— • --------------l _ -----I-------l _ ------l _ ---------------------------------
：●技術開発項目 2-2揚水・消毒・沈殿・脱水施設、重要な幹線等の耐震診断手法

く応用研究＞【変更】、【期間延長】
・稼働阻害しないで補強できる箇所を
抽出する診断手法の確立
（対象箇所の絞り込み手法や補強部
位の特定手法の確立）
（過去の被害分析・シミュレーション
等から耐震補強すべき箇所のポイン
卜抽出） ： 

----］―――――--[―――――--|―――――--］――――――-［―――――--［―――---］―――――--[―――――--|―――――--］―――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

--------------------------------------------------------------------------------------------------------

：●技術開発項目 2-3短期間、低コストで施工できる耐震補強技術・施工法

く応用研究 1>【変更】、【期間延長】
・施設稼働状況を考慮した短期間・低コストの耐震補強工事に係る
新技術の確立
（部分曲げ補強等、設備の仮設・移設なく補強可能な技術の確
立）

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・IoTや新技術等の活用により、施設配置・稼働状況を考慮した耐
震補強工事の施工法を確立

i●技術目標3大規模津波を対象とした耐震対策手法、優先度評価手法の確立 ！ 
---- 冒•------------------------------------------------------------------------------------------------

●技術開発項目 3-1ハード・ソフト対策を組み合わせた耐津波対策手法及び優先度評価手法

く応用研究 1>【変更】、【期間 く応用研究3>【変更】、【期間延長】

胄巽慧呼澁認腐1|•霜靡贔翡累雷小化を目指した耐津波対策
先度評価手法を充実

く応用研究2>【変更】、【期間
延長】
・優先度を考慮したハード・ソフ
トの耐津波対策の充実
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課題3（続き） '―---＿L ______」-------l_ ______ L ______」-------l_ ______ L ______」-------l_ ___ --_L _ -------------------------------
：●技術開発項目 3-2下水道管渠の耐津波対策手法

く応用研究 1>【変更】、【期間
延長】
・浸水対策等と連携した一体的
な下水管内遡上のシミュレー
ションモデル構築、技術マニュ
アル作成

、技l.術一呵五―ー百―3互焉羹．―恥―毒Jー・沈殿ぷ菜五l.霞等―一盃―厨津；i五 ―示l.；玉――- —---_—_—_—_—---- ―--［ 

く応用研究＞【期間延長】

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・流出解析モデルによるシミュレーションを活用し、既存対策に
加え、下水管渠の津波対策として、放流口対策手法を確立

・稼働阻害しないで補強できる箇所を抽出する診断手法の確 ： 
立
・（中小市町村も実施しやすい比較的安価に診断できる解析手 ！ 
法）
・（過去の被害分析・シミュレーション等から耐津波補強すべき ： 
箇所のポイント抽出）

「―--_］＿ーこここにこ＿二［こここ］＿ーこここに＿ーここにここ］ここニエこここ［こここ］ここここここここここここここここ！
：●技術開発項目 3-4短期間、低コストで施工できる耐津波補強技術・施工法 ， 

く応用研究1>【期間延長】
・施設稼働状況を考慮した短期間・低コストの耐津波補強工事
に係る新技術の確立

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・IoTや新技術等の活用により、施設配置・稼働状況を考慮し
た耐津波補強工事の施工手法を確立

---―→一―----- · -------•一―----— → 一―----―←一―-----~ -----― → 一―----- · -------•一―----— → 一―------------------------------l 
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課題4

中期目標(1)(2)に対して

非常時における、被災の状

況や施設の置かれた状況等

に応じた段階的応急処理方法

が確立されていない。

このため、地方公共団体、

特に中小市町村が容易に実

施できる、状況に応じた非常

時の水系水質リスクの低減手

法を確立することが必要であ

る。

----------------------------------------------------------------------------------------------------------

！●技術目標4大規模地震・津波等の非常時の段階的応急処理方法、優先度評価i
！ 手法の確立
し—- - - - - - - - - - -------------- ----- - - - - - - - - - - - - - - - - ------- ------ ----- - - - - - - - - - - - - - - - ------------------
『―-- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

！●技術開発項目 4-1非常時でも確実に消毒効果の発現できる水処理・消毒技術

く基礎研究1>【期間延長】
•水処理機能不全が消毒効果
に及ぽす影響の把握

く基礎研究2>【期間延長】
・保管性や耐久性など、総合的
な消毒効果の検証

く応用研究＞【期間延長】
・消毒効果発現のための水処
理・消毒技術の確立

_-_-_-―1―――――――I―------I―----―1―-----―T―------J―----―1―-----―I―--------------_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-J_-_-_-_-_-_-_-r_-_-_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-J_-_-_-_-_-_-_-r_-_-_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-J_-_-_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-_T_-______________________________, 

：●技術開発項目 4-2段階的な応急処理のための水処理技術、管路を含む応急復旧技術、優先

度評価手法

く基礎研究1>【期間延長】
•初動体制や必要な機器等の
優先順位などを考慮した水処
理技術の検討

く応用研究1>【変更】、【期間
延長】
•水道復旧との連携、処理規
模、管理体制などを含め、地
域に応じた段階的な応急処
理方法のための管路復旧・
水処理・汚泥処理技術の確
立

く基礎研究2>【期間延長】
・既存及び新たな応急復旧技
術のとりまとめ、マニュアル化

く応用研究2>【期間延長】
・応急復旧技術を活用した段
階的応急処理方法を、下水
道BCPの災害時行動計画
等へ反映
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く応用研究1>【期間延長】
・災害時対策施設の平常時に
も有効に活用できる技術をと
りまとめ、マニュアル化し、計
画に位置付け、実施

く基礎研究2>、く応用研究2>、く実証研究1>【期間延長】
•安価かつ省エネルギーで平常時でも使用でき、迅速な災害復旧
にも活用可能な水処理技術の開発
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課題5

中期目標(1)(2)に対して

大規模地震等の非常時にお

ける塩素耐性のある病原微生

物等への対策手法が確立さ

れておらず、特に都市部等に

おいては放流先の水道水源

への影響についての対策が

確立されていない。

このため、これらへの対策と

しての水系水質リスク削減手

法、各対策の評価手法、水道

事業者や河川部局等との連

携のための計画手法等を確

立することが必要である。

課題6

中期目標(1)に対して

大規模地震・津波等の非常

時において情報伝達や施設

運転管理の対応が十分に出

来ていない。

このため、非常時の情報伝

達手段の確保、施設運転管理

システムの確立が必要であ

る。

i●技術目標5大規模地震・津波等の非常時の都市部における水系水質リスク削減i
i 手法の確立
----―→一―-------------.-------,-------『―-----------------------------------------------------------------

！●技術開発項目 5-1非常時の各種病原微生物に係る水系水質リスク削減手法 i 隅犀鳳芦iili賢益誓誓翡i物等の迅速な検出技術の開発
i 検討

:::―J―――――――I―――――――[―----―]―-----―I―――――――[―----―]―-----―I―――――――[―----―J―-------------------------------
----------------------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 5-2他部局の施策と連携した応急対応策の評価手法、連携計画策定手法 ！ 
く基礎研究＞【期間延長】
緊急時下水道施設の機能停I
止（低下）に伴う広域的な水環
境へのリスク評価

く応用研究1>【期間延長】
•他部局との連携を踏まえた応
急対策体制の確立。
•水道水源となる施設での早期
の重点的な耐震対策計画策
定

く応用研究2>【期間延長】
•水質予測技術や被害リスク削

竺し、段階的な下水道BCPの策定に反映
---―→一―-----r ------ - •- -----―呵ー―----―←一―-----•一―----―呵ー―----- · ------ ~------― → 一―------------------------------i 
i●技術目標6大規模地震・津波等の非常時の情報伝達手段、施設運転管理システi

｝ ムの確立
------------------------------------------------------------------------------------------------------------
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------. 

：●技術開発項目 6大規模地震等発生時も確実に通信、制御できる広域通信回線、機器のシステム

く基礎研究＞【変更】、【期間延長】
・緊急時の情報伝達（主に下水道に関わる情報）、制御等の手法の
更なる効率化・確実性の向上

く応用研究＞【期間延長】
•河川・道路等で整備されてい
る通信回線等他者管理の通
信回線に下水道管理用通信
回線を接続し、自治体の他
管理施設の情報も伝達・共
有することで、防潮扉等の開
閉等を遠隔制御
・（平常時の施設遠方監視・制
御にも活用可能）
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技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング（基礎研究段階）研究機関における研究の支援、情報提供（応用研究段階）計画設計
指針への反映のための指針改定（普及展開）必要な事業の支援

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土研等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究。国及び地方公共団体における専門
分野の技術支援

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）現地調査（観測、測定等）への協力（普及展開）事業計画への反映、必要な対策事業の実施、下水道BCPに関す
る指導等、他分野との連携。クライシスマネジメントの確立及び実施。都道府県、大都市、一般市、町村ごとにそれぞれの特性に応じた役
割を果たす必要。特にBCP策定にあたっては都道府県が主導して市町村間の連携により広域化を図ることが重要

民間企業の役割
（基礎研究段階）日本下水道新技術機構と共同によるシミュレーションモデルの改良、総合地震対策、耐震化・津波対策、 BCP各種マニュ
アル作成・改良支援（主としてコンサルタント） （応用研究段階）協力協定の検討、対策技術の開発（主としてメーカ）

日本下水道事業団の役割
ICTの活用による設計等の実用化、普及により、効果的な耐震・耐津波対策事業及び事業計画策定を支援、促進。民間企業等との共同
研究による段階的な応急処理方法の開発・実用化

日本下水道新技術機構の役割
減災対策のための調査・研究。より実践的なBCP作成のための調査研究、及びBCP訓練のための調査・研究、都道府県がまとめる広
域的高速通信媒体の整備構想・計画の策定支援。 ガイドライン、マニュアル等の作成支援。地球温暖化による影響等の予測及び対応策
に関する研究
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技術開発分野ごとのロードマップ④雨水管理（浸水対策）

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

月地的集中豪雨等の増加により都市機能に影響を与える被害が未だ発生。
現状と課麗 I,べード施設の計画を上回る降雨に対して浸水被害の最小化に向けた取組は不十分。 (4-132)

(1)気候変動による豪雨の頻発、放流先の海水面の上昇等のリスクに対して、賢く・粘り強い効果を発揮するハ一ド、ソフト、

長期ビジョン I自助を組み合わせた総合的な浸水リスクマネジメント手法を用い、浸水に対して安全•安心な社会を実現する。(2)雨水管理の一環として、まちづくりと連携して雨水の貯留•利用等を積極的に進めることにより、気候変動等を踏まえた渇
水・豪雨にも耐えうる強い都市に再構築する。 (3-19)
(1)浸水対策を実施する全ての事業主体は、ハード・ソフト・自助の組み合わせで浸水被害を最小化する効率的な事業を実
施。（特に都市機能が集積しており浸水実績がある地区等の約 300地区において浸水被害の軽減、最小化及び解消を図
る。）

中期目榛 1(2)下水道と河川が一体となった施設運用手法の確立、施設情報と観測情報等を起点とした既存ストックの評価・活用を図る
(3)最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図作成と、複数降雨による多層的な浸水リスク公表、水位・雨量等の情報を
活用した避難に資するトリガー情報提供の促進。【加速戦略改訂VI2(1)】
(4)雨水貯留・浸透及び雨水利用を実施することにより、水資源の循環の適正化・河川等への流出抑制を実施。 （4-132) 

中期目欄 のため
の課題

課題1

中期目標(1)を達成す

るには、局所的豪雨や

気候変動に対応した

雨水管理を支える技

術が十分でない。この

ため、雨水管理に関す

る予測技術の開発や、

評価に関する技術開

発が必要である。

当面の技術目欄(2030年） 将来技術目欄(2050年）

~2021」2022 | 2023 | 2024」2025 l 2026 l 2027 | 2028」2029」2030 l2031 ~ 
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
i●技術目標1-1 局所的豪雨や気候変動に伴う極端現象に対応した雨水管理の計画論 ！
！ の確立
----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
'----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
！注）下水道総合浸水対策計画策定マニュアルや東京都豪雨対策基本方針等で示されている計画の考！
：え方を踏襲し、局所的かつ短時間降雨への対応や気候変動への対応を充実させる ： 
-------------------------------------------------------------------------------------

『―----_1_-------I--------I-------_1_------＿l_------_[＿------I-------l_------_l_------＿［＿--------------------------
'●技術開発項目 1-1-1 雨水管理に関する計画輪の確立とシミュレーションを用いた予測技術の開発

く基礎研究1>【期間延長】
・計画における超過降雨（照査降雨）の位置づけと設定方
法の開発

く応用研究1>【変更】、【期間延長】
．雨水管理計画(ISO等の国際規格含む）に関する評価手
法の開発と評価

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・気候変動に伴う下水道への影響把握手法の開発と
影響評価

く応用研究3>【新規】
・下水道事業に適した降雨・浸水予測技術やネットワ
ーク化等の対策技術の研究開発

く応用研究4>【期間延長】
・統合的な浸水リスク評価を含めた住民にわかりやすい目
標規模（指標）の示し方の検討

く実証研究＞【変更】
・下水道に対応した小領域における降雨予測システムの運用と改良

し—- ----［―------―I―------1―-------［―------t―-----―J―------―I―------1―-------［―-----―l―----------------------------
---------------------------------------------------------------------------------------------------------

：●技術開発項目 1-1-2降雨の実測に関する技術開発

く基礎研究＞、く応用研究1>
【変更】、【期間延長】
・管渠内水位を安価で長期間安定的に計
測する機器に関する技術開発

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・レーダー情報や管渠内水位の計測結果をより一層活用
した精度の高い浸水予測手法の開発

く応用研究3>、く実証研究＞【変更】、【期間延長】
・開発技術の実装による検証と成果を踏まえた新たな設計手法
の開発
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課題1（続き）

課題2

中期目標(2)を達成す

るには、下水道と河川

が連携した施設運用を

支える技術が十分で

ない。このため、下水

道と河川の一体的な

計画策定と実装手法

の確立を支える技術

が必要である。

---------------------------------------------------------------------------------------------

i●技術目標1-2 土地利用状況の変化による影響把握及び対策手法の確立 ＇ 
ーーー冒ー―------ .—------―~-------―→一―------ · -------— 冒 ー―------• ------— → 一―-------------------------

'------------------------------------------. --------. ----------------------------------. --------------------------―’ 

！注）人口減少やコンパクトシティ等の動向を踏まえ、秩序ある土地利用や都市開発を誘導するためにも、 ！ 
: 1)都市開発を見込んだ流出係数をあらかじめ設定する
: 2)係数にみあった都市開発に規制する
！ などの計画手法も検討する

----------------------------------------------------------------------------------------------

, -----_l _ ------_ ] _ ------＿ ］ ＿ -------l _ ------＿［＿ ------＿|-------＿ ］_ ------＿ ]_ ------＿ l _ ------＿[＿ -------------------------
：●技術開発項目 1-2流出係数の設定に関する技術開発

く応用研究1>【変更】、【期間延長】
・流出係数に関する研究開発状況の調査

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・流量計測装置やリモートセンシング技術を活用した
流出係数設定技術の開発

！●技術目標2 下水道と河川との連携運用を支える技術の開発

注）流出係数の見直し
を行う場合、これまで
調査されたデータや今
後の追加調査で得られ
るデータを基に、流出
係数に関するデータベ
ースを作成する

L-----,-------―→一―-----―→一―-----―←一―------~ -------,-------―→一―----―ーマー―------. --------.---------------------------

●技術開発項目 2下水道と河川の一体的な計画策定と解析手法の確立を支える技術の開発

く応用研究1>【新規】
・下水道と河川の一体的運用を行う
ための計画策定技術の開発

く応用研究2>、く実証研究＞【変更】、【期間延長】
・下水道と河川の相互接続による一体的運用計画への関連技術
の実装と計画改善技術の開発

く応用研究3>【期間延長】
・ポンプ場の河川放流に関する操作規則及び合理的設計
法の確立（自然排水区を含む）

注）ポンプによる河川への放流調整については、各ポンプで個別に調整ルールを設定することが多い
が、流域（あるいは外水の氾濫ブロック等）単位で調整することにより、現在より効率的な運転調整が
できる可能性がある
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課題3

中期目標(2)、（3)を達

成するには、施設情報

と観測情報等を起点と

した既存ストックの評

価・活用方法を支える

技術が十分でない。こ

のため、観測情報の

利活用方法の確立等

が必要である。

課題4

中期目標(1)、（3)を達

成するには、自助を促

進する効果的なリアル

タイムおよび将来予測

情報提供に関する技

術が十分でない。この

ため情報取得や配信

技術の開発等が必要

である。

課題5

中期目標(3)を達成す

るには、情報の選別、

水位推定に関する技

術が十分でない。この

ため、内水浸水情報

の効率的・効果的な把

握・活用手法の開発が

必要である。

---------------------------------------------------------------------------------------------

！●技術目標3 施設情報と観測情報を起点とした既存ストックの評価・活用方法の確立 ： 
-----------------------------------------------------------------------------------------------

●技術開発項目 3施設情報と観測情報を起点とした既存ストックの評価・活用に関する技術の開発

く基礎研究＞【期間延長】
•河川部局等や民間のもつ観測情報の利活用方法の確立

く応用研究1>【期間延長】
・省スペースで雨水調整池に分水できる施設の技術開発

く応用研究2>【期間延長】
•安価な水位観測システムの開発、既存ストック活用のた
めのネットワーク手法の確立

く応用研究＞【新規】
・下水道施設における水位計等の観測システムの低コス
ト設置技術の開発

く応用研究＞、く実証研究＞【新規】
•他部局の雨水管理情報との一元化技術の開発

注）河川部局の観測情報（河川水位、降雨量、監視カメラ情報等）を下水道部局でも共有できると効率
である。また、下水道部局でもデータはあるが有効活用されていない場合もあるため、これも含めて利
活用できるとよい。また近年は、防犯カメラの映像等が、別の用途でよく活用されている。浸水常襲地
区の防犯カメラ映像を活用することで、時系列の浸水状況が把握できるため、痕跡調査等は不要にな
り効率的となる

--------------―̀―--------•----------------------------------―̀―--------•-------------------------------------------------

i●技術目標4 自助を促進する効果的なリアルタイムおよび将来予測情報提供手法の確立 ！
--------------•--------•-------—’—-------,-------―→一―------.--------. ---------------―→―------------------------------

●技術開発項目 4 自助を促進するための技術開発

く応用研究1>【変更】、【期間延長】
・自助を促進するために必要な情報（トリガー情報、リードタイ
ム決定等）設定•取得技術の開発

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・予測や避難に関する情報をより広く・迅速かつ的確に周知
し、自助の取組を促進するための情報配信技術の開発

く応用研究3>【期間延長】
・中小都市における内水浸水想定区域
図の作成を支援するための浸水想定
手法の提示

く実証研究＞【期間延長】

注）課題 1で開発した技術を前提
として自助促進のための技術が
開発される

注）自助により、どの程度の防災
効果があるのか定量的に示し、そ
の効果を住民に周知することで、
防災意識がより高まると考えられ
る

注）リアルタイム情報提供に関す
る部局間の役割分担の検討も含
む

・リアルタイムおよび将来予測情報に基づく雨水施設の高度利用

i●技術目標5 リアルタイム観測情報を活用した雨水管理手法の確立 ！ 
------,-------―呵ー―------.--------. --------.--------・--------. --------. --------・ -------・--------------------------

●技術開発項目 5リアルタイム観測情報の効率的な収集・活用技術開発

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞【変更】、【期間延長】
・課題 1~4の技術に加え、AI、SNS、防犯カメラ等を活用した浸水情報等
の収集技術
・収集した水位・浸水情報を活用した、水位周知の仕組みやタイムラインの
導入等、雨水管理手法の開発
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（参考）課題6

中期目標(1)を達成す

るには都市計画や住

宅部局等との連携の

ための技術が十分で

ない。このため、貯留

浸透施設に関する技

術開発等が必要であ

る。

i●技術目標6 都市計画や住宅分野との連携を促進するための計画技法の確立 i 
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------

●技術開発項目 6都市計画や住宅分野における雨水流出量の制御を実施する技術開発

く応用研究1>、【期間延長】
・オンサイト貯留・浸透施設の使用状況を計測する技術（セ
ンサー、モニターなどの開発）

く応用研究2>、く実証研究＞【期間延長】
・ICT技術の活用を勘案した各戸貯留浸透施設の定量的な評価手法及び計
画への反映、手法の確立（含む基準化）

く応用研究3> 【5つの項目を統合】、【期間延長】
・策定された雨水管理総合計画における、今後の社会情勢の変化、都市計
画等の上位計画の見直し、関連技術の進展等に伴う評価・計画見直し方法
の確立

注）一部都市を除きオンサイト貯留・浸透施設を反映した雨水管理計画は策定されていない。各戸
貯留浸透施設の能力は、下水道計画上見込まれていないことが多い。能力として考慮することで、
経済的な計画立案が可能になる

注）低地部における半地下施設の建築を制限できるような法定計画の策定により、浸水危険性の高
い地区での建築物の設置を制限し生命の危険があるような浸水被害を防除する

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング（基礎研究段階）研究機関における研究の支援、情報提供（応用研究段階）計画設計指
針改訂の検討に必要な調査研究（普及展開）必要な事業の支援、法定計画の策定、市町村の浸水対策に資する情報基盤の構築

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究国及び地方公共団体における
専門分野の技術支援、各種データベースの構築

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）現地調査（観測、測定等）への協力（普及展開）事業計画への反映、必要な浸水対策事業の実施、オンサイト施
設に関する指導等、他分野との連携、他部局との運携体制の構築

民間企業の役割
雨水管理に関する既存マニュアルの改訂、各機関との調整、管内流量・水質調査マニュアルの作成、シミュレーションモデルの改良支援、
対策技術の開発支援（主にコンサルタント）（基礎研究段階）センサー等の開発、シミュレーションモデルの改良（応用研究段階）対策技術
の開発（普及展開）圧力状態を考慮した下水道用施設・資機材の開発（主にメーカー）

日本下水道事業団の役割
地方公共団体における浸水対策事業の実施支援

日本下水道新技術機構の役割
雨水に関するプラットホームの設置、大学・研究機関との共同研究、流出改正モデル利活用マニュアルの改訂、ストックを活用した浸水対
策を推進するための新技術の評価、XバンドMPレーダを用いたリアルタイム雨水情報ネットワークの調査研究
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技術開発分野ごとのロードマップ⑤雨水管理（雨水利用、不明水対策等）

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

渇水リスクは晶まっているが、下水道における雨水利用は、一部の都市のみで実施。（4-132)
現状と課題 汚濁負荷削減対策としての合流式下水道越流水対策は着実に進捗。一方、分流式下水道の雨天時越流水の問題が存

在。 (4-132)
(1)雨水管理の一環として、まちづくりと運携して雨水の貯留•利用等を積極的に進める-とにより、気候変動等を踏まえた

長期ビジョン
渇水・豪雨にも耐えうる強い都市に再構築する。(3-19)
(2)放流先水域の利活用状況に応じた雨天時水質管理を実施し、雨天時における公衆衛生上のリスクを最小化する。 (3-
19) 

(1)雨水貯留・浸透及び雨水利用を実施することにより、水資源の循環の適正化・河川等への流出抑制を実施。(4-132)
(2)合流式下水道採用のすべての事業主体は、水域へ放流する有機物負荷を分流式下水道と同等以下とする改善対策を

中期目欄 完了。 (4-132)
(3)「雨水の利用の推進に関する法律」に基づき策定される基本方針を踏まえた、雨水利用に関する技術基準を早々に確立
する。（加速戦略II2. (2)) 

中期目標運成のため
当面の技奮目欅(2030年） 将来技術目欄(2050年）

の課題

~2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031~ 

I●技術目標1 オンサイト貯留・浸透施設を反映した計画論を支える技術開発 | 
'― • ̀― --- • ̀― 
：注）一部都市を除きオンサイト貯留・浸透施設を反映した雨水管理計画は策定されていない。各戸貯 ：
：留浸透施設の能力は、下水道計画上見込まれていないことが多い。能力として考慮することで、経，

課題1
：済的な計画立案が可能になる
L -_―了J―― ―_― -l― ― ― ―_-L―_―_― -J ― ―_― ―_1― ― ― ーエ―_― ― ―1―_・―_― ―_ ：r＿ご― ― ―_1―_― ― ―こI• ―_― ---―_― ―_― ―_― ― ―_― ―_― ---―_― ー：

●技術開発項目 1オンサイト貯留・浸透施設の使用状況を計測する技術等の開発 ， 
中期目標(1)を達成するに ＇ ， 

＇ 』
は、オンサイト貯留・浸透施 』

設を計画論に反映するため
く基礎研究＞【期間延長】 』

・オンサイト貯留・浸透施設の位置情報や使用状況
』

の技術が十分でない。このた を計測する技術（センサー、モニターなどの開発） ： 
： 

め、オンサイト貯留・浸透施 ： 

設の使用状況を計測する技 ： 
： 

術等を開発する。 く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】 ， 
・ICT技術の活用を勘案した各戸貯留浸透施設の定量的な評価 ！ 
手法及び計画への反映、手法の確立（含む基準化）

』

’ 』
’ 』
’ ， 
＇ ------「――――--l―-----―l―------「―-----l―------I―-----l―------［―-----―|―-----―l―---------------------------------」

,-_____ l ______ _I _______ J _______ l__＿_＿_」------＿1_＿＿＿＿＿」------_I_-----_L _ ----_ J _ ----------------------------------; 

！●技術目標2 雨水利用を促進するための制度・技術の確立、雨水利用時における水！
i 質評価・管理手法及び利用システムの確立
"----―1―------「―----―1―-----―1―------「―----―1―------「―----―7―------「―----―1―----------------------------------J 
,-_____ L ______ J _______ l _______ L ______ J _______ l ______ J _______ l ______ J _______ l_--------------------------------―1 

！注）雨水の利用の推進に関する法律に規定された「雨水の利用の推進に関する基本方針」の内容や ！
！既存の雨水利用の水質に関する規定を参考とする ！ 

\—こて］こてこ7[＿てこ~:_1てこて］こてこ7［ごご二1てこてf＿てこ71てこて［てこアにてこてこアニ7ごニ―-7ニ―-7ごごこー'
●技術開発項目 2雨水利用の量と質の管理に関する技術開発 注）浸透による副次的

課題2 効果として、地下水涵

く基礎研究＞、く応用研究 1>、く実証研究 1> 養がある。これを定量

中期目標(2)を達成するに 【変更】、【期間延長】 的に示すことで浸透施

は、雨水利用を促進するため ・「雨水の利用の推進に関する法律」に基づき策定される基本方
設の導入を行いやすく

の制度や技術が必要である
針を踏まえた、雨水利用に関する技術基準の策定を支える技 する

術開発等の実施浸透による地下水かん養効果の評価手法の
が、技術面については未だ十 確立 注）自治体によって分でない。このため、貯留・浸 1)オンサイト貯留・浸透施設の使用状況を計測する技術 は、各戸貯留浸透施
透施設の状況を計測し評価 設の助成制度を設け
するための技術の開発等が ているが、統一性はな
必要である。

く応用研究 2>、く実証研究 2>【変更】、【期間延長】
い。助成制度を実施し
ていない自治体もある

・浸透による地下水かん養効果の評価手法の確立
と思われる。よって助
成促進をはかるため、

： 助成を判断するための
： 技術を作成する： 
： 
し----------------------------------------------------------------------------------------------------
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課題3

中期目標(2)を達成するに

は、合流式下水道越流水対

策のうち有機物以外の指標、

特に病原微生物への対応技

術が必要であるが十分でな

い。このため迅速に計測する

技術や消毒技術の開発等が

必要である。

課題4

不明水対策について実態把

握、影響評価、対策が十分

講じられていない。このた

め、必要な技術開発を通じて

これらを体系的に実施する

必要がある。

,--------------------------------------------------------------------------------------------------------------

！●技術目標3 病原微生物等への対応を明確にした合流式下水道越流水対策の確立 i

-----. -------------―・-------. -------------―→一―-----•------―→一―------------・-----------------------------------. 

●技術開発項目 3病原微生物等を対象とした影響評価、計測、処理技術等の開発

く基礎研究1>【期間延長】
・対応が想定される病原微生物の特定とその影響の評価手法
の確立

く基礎研究2>、く応用研究1>【変更】、【期間延長】
・病原微生物数を迅速に計測できる機器の開発

く応用研究2>、く実証研究1>【変更】、【期間延長】
•各吐口毎に設置可能な消毒施設の開発

く応用研究3>、く実証研究2>【変更】、【期間延長】
・消毒で対応できない病原微生物（クリプト等の原虫類）への対応方法
（各吐き口に設置可能な施設）の開発

く応用研究4>【変更】、【期間延長】
・降雨特性（一雨ごとの変化や時間変動）を考慮した
病原微生物等の効果的な実態把握や予測、発生
源対策の実施可能性の検討

’―----•------—•—- ----—--------・------—•—- -----------—•—- -------------------—•—- --------------------------------—, 

i●技術目標4 不明水の実態把握、影響評価と有効な対策の確立 ！ 
-----,-----―一ヽ—-----―,-------,-----―一ヽ—-----—→一―-----• -----―→一―-----,-----―,------------------------------------

●技術開発項目 4不明水対策の効果的な実態把握（センサー、モニター）、影響評価、および有効な
対応技術の開発

く基礎研究＞【変更】、【期間延長】
・越流水の水質調査方法の開発（採水手法の開発、水質シミュレ
ーションモデルの開発、センサー、モニターの開発）

く応用研究＞【期間延長】
・越流水の実態把握、リスク評価の実施、対策技術（消毒、沈殿、
ろ過）の開発

く実証研究＞【変更】、【期間延長】
・浸入箇所特定や浸入水止水技術の実証、対策効果の評価、ガイドライン化

注）分流式下水道
における雨天時浸
入水対策（不明
水）もここに含む

------,-------. -------・ ------,-------. ------,-------. -------•一―-----• -----------------------------------i 
---—•—- -------------・------—•—- ----―̀―-----—•—- ----―̀――-------------------------------------------------

5 気候変動による影響の把握と有効な対策の確立 ！ 

課題5 I:●技術開発項目 5気候変動による影響把握と有効な対策に関する技術開発
合流式下水道越流水対策、

: ＜応用研究1>【変更】、【期間延長】不明水対策、雨水利用に関し ，

て気候変動による影響把握 |: ＇ ・気候変動への対策技術（ソフト・ハード）の開発
が十分解明されていない。こ

のため影響把握のための技

法の確立等が必要である 1:|＜応用研究2>【期間延長】
・渇水リスクヘの対応のための雨水利用システム構築手法の確立

注）渇水リスクへ
の対応のため、
貯留雨水がどの
程度利用可能か
検討する
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i●技術目標6 合流式下水道越流水対策施設の維持管理費用を低減するための技 i 
！ 術の確立
----[―――――--[―-----]―------[―-----］―------［―-----l―------］―------［―-----］―---------------------------------: 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 6貯留水のオンサイト処理など、合流改善対策の低コスト化を図る技術の開発

課題6

中期目標(2)を達成するには

合流式下水道越流水対策施

設の維持管理に要する費用

が高額である。このため維持

管理費用を低減するための

技術が必要である。

く応用研究1>、く実証研究1>【新規】
・合流改善事業の効果の定量的な分析評価手法の開発、実
証、評価、ガイドライン化

く応用研究2>、く実証研究2>【変更】、【期間延長】
・オンサイトでの低コストな合流改善技術の開発、実証、評
価、ガイドライン化

L ---. -------, -----―→一―-----. ------,-------. -------.------— → 一―-----. ------,-----------------------------------

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング（基礎研究段階）研究機関における研究の支援、情報提供（応用研究段階）計画設計
指針への反映のための指針改定（普及展開）必要な事業の支援

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究国及び地方公共団体にお
ける専門分野の技術支援、各種データベースの構築

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）現地調査（観測、測定等）への協力（普及展開）事業計画への反映、必要な対策事業の実施、オンサイト施設
に関する指導等、他分野との連携

民間企業の役割
雨天時越流水のモニタリング結果の解析支援、データベース構築支援、シミュレーションモデルの改良支援、対策技術の開発支援（主
にコンサルタント） （基礎研究段階）センサー等の開発（応用研究段階）対策技術の開発（主にコンサルタント）

日本下水道事業団の役割
民間企業等との共同研究による対策技術の開発・実用化、受託事業における新技術の活用、地方公共団体における対策事業の実施
支援

日本下水道新技術機構の役割
合流式下水道の越流水改善対策に関する調査・研究雨天時浸入水対策の実態調査、事例ベースモデリング技術、及び対策技術の
調査研究・分析・ガイドライン等の作成、及び審査
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現状と課題

技術開発分野ごとのロードマップ⑥流域圏管理

※（）内は新下水道ビジョンの

該当するページを示す

近年においても湖沼の全窒素及び全リンの環境基準達成率は50％にとどまっている現状や赤潮の発生など、依
然局所的な課題を抱えている。また、生態系保全や水辺の親水利用等が求められる中、水行政に対する新たなニ
ーズが高まっている。 (2-19)

生活用水の大部分が下水道に集約される状況を踏まえ、放流先水域の利活用状況•生態系等に応じて、下水道シ
ステムの再構築を図るなどして、能動的に栄養塩類等の水質や水量を管理し、地域生活・環境・産業に貢献するこ
とを目標とする。 (3-16)

長期ビジョン I公共用水域や身近な水辺空間において、健全な質・量を維持するための水循環を構築することが求められている。

中期目標

また、地球温暖化による豪雨の頻発等に対する適切な雨水管理（いわゆる適応策）も求められる。 (3-4)
気候変動の進行による海水面の上昇や生態系の変化、・・・渇水の増加等、既に顕在化、又は将来避けることので
きない様々な非常事態に対しての対応も求められている。 (3-6)

(1)水資源開発施設、水道、下水道等を「水インフラシステム」として一体的に考え、水を利用し、処理して、水環境
に戻すという概念を実現する。 (4-86改）
(2)季節毎の栄養塩管理が要請されるようになるなど、地域の要望に応じた水環境の達成、流域全体における資
源・エネルギーや事業効率性の最適化等を図る。 (4-179) 一方で、赤潮や底層 DOの低下による生態影響等
は依然発生しており対策が必要。 (4-86一部改）
(3)水循環や資源循環等様々な循環系や再生水・バイオマスなどの利用用途に応じた衛生学的・生態リスク評価
手法の確立と病原微生物や化学物質の検出・分析技術の向上や、監視・診断等循環系運営管理システムの開
発が課題である。 (4-182)
(4)気候変動等による水資源への新たなリスクに対して影響の予測などの調査研究を推進する。（国土交通省技術
基本計画(2012.12))
(5)瀬戸内海環境保全特別措置法の改正により「栄養塩類管理制度」が創設されるなど、生物多様性・水産資源の
持続的な利用の確保の観点から「きれい」だけでなく、「豊かな」水環境を求めるニーズが高まってきている。【加
速戦略III-2】

中期目標違成のため
の課題

当面の技術目標(2030年） 将来技術目標(2050年）

課題1

中期目標(1)(3)に対して

将来の気候変動による渇水

などに備え、都市の一過性

の水利用システムをより強

靭な循環型システムにする

必要がある。

-2021 12022 12023 12024 12025 12026 12027 12028 12029 12030 12031-

！●技術目標1都市の水需要に応じた新たな水循環システムの構築 i 
--------------------------------------------------------------------------------------------------------

●技術開発項目 1-1地域の水量・水質ニーズに対応する循環型システム化技術の開発

く基礎研究＞【期間延長】 く応用研究2>【変更】、【期間延長】
・処理・送水に要するエネ ・人口動態、社会構造、気候変動に伴う水需給予測の変動
ルギーも含めたシステム の把握
最適化の検討 く応用研究3>【期間延長】
く応用研究 1>【期間延 ・人口減少等に伴う下水量・流入負荷量の変動の把握と処
長】 理場からの排出負荷量の予測
・下水処理水を含めたカス く実証研究＞【変更】、【期間延長】
ケード型水利用システム ・地域の状況に応じた水利用の循環型システム化、 ICT・AI
の構築 活用による効率化

ー ー／］＿ー 一ー 一ー 一ー 一ー／］口＿ー 一ー 一□[_- -- -- -ー／［口＿ー―□l _- -- -口-- --l _- -- -- -- -—□[ ＿:::::］＿- -― ―□□l _- -- -＿ ー＿ ―-口[_- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- -- --
●技術開発項目 1-2持続可能な都市の水循環システムを構築するための水管理技術の開発

く基礎研究 1>【期間延長】 1 く基礎研究2>【変更】、【期間 く実証研究 3>【変更】、【期
・用途に応じた水質の基準 延長】 間延長】

化 ::三:：:`三喜冨三
く応用研究 1>【変更】、
【期間延長】
・環境基準項目の変更（大
腸菌、透明度、底層 DO
等）に応じた下水道施設と
しての役割と対応策の具
体的検討

の見直し 地適用

く応用研究2>【期間延長】
・用途に応じた水質を満たすた
めの新たな処理技術と維持
管理技術（膜ファウリングの
軽減等）の開発

く実証研究 1>【変更】、 く実証研究2>【期間延長】

！醤比品現地適用 □□：一順次
く応用研究3>【変更】、【期間
延長】
・飲用レベルも含めた再生水
利用リスク管理システム（処
理技術を含む）の開発
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課題2

中期目標(2)に対して

地域の状況に応じた栄養塩

類管理に必要な基本情報と

して、下水道以外の排出源

も含めた栄養塩類の流出負

荷が的確に把握されていな

い。

閉鎖性水域への流入負荷

量に占める非点源汚濁負荷

の割合は年々増加してお

り、アオコ・赤潮の抑制や底

質環境の改善のためには、

非点源汚濁負荷の対策が

必要である。

！●技術目標2流域の栄養塩管理を含めた戦略的水環境管理の推進 ： 
---. --------------~-------·---------------.-------. ---------------.-------. ------------------------------

●技術開発項目 2-1非点源汚濁負荷等の削減と水域影響抑制の効果的対策手法の構築

く応用研如五-函門く基礎研究＞【期間延長】•土地利用と年間降水量か| •懸濁態リン等の流出負荷特性を考慮した水質予測手
らの栄養塩流出モデルの 法の構築
開発と検証

く応用研究2>【変更】、【期間延長】
•土地利用情報 (GIS、衛星リモートセンシング）等に基
づく高精度面源負荷算定モデルの構築

く応用研究3>【期間延長】
•各流域圏における雨天時負荷も含めた経年的な汚濁
負荷と水質との挙動研究、開発予測技術の現地適用

く応用研究4>【期間延長】
•各水域の水質挙動の支配要因の抽出技術の確立
(ex．難分解性有機物、底層貧酸素化、温度・密度躍
層変化等）

L/］＿--――□□I_------――ーロ[_--＿ー／］＿ー―----――□l_------――□[＿------/]口＿ー―----] _------――□[＿------＿ー□［口＿ー―----------------------------------------------------
●技術開発項目 2-2下水道における栄養塩管理のための技術開発

く基礎研究＞【変更】、【期間延長】
・既往下水処理方式での栄養塩管理手法の提案と効果の検証、ガイドライン（案）の
策定、水処理安定化のためのメカニズム解明と管理技術への展開

く応用研究1>【変更】、【期間延長】
・提案手法の現場施設管理への適用と効果の把握・評価

く応用研究2>【期間延長】
・栄養塩管理による水域への効果的モニタリング手法及び影響予測・評価技術の構
築

l l [ l l I l l ] ] 
●技術開発項目 2-3放流先に応じた望ましい水環境構築のための技術開発

雰悶汰讐り水環境の関運性把 11 温閉塁温霜足技術の試行継続、
握、効果と影響メカニズムの解明と予測 技術開発へのフィードバック

く応用研究1>【新規】
・運転管理の試行と効果・影響の把握

く応用研究2>【新規】
・水質基準の緩和可能性と放流先水環境
影響の効果的モニタリング手法及び影
響予測・評価技術の構築
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課題3

中期目標(4)に対して

将来確実に顕在化する気候

変動による水環境への影響

に関する知見が不十分であ

る。

●技術開発項目 3-1気候変動による流域の物質動態、水質環境への影響の評価

日□芦芦づく
く基礎研究 2>【変更】、
【期間延長】
・下水道等からの負荷が
湖沼等の水質に与える
影響に関して気候変動
による変化を予測

く基礎研究4>【期間延長】 ＜応用研究2>【期間延長】
・規模の異なる地球環境問題 ・顕在化している水環境への影
のそれぞれの関連調査 響の把握とその結果に基づく

く応用研究1>【期間延長】
・追加的に必要な汚濁削減対
策の予測手法の確立

予測手法の改良

●技術開発項目 3-2気候変動による水環境の変化への適応策ー水質管理技術の開発

芦 聾く基礎研究＞【変更】、【期間 く応用研究＞【変更】、【期

リング継続

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング（基礎研究段階）他省庁や国立・地方研究機関における研究の支援、情報提供・収集
（応用研究段階）流総計画への反映のための指針改定（普及展開）適応策として必要な事業の支援、対策の推進体制の検討

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究国及び地方公共団体におけ
る専門分野の技術支援

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）現地調査（観測、測定等）への協力（普及展開）流総計画への反映、必要な非点源汚濁対策事業や温暖化適応
策の実施

民間企業の役割
技術マニュアル、ガイドライン等の作成支援（主にコンサルタント） （応用研究段階）効率的な対策技術の開発とユニット化等による低コ
スト化の推進（主にメーカー）

日本下水道事業団の役割
課題解決のための技術を、国・国土技術政策総合研究所、研究機関、地方自治体、民間企業と開発・普及啓発し、下水道事業への導入
促進。ガイドライン、マニュアル等の作成支援

日本下水道新技術機構の役割
段階的高度処理等の効率的・効果的な栄養塩及び汚濁負荷削減のための調査研究・新技術開発、評価およびガイドライン作成
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技術開発分野ごとのロードマップ⑦リスク管理

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

生態系保全や水辺の親水利用等が求められる中、水行政に対する新たなニーズが高まっている。 (2-19)
化学物質については、 20世紀に入って急速に開発・普及が進み、現在、生態系が多くの化学物質に長期間ばく露されると

現状と課題 Iいう状況が生じている。化学物質による生態系への影響については多くのものがいまだ明らかではない。（生物多様性国家
戦略(2012.9.28閣議決定））また、既存下水道施設の耐震化率は低い状況であり、リスク管理の観点から非常時のクライシ
スマネジメントの確立が課題となっている。 (4-57)

化学物質や病原微生物といった国民の健康や生態系へ影響を与えうるリスクを適切にコントロールし、安心な社会の構築に
貢献することを目標とする。流入水中のウイルス濃度といった水質情報等を活用して地域の公衆衛生の向上に貢献できる

長期ビジョンI下水道システムの構築を目標とする。 (3-16)
また、被災時において水処理機能を確保することで、公共用水域と被災地域の衛生学的安全性を維持し減災対策を図る。
(4-57) 

(1)河川においても、未規制の微量化学物質等による生態系への影響、水利用への安全性に懸念が生じている。ノロウイル
スの流行等は散発的に発生しており、感染症に関する流入水質情報の活用が求められている。 (4-86)【加速戦略II2(1)-
2】
(2)国は、生態系に影響を与えうる化学物質等について下水道における挙動を把握するなどして排除の制限、下水処理の高
度化等を検討するとともに、生態系に配慮した水処理方法や、未規制物質対策、水質事故対応技術等について知見を収
集し、指針の改定等必要な対応を図る。 (4-105)
(3)水循環や資源循環等様々な循環系や再生水・バイオマスなどの利用用途に応じた衛生学的・生態リスク評価手法の確立
と病原微生物や化学物質の検出・分析技術の向上や、持続的で安定的なシステムにするための性能要求水準や対応す
る革新的なシステムの開発及び、監視・診断等循環系運営管理システムの開発が課題である。 (4-182)

中期目標 I (4)今後の技術的課題としては、水処理・汚泥処理を一体的に捉えて全体で効率的な処理方法とすることのほか、水系リスクのさらなる低減に向けた検出・分析技術の向上、薬剤耐性菌・新型インフルエンザ等の下水中の監視技術の開発、感染を
早期に感知して防除体制に移行するための衛生・医療部局との連携システムの構築等が挙げられる。 (4-185)【加速戦略

中期目；；｝喜置夏麟鳳詈塁晨且呈／攣雫ぎ竺i●技術目標1下水道における化学物質リスクの評価・管理システムの構築 ！ 
------------------------------------------------------------------------------------------------------------

：●技術開発項目 1-1生物応答や新たな分析手法を利用した水質評価方法の下水道での活用

課題1

中期目標(2)(5)に対して

排水中化学物質による生態影

響が懸念されているが、実態

は不明である。また、影響が

見られた場合の対応につい

て、これまでほとんど検討がな

されていない。下水処理場に

流入する下水と下水処理水に

対して生態影響を回避するた

めの技術や政策等を確立する

必要がある。

く基礎研究 1>【変更】、
【期間延長】
・排水に対する生物応答を
利用した水質評価方法の
活用の実施
・下水処理場に流入する化
学物質の分析

く応用研究 1>【変更】、
【期間延長】
・簡易なセンサー等の早期
検知システムの基礎技術
開発
•国内の処理場における生
物応答を利用した水質管
理の試行

く基礎研究2>【新規】
・次世代シーケンサー、メタボロミクス、遺伝子発現
解析、水質情報も含めたビッグデータ解析等を活
用した効率的な影響評価技術
・簡易迅速なリスク評価技術
・放流先水域にも適用可能な水質評価方法の開発
（技術目標2とも関連）

く応用研究2>【変更】【期間延長】
・下水処理場の放流先水域における生態影響評価
の現地適用（技術目標2とも関連）

く応用研究3>、く実用研究＞【期間延長】
・早期検知システムの開発と適用

==--＝＝=＝＝＝＝て＝＝＝＝＝＝＝—-＝＝＝＝＝＝＝マ＝＝＝＝＝＝＝—-＝＝＝＝＝＝＝て•==＝=＝＝＝-==＝＝＝＝＝=っ=＝＝＝＝＝＝-=＝＝＝＝＝＝＝コ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

：●技術開発項目 1-2下水処理における生態影響の低減技術の開発

く基礎研究＞【変更】、【期
間延長】
・毒性同定評価による生態
影響原因物質群の同定
・種々の水処理手法（通常
の運転管理の向上、
AOP、生物処理改良、そ
の他）による生態影響低
減効果の評価

く応用研究 1>【期間延
長】
・開発した評価手法、開発
技術の現地適用

く応用研究2>【変更】【期間延長】
・現地データ蓄積による、効率的な技術、より高度な
処理技術で普及しやすい技術の開発
・既存施設、既存技術の運用改善等による普及しや
すい影響低減技術の開発

-------------------------------------------------------------------------
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課題1（続き）

中期目標(2)(5)に対して

排水中化学物質による生態影

響が懸念されているが、実態

は不明である。また、影響が

見られた場合の対応につい

て、これまでほとんど検討がな

されていない。下水処理場に

流入する下水と下水処理水に

対して生態影響を回避するた

めの技術や政策等を確立する

必要がある。

課題2

中期目標(1)(5)に対して

我が国では生物応答と水生

生態系へのインパクトの関連

性が不明である。排水中化学

物質によるインパクトを予測

するためには、生物応答試験

のみならず処理水の放流先

の生態系構造解析を含めた

総合的な生態影響評価とモ

デルによる影響解析が不可

欠である。

課題3

中期目標(1)(2) (5)に対して

ナノ物質に代表される環境中

での毒性が未知の微量汚染

物質の形態、濃度、毒性に着

目した研究はほとんどない。

環境中のナノ物質の測定方

法の確立、毒性の評価が極

めて重要で、もしそれらが環

境に悪影響を及ぼすならば、

流出プロセスの推定、削減対

策の提案、制御技術の開発

を行う必要がある。

●技術開発項目 1-3下水道への流入、下水処理プロセスでの挙動、排出の把握と代謝物、副生 ：

成物も含めた影響評価と対策技術

く応用研究1>【期間延長】く基礎研究 1>【期間延
長】
・化学物質等の生物処理代
謝物の挙動と影響の解明

・処理代謝物や DBPの影響軽減手法の開発と適用
（技術開発項目 6-2とも連携）

く基礎研究 2>【期間延 く応用研究2>【新規】
長】 •PRTR 情報等のリスク管理への活用
・消毒副生成物(DBP)生成
ポテンシャルの把握

！●技術目標2水生生態系の保全・再生等のための影響評価手法の開発 i 
---— → 一―----―一 ヽ—------— → 一―----―ー ヽ—------―→一―------• ------―→一―------.―------— → 一―----―一 ヽ—---------------------------

●技術開発項目 2-1生物応答と水生生態系へのインパクトの相関評価・解析手法の確立

-— 号ルのブラッシュアップ ．翡品苫譴字
雷流先の水生生態百誓戸己口／――

く基礎研究＞【期間延長】 ＜応用研究2>【期間延長】 ＜応用研究3>【期間延長】
・排水に対する生物応答試| •蓄想データを活用した予測| •放流先水域の長期モニタリン

く応用研究 1>【期間延
長】
•生物応答と生態系調査に
基づく生態影響予測モデ
ルの構築
・排水による慢性毒性、世
代間の影響、個体群の保
存などの評価

i●技術目標3環境中における微量汚染物質の測定技術の確立と影響評価、制御技i
i 術の開発
--―→―------- r ------ ― → 一―------ - ------— → 一―------ - ------― → 一―------ - ------— → 一―-----------------------------------' 

！●技術開発項目 3-1環境中におけるナノ物質、 MPs等多様な影響懸念物質の測定技術・毒性評価

く基礎研究 1>【変更】、【期間
延長】
・検出方法の開発と効率化
（例：ナノ物質、 MPs、PPCPs
等）
・環境モニタリングと発生源に
関する基礎的知見の集積、下
水道との関連性について情報
収集（例：PFOS等）
•水生生物やヒト細胞を用いた
リスク評価技術

く応用研究1>【期間延長】
•新たな毒性指標成分の提案
・遺伝子発現に着目した毒性メカ
ニズムの解明

く基礎研究2>【期間延長】
•新たな影響物質のモニタリン
グ・評価

く応用研究 2>【期間延
長】
•新たな影響物質に対する
測定・評価手法の開発
（継続的に実施）

―--------------------------------- ----＿-_-＿-_-_-J_-ご----------＿-rごご----------_1------＿-＿-_-＿-_-r_-ご----------_1--------＿-_-_-＿-＿-＿—ごご------------------＿-＿-_-＿-＿-_—ご―

●技術開発項目 3-2水環境への流出プロセスの推定、削減・制御技術の開発

く基礎研究＞【変更】、【期間延 11く応用研究＞【期間延長】
長】 ・削減対策の提案、制御技術の開発
・下水道を含めた流出プロセスの
解明
・簡易センサー等モニタリング技術
の開発（定常状態の推移の監
視、事故時・異常時の監視と迅
速な分析）
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課題4

中期目標(1)(2)に対して

下水処理水の放流先における

衛生学的な安全性を確保する

ための知見が十分ではない。

放流先水域の衛生学的安全

性を確保するための病原微生

物対策や消毒技術に関する

知見を集積し、必要な施設計

画、維持管理、放流水質管理

のための技術を確立する必要

がある。

課題5

中期目標(1)(3)(4)に対して

中期目標(3)において水系水

質リスクのさらなる低減に向

けた検出・分析技術の向上、

薬剤耐性菌•新型インフルエ
ンザ等の下水中の監視技術

の開発、感染を早期に感知し

て防除体制に移行するため

の衛生・医療部局との連携シ

ステムの構築等が挙げられ

る。 (4-185)

'―--_L _______ J ________ L _______ J ________ L _______ J ________ L _______ J ________ L _______ J ____________________________ _ 

！●技術目標4衛生学的な水系水質リスクの制御手法の構築
"-------------------------------------------------------------------------------------------------------------' 

. ---------------------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 4-1下水処理及び放流先での病原微生物リスクの制御手法の確立

く基礎研究＞【変更】、【期
間延長】
・下水処理における病原微
生物の網羅的検出と挙動
把握
・病原微生物の放流先にお
ける挙動の解明（雨天時を
含む）
・病原微生物の制御技術の
省エネ、低コスト化、消毒
副生成物等の低減方策
(UV-LED消毒等）
・消毒効果の効率的モニタリ
ング技術等（ウイルス指
標、薬剤耐性菌挙動等含
む）

く応用研究1>【期間延長】
・基礎研究を踏まえた、消毒技
術の省エネ、低コスト化、消毒
効果の効率的モニタリングの
検証
・流域での病原微生物の挙動を
踏まえた指標微生物の提案と
制御手法の体系的評価

く応用研究 2>【変更】、【期
間延長】
・衛生学的な水系水質リスク
制御のための処理消毒技
術・モニタリング技術の構
築と運用

•一 → 一―------ , ------— → 一―------ , ------— → 一―------、-------— → 一―------ 『• - - - - - -―→一―------,----------------------------

←―--_1-------」-------＿1-------」-------＿1------_」-------_1-------」-------_L-------」-----------------------------
i●技術目標5感染症発生情報を迅速に提供可能なシステムの構築 ！ 

L□I□------／［-------――□l_----------/［----＿ー／］／＿ー一ー／］ ／＿ー―――□I_----＿ーーニエ ――--/―/I_--------――□l――----------------------------------------------＿ーーロ
●技術開発項目 5-1下水中病原微生物その他の網羅的検出と都市の水監視システムの構築

□ 戸二厚二盟□
・検出法の適用の実証およ ・早期感染源特定のための手
びデータベース化 法の検討

く応用研究1>【期間延長】
・病原微生物その他の下水 11
情報による水監視システ
ムの試作

く応用研究3>【期間延長】
・検出法の標準化

く基礎研究2>【期間延長】
・感染症以外の監視方策の検
討（薬物等）

. -. -------~--------. --------•一―------. -------~--------. -------—.—-------. --------------------------------------
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’―--_」-------_L _______」-------_L _______」-------_L _______」-------_L _______」-------＿L _ ---------------------------呵
i●技術目標6災害等緊急時に対応するための衛生学的リスク管理手法の構築 i 
L----r-------7―-------r-------,―-------r-------,―-------r-------,―-------r-------,―----------------------------1 
’―--l _______」--------l _______」-------_l _______」-------_l _______」-------＿l _______」----------------------------
！●技術開発項目 6-1各種病原微生物に関わるリスク削減手法の確立

く基礎研究＞【期間延長】 く応用研究＞【期間延長】
・段階的処理法（簡易沈殿、簡 ・基礎研究から得た成果を基に、環境中に放出され
易生物処理、活性汚泥法な る病原微生物量の予測モデルを構築
ど）による病原微生物除去能 ・健康リスクと各種病原微生物曝露量との関係性評

課題6 カの評価 価→許容される曝露量の決定と、その曝露量以下
•各種消毒法（塩素、紫外線 となる処理方法の選定

中期目標(1)(3) (4) (6)に対 等）による病原微生物への効

して
果

--r------［――-----]---------[――-----］---------［―――----l――――----［―------l--------[――---------------------------段階的な応急処理方法に関

わる水系水質リスクの低減手 讐•-- -------------- -------------- -------------- -------------- -----------------------------------

法や水道事業体や河川部局 ：●技術開発項目 6-2パンデミックや事故、災害時の影響予測と応急対策技法の確立

等との連携のための計画技

法が確立されていない。(4- く基礎研究＞【期間延長】 く応用研究 1>【期間延長】

57) 
・消毒処理前に有機物濃度 ・モデルに基づく水環境中での感染リスク評価技法の
を効率的に減少させる処理 確立と現地への適用
手法の開発（微生物担体、
凝集沈殿など） く応用研究 2>【変更】、【期間延長】
•発災時の水系水質リスク軽 ・応急時の簡易処理（消毒含む）技術の現地適用と
減のための応急対応判定 処理手法の改善
手法の構築（水系でのリス ・効果的に感染リスク要因物質を減らすことが可能な
ク評価のモデル化） オゾンや紫外線処理方法、運転条件の評価と実施

設への適用

――l―------―[―-----―l―------―[―-----―l―------―[―-----―l―-------「―-----―l―-------r―----------------------------

技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）制度化等に向け、関連省庁［国交省、環境省、農水省、厚労省など］との情報共有と技術・研究交流（基礎研究段階）民間企
業や大学等に対する業務委託による知見収集の円滑化（応用研究段階）制度策定のための指針の決定（普及展開）ガイドラインの作
成と普及活動、フォローアップ、技術指導

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
（常時）土木研究所・大学・民間企業との連携による研究の実施、先端技術の基礎的研究や実用化に向けた研究、国及び地方公共団
体における専門分野の技術支援

地方公共団体の役割
（常時）現地調査（観測、測定、試験運用等）への協力（普及展開）定期的な生物応答試験の実施とデータの取得・報告

民間企業の役割
技術マニュアル、ガイドライン等の作成支援等（主にコンサルタント）（常時）土木研究所・大学・民間企業との連携による研究の実施、処
理技術や対策技術の基礎的研究や実用化に向けた研究、国及び地方公共団体における専門分野の技術支援（主にメーカー）

日本下水道事業団の役割
課題解決のための技術を、国・国土技術政策総合研究所、研究機関、地方自治体、民間企業と開発・普及啓発し、下水道事業への導
入促進。ガイドライン、マニュアル等の作成支援

日本下水道新技術機構の役割
消毒等放流先の衛生学的な安全確保対策手法の検討、新技術の研究開発及び評価
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技術開発分野ごとのロードマップ⑧再生水利用

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

再生水は水資源としてのポテンシャルを有するが利用は未だ低水準（利用率約 1.3%）。
現状と課題 I単一の目的を有する利用がほとんどで、渇水リスクや防災意識の高まりはあるが、災害時対応は一部の処理場でのみ実

施。(4-107)

(1)再生水について下水道システムを集約・自立・供給拠点化する。 (3-17)

長期ビジョン I(2)再生水と熱の一体的利用によるエネルギー管理や再生水利用による水輸送エネルギーの抑制等を通じて、低炭素・循環型まちづくりの構築に貢献する。 (3-17)
(3)水・バイオマス関連事業との連携・施設管理の広域化、効率化を実現する。 (3-17)

(1)水の供給拠点化：平常時の都市の水環境の創造への寄与はもとより、渇水時等に再生水を利用可能な施設を倍増。
(4-106) 
再生水活用等により都市の水環境の創造に寄与することに加え、人口 10万人以上で渇水確率 1/10（水道減断水）以
上の都市（約400)において、渇水時等に下水処理水を緊急的に利用するための施設を約 100箇所から倍増する。 (4-
115) 

中期目標
(2)水循環や資源循環等様々な循環系や再生水・バイオマスなどの利用用途に応じた衛生学的・生態リスク評価手法の確
立と病原微生物や化学物質の検出・分析技術の向上や、監視・診断等循環系運営管理システムの開発が課題である。
(4-182) 
(3)水生生態系の保全に向けた対策も重要であることから、水・バイオマスの再利用や都市内の水域におけるより簡易な
人•生物毒性判定技術・センサーの開発、生物毒性を低減するための水処理技術の開発等も必要である。 (4-186)

中期目標違成のため
の課題

課題1

中期目標(1)に対して

水の供給拠点化において、渇

水時等に再生水を利用可能

な施設が少ない。

必要な水質・水量の再生水を

必要な地点に供給できる柔

軟なシステム技術、省エネで

経済的な技術等が必要

中期目標(2)(3)に対して

国は、水の再利用に関する

国際標準化に関し幹事国とし

て対応を図り、平成29年度を

目処に規格を策定する。（基

準化）

再生水利用の基準化におい

て、現行のマニュアルでは再

生水利用用途に応じた、再生

水の水質要件、処理技術の

選定要件等は示されている

が、病原微生物に対して再生

処理技術の安定性、維持管

理を考慮した基準や影響評

価手法が十分に示されてい

ない。また河川維持用水、修

景用水等の用途における水

生生態影響についても同様

である。

今後、下水道における循環型

システムを構築する上でも、

再生水の利用・活用は望まれ

る。

当面の技衡目楓(2030年） 1 将来技術目標(2050年）

？゚ー2-1-l_？竺＿l_ ~~~~ _ J __ 2_0_2_4 __ l _ ~?空＿＿ I__ ~~~~ _ J _ _2_0_2_1 __ l_？匹＿＿l_？匹＿l＿竺°--l門匹竺 ＿――---------------------―:
i●技術目標1渇水時等に再生水を利用可能な施設の倍増に向けた技術開発
c ____ l―------T―------「―-----1―------T―------「―-----1―------1―-----―「―------.---------------------------------＇ 
,―---_L _______ L __＿＿__」-------L_______ L ______」------＿L_ ______ L_＿＿__＿」------_J_ -------------------------------, 
i ●処理・消毒技術としては、膜処理、生物膜ろ過法、（凝集）砂ろ過、塩素消毒、 UV、オゾン処理等、 ！
i 多様な技術について、個々の要素技術の向上を図るとともに、組み合わせたシステムとしての性！
i 能についても最適化を図る
L ----J―-----―I―------［―-----J―-----―I―------[―-----J―------]―------[―------l―--------------------------------
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------
！●国における重点的取組の社会的効果の発現、地域に応じた便益の検討、利用用途（都市利用、 i
i 農業利用等）に応じた低コスト処理フローの開発、民間における商業ベースの成立を念頭に、国 ！
！ 内のみならず海外市場における普及展開も意識して、官民一体で高度な水利用社会の実現を図 ！
： る
------------------------------------------------------------------------------------------------------------『―----r::::::1::::: _-_-r _-_-_-_-_-_-x _-_-_-::: 1_-_-_-_-_-_-_-r_-_-_-_-_-_-x _-_-_-_-_-_-_i_-_-_-_-_-_-_-r_-_-_-_-_-_-_-r_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_ 
：●技術開発項目 1-1必要な水質・水量の再生水を二次処理水から供給できる柔軟なシステム技
術

く基礎研究＞【変更】、
【期間延長】
1)再生水における必要
な水質の評価
2)新たなシステム技術の
開発
3)省エネに対する評価
4)経済性に対する評価

く応用研究＞【変更】、
【期間延長】
1)パイロット試験
2)システム評価

く実証研究＞【期間延長】
1)運用試験
2)必要なエネルギー・コストの目標値を検討

9 ] I [ l l [ ］ ］ ［ f ----------------------------------------------------------------------------
：●技術開発項目 1-2二次処理水からすぐに供給できるコンパクトな再生水製造装置。ユニット化さ
れて経済性に優れ、工場生産・運搬が可能なもの

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1)展開に適したユニット化方法の検討
2)渇水時のみならず災害時も利用可能なもの
3)FS検討

--------- --------- --------- --- --------- --------- ----

←―---]-------l-------[-------l------]-------［-------l------]-------I-------［-------------------------------
！●技術開発項目 1-3生下水や一次処理水を対象として、サテライト再生水製造が可能なもの。ま
＇ た、サテライト再生水製造は汚泥処理不要の特徴を活かし、低コスト化システムを検討する

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
: 11)展開に適したサテライト処理方式の検討
i |2)FS検討
L----l―――――--l―――----|―------|―------l―------|―------|――-----l―------|―------|―-------------------------------
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課題1（続き）

中期目標(1)に対して

水の供給拠点化において、渇

水時等に再生水を利用可能

な施設が少ない。

必要な水質・水量の再生水を

必要な地点に供給できる柔

軟なシステム技術、省エネで

経済的な技術等が必要

中期目標(2)(3)に対して

国は、水の再利用に関する

国際標準化に関し幹事国とし

て対応を図り、平成29年度を

目処に規格を策定する。（基

準化）

再生水利用の基準化におい

て、現行のマニュアルでは再

生水利用用途に応じた、再生

水の水質要件、処理技術の

選定要件等は示されている

が、病原微生物に対して再生

処理技術の安定性、維持管

理を考慮した基準や影響評

価手法が十分に示されてい

ない。また河川維持用水、修

景用水等の用途における水

生生態影響についても同様

である。

今後、下水道における循環型

システムを構築する上でも、

再生水の利用・活用は望まれ

る。

！●技術開発項目 1-4既存の再生水事業の改築更新に適用可能な技術

l 1温悶汗ぶ裟品愕謬辻霊翡t】て導入可能な、より省エネ
！ で経済的なシステム技術の実用化

---------------------------------------------------------------------------------------------------’―--」-------1-_-_ -_ -_ -_ -_ -_r_-_ -_ -_ -_ -_ T-_ -_ -_ -_ -_ -_ r_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ l-_ -_ -_ -_ -_ -_ T-_ -_ -_ -_ -_ -_ r_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ r_ -_ -_ -_ -_ -_ -_r_-_ -_ ~ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ -_ 
：●技術開発項目 1-5MBRと追加的処理消毒装置（急速ろ過やオゾン等の処理、紫外線等の消毒！
等）で構成され、二次処理と再生水製造を一体的に行い、経済性と省エネ性に優れているもの ： 

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1)MBRと追加的処理消毒装置で構成され、通常の下水処理と再生水製造を
一体的に行い、経済性と省エネ性に優れた技術システムを開発し、改築
更新にあわせて普及展開するための技術システムを開発
2)サテライト処理として必要量だけの再生水を製造する MBRと追加的処理
消毒装置、及び経済性、省エネ性、コンパクト性、優れた維持管理性を備
えたシステムを普及展開
3)MBR再生水製造に必要なエネルギー・コストの目標値を検討

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------
---------------------------------------------------------------------------------------------------------

：●技術開発項目 1-6安全、省エネで経済的な再生水利用を推進するリスク評価方法、リスク制御
技術の発展による総合的リスク管理手法の構築。既存の再生水事業の持続と発展を支え、新た
な再生水利用の普及を促進する、現実的なリスク評価方法と実用可能なリスク制御技術を提示

く応用研究1>、く実証研究1>【期間延長】
1)リスク評価方法の実用化（既往の知見を整理活用し、現状の再生水利用事業への適
用を推進）
2)リスク評価手法の向上と適用拡大（衛生リスク・化学物質リスク等の対象物質、測定・
評価方法、制御手段等）

く応用研究2>、く実証研究2>【期間延長】
1)リスク制御技術の最適化（利用可能な最適技術の普及展開）
2)リスク制御技術の高度化と適用拡大（衛生リスク・化学物質リスク等の除去、安全性・
信頼性の向上等）

く基礎研究＞【期間延長】
1)再生水処理における病原微生物の挙動把握
2)各種消毒法（塩素、紫外線等）による病原微生物への効果
3)指標微生物の選定
（継続的に実施）

く応用研究3>、く実証研究3>【期間延長】
1)新技術の実施設等での実証実験
2)流入→再生水利用までの統合したリスク管理手法の
提案

---―l―------J―-----―I―------[------J―-----―I―------[―----―7―-----―I―-----―I―------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
：●技術開発項目 1-7IPR（飲用間接利用）、 DPR（飲用直接利用）等、より高度な用途についても対i
応可能なシステム技術の研究
実用可能性と社会的ニーズを踏まえ、実用化の是非を検討

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1)諸外国の先行事例、知見の整理
2)1PR（間接飲用利用）、 DPR（直接飲用利用）等、より高度な用途に対応可能なシステム
技術の実用可能性を検討
3)実用可能性と社会的ニーズを踏まえ、実用化が適切と判断されれば、技術開発～実用
化を継続

[―---------------------------------------------------------------------------------------------＇ 
P - - - - - - - - - --l _ _ _ ＿ ＿ ＿ ］＿ _ ＿ _ _ _ _ [_ ------l _ _ _ ＿ ＿ ＿ ］_ ＿ ＿ _ ＿ _ _ [_ ------l _ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ］＿ _ ＿ _ _ ＿ _ l_ -------------------------------
！●技術開発項目 1-8再生水利用技術の安全性、信頼性、エネルギー性能等について適切に評価 ！
し、再生水利用の推進を支える技術基準を開発し、国際規格化 ！ 

く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1) ISO/TC282（水の再利用）において、再生水処理技術のパフォーマンス評価規格等を策
定し、 ISO規格として発行
2)技術水準の向上を踏まえて規格の見直しを行い、膜処理技術等の日本のトップランナー
技術のデファクトスタンダード化を維持

---—,-----—,------- . ------—• ------―’―-----—→一―----- , -------,------—→一―-----. ------------------------------―ー！
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課題2

中期目標(1)に対して

！●技術目標2まちづくりに必要な水辺空間の創出に資する利用を水平展開
~---- · ------- · -------•一―----―呵ー―----— ← 一―-----•------— → 一―----- · -------•一―----―→―--------------------------------」

！●技術開発項目 2-1親水・修景に加え、災害時対応など、多様な用途に適した水質・水量の再生
水を、必要な地点で製造・供給できる技術を実用化し、民間活用による管理体制、他業種との連
携なども検討し、都市の水環境創造の実施可能性を高める

く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1)技術の実用化及び普及展開
2)技術の効率化を図り、都市の再開発等の機会に合わせ、水辺空間の創出への寄与を
拡大

~---_-_1—-----— 1—------「―--------------------------------------------------------------------------------
平常時の都市の水環境の創 1 '―-----------------------_」＿＿＿＿＿＿＿1_------l_____＿f------_1_------l_-----I-----------

造への寄与の促進が必要。
！●技術開発項目 2-2ヒートアイランド対策等の都市環境向上に寄与する技術

災害時対応等の多様な用途

に向けた技術、ヒートアイラン

ド対策等の技術が必要。

課題3

中期目標(1)に対して

下水熱利用と合わせて多元的

に活用する利用の促進が必

要。

熱と再生水の同時利用技術、

低炭素・循環型まちづくりの観

点の評価方法等が必要。

く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
1)効果的な実施方法の確認と普及展開
2)技術の効率化を図り、都市の再開発等の機会に合わせ、ヒートアイランド対策等の都
市環境向上への寄与を拡大

-----------------------------------------------------------------------------
,―--_r_ -_ -_ -_ -_ -_ -_l-_ -_ -_ -_ -_ -_ 1_-_-_-_-_-_-_ r_-_-_-_-_-_-_r_-_-_-_-_-_1_-_-_-_-_-_-_T-_-_-_-_-_-_r_-_-_-_-_-_]_-_-_-_-_-_-_T_-_-______________________________ _ 

i ●技術開発項目 2-3MBRと追加的処理消毒装置（砂ろ過、オゾン等の処理、 UV等の消毒等）でi
！ 構成され、二次処理と再生水製造を一体的に行い、経済性と省エネ性に優れているもの。サテ ：
！ ライト処理として、必要量だけの再生水を製造する MBRと追加的処理消毒装置(1-5の再掲） ！ 

"---,------―呵ー―----- · ------ ,------— → 一―-----. -------.-------. -------. -------, --------------------------------』

i●技術目標3下水熱利用と合わせて多元的に活用
-----, ------~------―呵ー―-----. -------,-------. -------. -------,-------. -------. -------------------------------

：●技術開発項目 3-1熱利用と再生水利用を効率的に組み合わせるベストミックス技術。大規模施
設等で両方を行う場合、熱利用を先に行った後に別の場所で再生水利用を行うカスケード利用の
場合など、想定されるケースに応じた技術。たとえば、 5つの下水熱ポテンシャルマップ策定事業
モデル地区における下水再生水としての用途調査（ホテル・商業施設、オフィスビルヘの消防用水
など）

く応用研究＞、く実証研究＞【期間延長】
・熱利用と再生水利用を同時に行う場合の、コスト・エネルギ一面での
全体最適化を考慮したベストミックス技術の実用化と普及展開

----「――----］―------1―------「―――――丁――----1―-----―I―------J―-----1――----―l―---------------------------------
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------
i●技術開発項目 3-2低炭素・循環型まちづくりの観点で適切な評価方法を開発 ！ 

し—--―J―-----―I―-----―[―----―J―-----―I―-----―[―-----―|―-----―]―-----―[―-----―[―--------------------------------』
--------------------------------------------------------------------------------------------------------------
！●技術開発項目 3-3下水処理場が有する廃熱の漁業への活用技術（養殖用稚魚の大量育成等の
漁業資源）

く基礎研究＞【期間延長】 く応用研究＞【期間延長】 く実証研究＞【期間延長】
1)稚魚養殖に関する調査研究 1)テストプラントによる調査研究 1)実証フィールドの選定(4
2)必要施設（国内配置（適地）） 2)再生廃熱利用の安定性、安全 ~6箇所）
研究 性に関する研究 2)施設設計、施工、運用
3)下水処理場廃熱再生技術研 3)実用施設設計、養殖管理手法 3)性能、機能調査
如九 研究 4)評価
4)飼料生産法に関する調査研究 5)設計、運用手法確立
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技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング（基礎研究段階）研究機関における研究の支援、情報提供（応用研究・実証段階）応
用・実証研究の機会提供、成果の実用化支援（実用化・普及展開）必要な事業の支援、技術基準等の整備

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、リスク評価方法やリスク制御技術の開発国及び地方公共団体にお
ける専門分野の技術支援、各種データベースの構築

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究・実証段階）調査・実験（処理場や実施設における測定等）への協力（実用化・普及展開）事業計画への反映、再生水
事業の実施、技術基準やリスク評価方法、制御技術の適用

民間企業の役割
（基礎研究段階）再生水技術（処理、消毒）の開発（応用研究段階）技術の実用化、コスト・エネルギーの低減等の技術向上（実用
化・普及展開）市場競争力のある商品開発と普及展開、さらなる技術向上（コスト・エネルギーの低減等）、技術基準整備への寄与と活用
（主にメーカー等）、技術マニュアルやガイドライン等の作成支援・地方公共団体の導入検討支援等（主にコンサルタント等）

日本下水道事業団の役割
（基礎・応用研究・実証段階）民間企業との共同研究等による技術の実証及び実用化（実用化・普及展開）受託事業における新技術
の導入・普及促進、標準仕様等の整備、地方公共団体における事業実施支援、事後評価調査等による技術評価等

日本下水道新技術機構の役割
（基礎・応用研究・実証段階）調査・研究（民間企業との共同研究、地方公共団体と協力した研究等） （実用化・普及展開）技術マニュア
ル等の策定、技術評価制度等による普及支援
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技術開発分野ごとのロードマップ⑨地域バイオマス

※（）内は新下水道ビジョンの
該当するページを示す

・現在、下水道の水処理技術は、公共用水域の水質改善に寄与する一方で、膨大なエネルギーを消費している。 (3-17)

現状と課麗 I.下水道は、水、下水汚泥中の有機物、希少資源であるリン、再生可能エネルギー熱である下水熱など多くの水・資源・エネ
ルギーポテンシャルを有するが、その利用は未だ低水準。(4-106)
•初期投資に要するコストが大きいことと、規模が小さくスケールメリットが働かない処理場が多くあることが課題。 (4-106)

長期ビジョンI・再生水、バイオマスである下水汚泥、栄養塩類、下水熱について下水道システムを集約・自立・供給拠点化する。・従来の下水道の枠にとらわれずに、水・バイオマス関連事業との連携・施設管理の広域化、効率化を実現する。(3-17)

0資源の集約・供給拠点化

中期目欅 I 〗すべての都道府県において、広域化も視野に入れた、他のバイオマスと連携した下水汚泥利活用計画を策定し、下水汚品•他のバイオマスの効率的な利用を図る。 (4-115)
・希少資源であるリンの回収等を通して、食との連携により地産地消の地域作りに積極的に貢献する。 (4-115)

中期目欅運成のため
の課題

課題1

処理場での資源集約・供給

拠点化を実現するにあたり先

導的技術の導入が進んでいな

い。その解決のため、多様な

規模や周辺環境条件の異なる

処理場への普及を促進するた

めの先導的技術の低コスト

化、高効率化に関する技術開

発が必要。

当面の技術目欄(2030年） 将来技術目欄(2050年）

竺り＿l_＿呼＿2__ j_＿竺：」＿竺竺＿l＿翌 ＿＿l＿＿2-0-2-6_＿l_＿2-0-2-7__l_＿2-0-2-8__l__？竺＿l_竺竺＿I＿？兜::-::_ -----------------------, 
i●技術目標1地域の間伐材等の未利用資源を活用して脱水効率、消化効率、焼却効 i
＇ 率を向上させる技術の開発
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------

. ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 1-1地域の草木質の脱水助剤への活用技術 ： 

Iく基礎研究＞ I 
•前処理・適用試験

l 1霜霜＞ I ! 
：ごごごごごIごごごごごごごIごごごごごごご3ごごごごごごごェ•ごごごごごごごEごごごごごごごJごごごごごごごIごごごごごごごIごごごごごごごIごごごごごごごJごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごごご，』

！●技術開発項目 1-2様々な状態で発生する、剪定枝、除草刈草等の受け入れ、前処理、メタン発酵！
技術

Iく応用研究＞
・システム研究

く基礎研究＞
1)刈草／土砂分離研究
2)刈草の前処理技術
3)発酵技術
4)最適システム研究

く応用研究＞
1)パイロット破砕／前処理試験
2)パイロット発酵試験
3)システム評価

く実証研究＞
1)プロトタイプの開発
2)運用試験
3)環境性・社会性評価

・匹兌らはi{i~虚未利用地らハイ；マスを［舌用しt~食物、産とその廃材利用を組み合

，●技1術開発虹目 1-；一混合；タン発mの導人促進l；向けた1耐有機1酸塗膜る評価手法の確立 ［ 

戸翡言る塗膜劣化の調査 I I 

く基礎研究＞
1)前処理技術研究
2)栽培種選定研究
3)培養方法研究
4)メタン発酵研究

く応用研究＞
1)栽培試験
2)品質評価
3)パイロット・メタン発酵試験
4)システム評価

く実証研究＞
1)モデル社会実験
2)品質・エネルギー・
環境・経済評価

i I 2)耐有機酸塗膜に求められる性能評価試験方法の確立 i 
-----―l―-----―l―-------「―------「―-----―I―-----―l―-----―l―-----―l―-----―l―-------「―------------------------------
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課題1（続き）

処理場での資源集約・供給

拠点化を実現するにあたり先

導的技術の導入が進んでい

ない。その解決のため、多様

な規模や周辺環境条件の異

なる処理場への普及を促進

するための先導的技術の低

コスト化、高効率化に関する

技術開発が必要。

課題2

処理場での資源集約・供給

拠点化を実現するにあたり事

業の比較、判断のための情

報が不十分で、新たな施策

の選択が困難となっている。

その解決のため、広域連携

や他のバイオマスの利用に

関する事業性の評価技術の

開発が必要。

, ----_ J_ _ ----_ _l _ -----_ J _ -----_ _I_ ------_ l _ -----_ J_ _ -----_l _ -----_ J _ -----_ J_ _ -----_ l _ ----------------------------
：●技術開発項目 1-5地域で発生したバイオマス・プラスチック等を用いた焼却炉の効率的運転

く基礎研究＞ ＜応用研究＞ ＜実証研究＞

圏且詈且旦1認拿霜 I g[『如—•
3)社会性評価

ーニ:::T.ごごご―-―-―-―ーコご―-―-―-―二::r.ごごごご―-―-―_1―-―-―-―-―＿ごごコごごごごご―-―-―-T.ご―-―-―-―-―二1―-―-―-―-―-―＿ごごEごごごごご―-―-T.ご―-―-―-―-―-―ーコごごごごごごご―-―-―-―-―-―-―-―-―＿ごごごごごごごご―-―-―-―-―-―

●技術開発項目 1-6高負荷水・バイオマス受入に関する評価手法や受け入れ技術

霜悶塁；力の評価1各零斎；験 ' 
2)受け入れ能力増強技術 2)システム評価
の開発
3)ディスポーザー有効活
用技術の開発

く実証研究＞、く普及拡大＞【変更】
1)運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成
4)フォローアップ調査

r----->--------L-------'------->--------L-------0 ------->----____,-------> --------L ---------------------------―’ 

i●技術目標2下水処理場における多様なバイオマス利用技術を比較するためのLee!
評価及びLeA評価等に関する技術の開発

------,------―7―-------r-------1―------T―------―「―------T―--------------- ------- -----------------------------

__l ____ --_ j _ ---___ _I ______ -_ l _ ------」--------l ----___ L -----」-------＿l _ -----_]_ _______ ---------------------, 
●技術開発項目 2-1各種バイオマスのバイオマス有効利用技術のLCC,LCA分析・評価に関する技i
術

く基礎研究＞
1)各種バイオマスのパラメータ取得
2)バイオマス利用技術の利用エネルギー、 GHG排出量の把握

く応用研究＞
1)LCC、LCA分析、データ分析手法の確立
2)複数の評価軸の比較手法の確立
3)地域バイオマス利活用促進のツール作成
※グリーン成長戦略では、 2030年から有機性廃棄物の一体
処理によるコスト低減策の検討を行う予定。

•一 → 一―------ •一―- -----• ------―・---------------―呵ー―-----・--------・------―→―-----------------------------------_ ! 
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課題3

下水道によって流域から集

められた資源を活用するため

の要素技術の開発が進んで

いない。その解決のため、リ

ンを始めとする下水中に含ま

れる栄養塩やミネラルの回

収、活用に関する革新技術

の開発が必要。

r ------l-------」-------_, _______」--------'―-------l_＿_＿_＿_」-------＿L -------l -------」-----------------------------→ 
i●技術目標3下水中の多様な物質の効率的回収に関する技術の開発 i 
"---------------------------------------------------------------------------------------------------------------' 

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------—, 
●技術開発項目 3-1下水汚泥構成元素の分離・リサイクル技術等の開発 i 
資源元素である C、N、P、K、Si、Al、Fe、Mg等の分離や、下水汚泥からの高付加価値資源の回収：
を通して、地域で循環する社会システムに貢献する技術（延長分についてはアンモニアを想定）

く基礎研究＞
1)実用可能性評価
2)有機質からの分離研究
3)無機質からの分離研究
4)分離元素・回収資源の活用研
究
5)リサイクルシステム研究

く応用研究＞
1)パイロット分離試験
2)分離元素・回収資源の活用試験
3)リサイクル性評価
4)システム評価

く基礎研究＞

く実証研究＞
1)プロトタイプの開発
2)運用試験
3)環境性・社会性評価

・資源元素等の下水処理及び社会システムヘの貢献度
の評価

------7――――――--r―-----―l―------―|―-------「―-----―l―-------「―-----―l―------―|――――――――I―――――――――――――――------------
_____ J_ ______ _l _______ l _______ _I ________ l _______ J ________ l _______ l _______ J_ _______ l ___________________________. 
●技術開発項目 3-2消化汚泥等からのリン回収技術【変更】

く基礎研究＞
1)消化汚泥可溶化技術
2)オゾン、酸・アルカリ材による可溶化前処理技術
3)発酵技術
4)最適システム研究

く応用研究＞
1)リン回収システムの実証
2)リン肥料品質試験
3)システム評価

く実証研究＞、く普及拡大＞【変更】
1)プロトタイプの開発
2)施用試験
3)環境性・社会性評価
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課題4

下水道資源と食との連携を

進めるにあたり必要となる要

素技術が不十分であるととも

に、システムとしてのあり方

が不鮮明である。その解決の

ため、社会システムの構築も

含めた、下水道資源を様々

な農林水産物の生産に活用

するための技術開発が必

要。

:_―-----1 ________ 1------＿」-------_L_______ l _______ J ________ L------_」--------I_------_ l_ __________________ ----------: 

i●技術目標4 下水道資源・エネルギーを利用した農林水産物の生産に関する技術のi
！ 開発

L--ー/―ー／［口//／/l//／］／□□／［口//l□□/］／□□／［ロロ／］／□□／［ロロ／］ロロ／―ーロロロロロロロロ／――/―
！●技術開発項目 4-1農林水産利用に適した微細藻類等の有用植物の栽培技術と利用技術

く基礎研究＞
1)有用微細藻類の探索・栽培種の選定
2)システム開発方針の決定
3)基本技術の開発

く応用研究＞
1)パイロット装置の製作
2)パイロット試験
3)事業性評価

実証研究
1)プロトタイプの開発
2)運用試験
3) 性能評価•安全性評価
4)量産化検証

----------------------------------------------------------------------

’―----_ ］ ＿ ------＿|-------＿ I _ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ］_ ------_［ _ -----＿ l _ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ］＿ ------_ ［ _ -----_ ] _ ------_［ _ ---------------------------
：●技術開発項目 4-2下水道資源からの熱・電気・CO2等を活用(CO2固定化等含む）したネガティブエ
ミッション技術やトリジェネレーション技術の開発

く基礎研究＞
1)下水処理場内での下水熱回収
2)反応槽、沈殿池等からの熱回収
3)エネルギー効率評価
4)農作物の選定
5)下水道資源を用いた CO2固定等の研
究

く応用研究＞
1)下水熱、バイオガスからのエネルギ一回
収の統合技術
2)バイオガスからの CO2回収実験
3)実用性評価

く実証研究＞
1)下水処理場内での試験的農業生産試験
2)事業性評価
3)ガイドライン作成
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,-----J_ -------L-------」--------＇―-------L-------」--------L_______ l_------」-------＿L______________ ---------------

i●技術目標5高付加価値製品等の製造技術の開発

L--------/[//／：------]---------------［＿―------------I_--------------l---------------[＿-------------l_--------------l---------------I_--------------[――------------------------------------------------------_』
●技術開発項目 5-1下水灰（下水汚泥燃焼灰）、溶融スラグの肥料化・普及を図る技術【変更】

く応用研究＞【変更】
1)高品質下水汚泥の調査
2)高品質下水汚泥の選択的燃焼技術の研究
3)高品質灰・溶融スラグの産業利用に向けた加工技
術の研究
4)市場システム化研究
5)焼却炉への影響評価

実証研究
1)運用試験
2)施用試験
3)性能・経済性・環境性評価
4) 製造•利用マニュアル策定

C ---------------------------------------------------------------------------------------------------------------

-----_]--------l_------l_-------l_------［--------l_-------l_------I_-------l_------［_＿＿ 
●技術開発項目 5-2下水汚泥由来の高付加価値製品製造に関する技術

く応用研究＞、く実証研究＞
1)超高温炭化による活性炭としての利活用、焼却灰の吸着材利用等や汚
泥発酵技術を活用したセメント原料等製造の効率化のための技術開発
2)長期運用試験
3)性能評価
4)ガイドライン作成

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------

] [ ］ |-［ ］ ［ ］ | ［ 
i●技術開発項目 5-3汚泥炭化（乾燥、水熱炭化）、発酵等による肥料化技術の効率化

く応用研究＞、く実証研究＞
1)汚泥炭化（乾燥、水熱炭化）、発酵等による肥料化技術の効率化技術の開発
2)長期運用試験
3)性能評価
4)ガイドライン作成
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く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
・無害化手法の開発

く基礎研究＞
1)肥料や溶存態としてのリン、アンモニア等評価対象製品の選定・抽出手法
2)安全性評価手法の開発
3)バイオマス再生製品の安全性評価手法の適用性評価
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技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング、関係省庁との連携による関連の規制や助成等の制度見直し（基礎研究段階）研究機
関における研究の支援、情報提供（応用研究段階）新技術のガイドライン策定と周知活動（普及展開）計画設計指針への反映のため
の指針改定、必要な事業の支援、再生製品に関する製造、購入への助成や利用促進のための国民的広報活動・省エネ・創エネ技術、資
源利用技術の基礎研究レベルから実用化段階までの技術開発、普及展開・導入促進及び、そのための検討体制強化

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究国及び地方公共団体におけ
る専門分野の技術支援

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）課題や必要とする技術に関する情報提供、現地調査や実験への協力、他実施主体との共同研究（普及展開）
事業計画への反映、新技術の積極的な導入、他分野との連携

民間企業の役割
各種マニュアル、ガイドライン等作成支援等（主にコンサルタント）（基礎研究段階）要素技術の開発、（応用研究段階）低コスト化、高効
率化に関する研究（主にメーカー）

日本下水道事業団の役割
（常時）地方公共団体のニーズの把握（応用研究段階）代行機関として民間企業との共同研究（普及展開）実証成果をガイドライン
化、マニュアル化するとともに、代行施行における導入検討

日本下水道新技術機構の役割
（常時）地方公共団体のニーズの把握（応用研究段階）下水灰肥料化等の研究及び共同研究（普及展開）国や自治体が行うガイドラ
イン化、マニュアル化の策定支援、 FS実施による普及促進
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現状と課題

長期ビジョンI

中期目欄

技術開発分野ごとのロードマップ⑩創エネ・再生可能エネルギー

※（）内は新下水道ビジョン等の

該当するページを示す

・現在、下水道の水処理技術は、公共用水域の水質改善に寄与する一方で、膨大なエネルギーを消費している。 (3-17)

・下水道は、水、下水汚泥中の有機物、希少資源であるリン、再生可能エネルギー熱である下水熱など多くの水・資源・エ

ネルギーポテンシャルを有するが、その利用は未だ低水準。(4-106)

•初期投資に要するコストが大きいことと、規模が小さくスケールメリットが働かない処理場が多くあることが課題。 (4-106)

・再生水、バイオマスである下水汚泥、栄養塩類、下水熱について下水道システムを集約・自立・供給拠点化する。

・従来の下水道の枠にとらわれずに、水・バイオマス関連事業との連携・施設管理の広域化、効率化を実現する。 (3-17)

0エネルギーの供給拠点化
・下水汚泥のエネルギーとしての利用割合（下水汚泥エネルギー化率）を約 13%(2011年度）から約37%(2030年度）に増

加させ、地域における再生可能エネルギー活用のトップランナーを目指す。 (4-115)【地球温暖化対策計画別表 1-36】

0エネルギーの自立化
・下水処理場のエネルギー自立化を目指し、下水熱や下水処理施設の上部等を活用した太陽光発電等、下水道が有する

多様なエネルギー源の有効利用を促進する。（4-115)

中期目標運成のため
の課題

当面の技循目標(2030年） 将来技術目標(2050年）

課題1

処理場のエネルギーの供

給拠点化を実現するにあた

り先導的技術の導入が進ん

でいない。その解決のため、

多様な規模の処理場への

普及を促進するための先導

的技術の低コスト化、高効

率化に関する技術開発が必

要。

；竺°2_1_|＿＿29竺 l__2923_＿l_＿2921」__29竺 l__2929_＿l＿竺0_2_1__ _I __ ~?~~ __ J __ ~?~~ -- l __ 2翌o__ _I ___ 2_0_3_1_--: _____ --------------, 
！●技術目標1様々な再生可能エネルギー利用技術を組み合わせた中小規模処理場向 i
！ けエネルギー自立化技術の開発
-----―→―------- · --------~ ------― → 一―------・--------.--------,--------冒ー―------• ------— → 一―------------------------

：●技術開発項目 1-1中小規模下水処理場における草木系バイオマスエネルギー利用技術を活用した
汚泥処理（乾燥）の導入技術

く応用研究＞
1)システム開発
2)パイロット装置の製作

く実証研究＞
1)運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成

i●技術目標2低LCC化、エネルギー効率の高効率化による導入促進のため、新しいi
！ 濃縮脱水システムや新しい嫌気性消化リアクターの開発 ： 

！●技術開発項目 2-1濃縮工程の省略や脱水性能を改善した新しい脱水処理システム

: ＜実証研究＞【期間延長】
: 1)運用試験
: 2)性能評価
: I 3)ガイドライン作成

L，ニ―-江 ―＿ニ―ニ--―j―ーニ―ニニ―＿1―ニ--―＿ニ―＿Iニ--―ニ―＿工―＿ニ―ニニlニ―ーニ―＿ニ―＿I＿ニ---ニ―＿工―＿ニ―ニニlニ―ーニ―＿ニ―＿r＿ニ―----------------------―’ 
：●技術開発項目 2-2汎用型等新しい嫌気性消化リアクター

く基礎研究＞、く応用研究＞【変更】
1)低コスト化や小規模施設等に向けた新しい形
式のリアクターの検討
2)パイロット装置の製作
3)パイロット実験
4)実用性評価

く実証研究＞
1)運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成
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中期目標達成のため
の課題

当面の技肯目欄(2030年） 将来技術目標(2050年）

~2021 I 2022 I 2023 I 2024 I 2025 I 2026 I 2021 I 202s I 2029 I 2030 I 2031 ~ 

！●技術目標3下水道施設と下水資源を活用したエネルギー生産技術の開発
L ------• --------~ ------―→一―------. --------~ ------―→一―------·--------•一―-----—→一―------. ---------------------------' 

！●技術開発項目 3-1多様な植物バイオマスからのエネルギー抽出・回収技術

く応用研究＞
1)システム開発
2)パイロット装置の製作
3)パイロット試験
4)事業性評価

く実証研究＞
1)運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成

-----―I―-------[―-----―J―------―I―-------［―-----―J―------―I―-------[―-----―J―------―I―--------------------------
---------------------------------------------------------------------------------------------------------

！●技術開発項目 3-2下水で培養した微細藻類からのエネルギ一生産技術

く応用研究＞
1)下水処理場における回収・脱水技術の適用性評価
2)下水処理場での微細藻類由来エネルギ一生産量評価手法の開発

く基礎研究＞
1)地域特性に応じた有用植物の
利用可能性評価
2)植物別のエネルギー抽出に関
する基本技術の開発

く実証研究＞
1)現地フィールドでの実証実験
2)ガイドライン作成

課題2

下水道施設のエネルギー

の供給拠点化、エネルギー

の自立化を実現するにあた

り、未利用のバイオマス等を

活用するための要素技術の

開発が進んでいない。その

解決のため、未利用のバイ

オマス等を下水道施設でエ

ネルギー化するための革新

的な技術開発が必要。
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！●技術開発項目 3-4膜ろ過・嫌気処理による省エネ・創エネ型水処理技術

! ＜応用研究＞、く実証研究＞
: 11)膜による下水直接ろ過手法の開発

[ :ニーを活用したF0膜ろ過によるエネルギ一回収
: I 3)膜ろ過・嫌気処理による省エネルギー、汚泥発生抑制システムの構築

ビ―＿ご―＿-Jニ―--＿ご―_1―一ロ―＿ご―こI―＿ご―_ご―--Jニ―こご―_1―＿ご―ニ―--_I―一ロ―＿ご―＿-Jニ―こ―こ―_1―＿ご―_ご―こlご―＿ご―こ―_［―＿ご―＿ご―＿ご―こ―＿ご―＿ご―＿ご―_ご―＿ご―
：●技術開発項目 3-5下水熱の利用技術

く応用研究＞、く実証研究＞
1)下水熱の効率的利用技術の開発
2)長期運用試験
3)性能評価
4)ガイドライン作成

---------------------------------------------------------------------------------------. _-_-_-_-_-1-_-_-:::: T_-_-_-_-_-_-_r_-:::: T_-_-_-_-_-_-1-_-:::: :_r_-_-_-_-_-1-_-_-_-_-_-_-1-_-:::: :_r_-_-_-_-_-_-r_-_________________________. 
：●技術開発項目 3-6汚泥炭化（乾燥、水熱炭化）、熱分解ガス化等による燃料化技術の効率化 ＇ 
く応用研究＞、く実証研究＞
1)燃料化技術の効率化技術の開発
2)長期運用試験
3)性能評価
4)ガイドライン作成
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課題2（続き）

下水道施設のエネルギー

の供給拠点化、エネルギー

の自立化を実現するにあた

り、未利用のバイオマス等を

活用するための要素技術の

開発が進んでいない。その

解決のため、未利用のバイ

オマス等を下水道施設でエ

ネルギー化するための革新

的な技術開発が必要。

：●技術開発項目 3-7余剰バイオガスの集約、利活用技術の効率化

く応用研究＞、く実証研究＞
1)余剰バイオガスの集約、利活用
技術の効率化技術の開発
2)長期運用試験
3)性能評価
4)ガイドライン作成

______ _J_＿ここご［こロニ］こここ―――I_-：:：ここ［こここ―]こごニエ＿ご＿ー――二［ここご］＿―-ご＿ーニエ＿ーここご＿ご＿ーこここここご＿一[
i●技術開発項目 3-8小水力技術の効率化

I各原塁悶芦翡芦）開発 I 
: 12)長期運用試験 3)性能評価 4)ガイドライン作成

; ------[――――――--|―――――--]――――----l――――――--|―――----]―-------l―-------|―------］―-------l―--------------------------: 

技[iiii;`ここごご二二：：I
4)ガイドライン作成

- - - - - - T - - - - - - - --- - - - --―→―-------·-------―~------―→一―------·-------—~------—,--------1・-------------------------_ _: 

！●技術目標4汚泥直接、汚泥由来バイオガスや硫化水素などからメタン、水素、 CO2等i
！ の有効利用ガス成分の効率的な分離・濃縮、精製、回収技術の開発 ！ 

------.-------—~------—•—- ------·--------~------―→一―------·--------~------―→一―------. --------------------------' 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------

：●技術開発項目 4-1分離膜や固体吸収剤等を用いた焼却排ガス・バイオガスからの高効率 CO2分離
：技術

く応用研究＞
・高効率な分離回収技術
の開発

く実証研究1>
•石炭火力発電所等での大規模実
証事業

l 

く実証研究2>
1)下水処理場での長期運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成

. ---------------------------------------------------------------------------------------
,------J------」--------l_-------［_＿＿__＿」--------l_-------［__＿＿＿＿」--------r_-_-_-_-_-_-_]_____ -----------------------
：●技術開発項目 4-2バイオガスや汚泥や処理水から直接水素を抽出製造する技術

く実証研究1>
・バイオガスからの水素改質技術の技術革新を踏まえた下水処理場への実装・実証

く応用研究＞
・下水汚泥の熱分解、下水処理水と海水の塩分濃度差利用、下水
汚泥から水素を直接製造、下水処理水とマグネシウムから水素
及び酸化マグネシウムを製造等の水素製造技術の開発

く実証研究2>
1)下水処理場での長期運用試験
2)性能評価
3)ガイドライン作成
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課題2（続き）

下水道施設のエネルギー

の供給拠点化、エネルギー

の自立化を実現するにあた

り、未利用のバイオマス等

を活用するための要素技術

の開発が進んでいない。そ

の解決のため、未利用のバ

イオマス等を下水道施設で

エネルギー化するための革

新的な技術開発が必要。

_j__ ____ J _______ J__ ______ j__ ____ J _______ J__ ______ j__ ____ J _______ J__ ______ j__ ________________________ _ 
●技術開発項目 4-3太陽光発電等を用いて製造したカーボンフリー水素を活用したメタネーション技術

く応用研究1>、く実証研究2>【変更】
・ガスコジェネ導入促進等の水素製造コスト低減に向けた技術開
発、実証

I 〗水り］り轟盆こ吹き込むメタネーション技術の開発 I 
く実証研究2>
1)下水処理場での長期運用試験
2)メタンの供給や利活用に関する調査
3)性能評価
4)ガイドライン作成
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中期目標達成のため
の課題

課題3

処理場のエネルギー自立

にあたり、未利用エネルギ

ーの効果的な利用のため

の要素技術の開発、低コス

ト化とシステムとしての導入

が進んでいない。その解決

のため、既存施設における

再生可能エネルギー等の

エネルギー利用効率向上

に関する技術開発が必要。

当面の技肯目欄(2030年） 将来技術目標(2050年）

~2021 I 2022 I 2023 I 2024 I 2025 I 2026 I 2021 I 202s I 2029 I 2030 I 2031 ~ 

！●技術目標5嫌気性消化に関する各種バイオマス受け入れも視野に入れた運転管i
！ 理方法や既存システムの改良技術の開発
-----.--------,------―,--------. --------、-------―→一―------·------―一 ヽ—------―,--------. ------------------------

：●技術開発項目 5-1嫌気性消化をモニタリングする技術と既存消化槽の活用技術

翌 戸声
4)パイロット試験
5)実用性評価

く応用研究2> ＜実証研究2>
・簡易遺伝子解析ツールの 1)プロトタイプの開発
開発 2)実運用試験

--------------------------------------------------------------------------------------------------------------,~---_-_-_-_] _-_-_-_-_-_-_-_T -_-_-_-_-_-_-_r _-_-_-_-_-_-_-_r_-_-_-_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-_-_r _-_-_-_-_-_-_-_r_-_-_-_-_-_-_-_T_-_-_-_-_-_-_-_r _-_-_-_-_-_-_-_r _-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_-_ 

i●技術開発項目 5-2高濃度濃縮技術、汚泥可溶化、マイクロ波の活用等消化性能を向上させる等に
：ょる既存消化槽の高効率エネルギ一生産・回収型への転換技術

く応用研究＞
1)既存消化槽の効率性評価技術
の開発
2)適用可能改良技術の開発

く実証研究＞
1)実証装置の製作と導入
2)性能評価とガイドライン作成

-----―[――――――--「―-----―]―------―l―-------「―------]―------―l―-------「―-----―]―-------I―------------------------
----------------------------------------------------------------------

！●技術開発項目 5-3消化槽ではない既存躯体を用いた消化設備技術

く応用研究＞
・既存躯体を用いた消化設備技術
の開発

く実証研究＞
1)実証装置の製作と導入
2)性能評価とガイドライン作成

--------------------------------------------------------------------------------------------------------------

i●技術目標6熱利用による下水処理場でのエネルギー利用効率化技術の開発 i 
------. --------~------—→一―------. --------.--------. --------. --------.--------. --------. ------------------------

●技術開発項目 6-1バイオガス発電、汚泥焼却等の廃熱利用の効率化に関する技術

く応用研究＞、く実証研究＞
1)要素技術の高効率化とシステム
開発
2)発電廃熱及びそれ以外の廃熱
の利用可能性調査と要素技術
の開発
3)熱利用先※の適用拡大に関する
調査研究
4)運用試験と性能評価
5)ガイドライン作成
※ガス事業者、地域等と連携し地
域の熱供給拠点の一角としての
役割・貢献について調査
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技術開発の実施主体と想定される役割

国・国土技術政策総合研究所の役割
（常時）上記のロードマップの整理とローリング、関係省庁との運携による関連の規制や助成等の制度見直し（基礎研究段階）研究機
関における研究の支援、情報提供（応用研究段階）新技術のガイドライン策定と周知活動（普及展開）計画設計指針への反映のため
の指針改定、必要な事業の支援、再生製品に関する製造、購入への助成や利用促進のための国民的広報活動・省エネ・創エネ技術、資
源利用技術の基礎研究レベルから実用化段階までの技術開発、普及展開・導入促進及び、そのための検討体制強化

大学等の研究機関（含む土木研究所）の役割
基礎研究の推進、大学・土木研究所等の連携による研究の実施、下水道と他分野の連携による調査研究、国及び地方公共団体にお
ける専門分野の技術支援

地方公共団体の役割
（基礎・応用研究段階）課題や必要とする技術に関する情報提供、現地調査や実験への協力、他実施主体との共同研究（普及展開）
事業計画への反映、新技術の積極的な導入、他分野との連携

民間企業の役割
各種マニュアル、ガイドライン作成支援等（主にコンサルタント） （基礎研究段階）要素技術の開発（応用研究段階）低コスト化、高効
率化に関する研究（主にメーカー）

日本下水道事業団の役割
（常時）地方公共団体のニーズの把握（応用研究段階）代行機関として民間企業との共同研究（普及展開）実証成果をガイドライン
化、マニュアル化するとともに、代行施行における導入検討

日本下水道新技術機構の役割
（常時）地方公共団体のニーズの把握（基礎研究）自然エネルギー活用等の省コスト技術に関する研究（応用研究段階）コスト低減
技術等民間企業との共同研究（普及展開）国や自治体が行うガイドライン化、マニュアル化の策定支援、 FS実施による普及促進
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技術開発分野ごとのロードマップ⑪脱炭素社会に資する下水道システム

※（）内は新下水道ビジョン等の
該当するページを示す

下水道はわが国の年間消費電力量の約 0.7％を占める大口需要家。省エネルギー対策により維持管理コスト縮減が図られる
が対策状況は処理場ごとに差が大。

現状と課題 I‘ 
下水道の温室効果ガス排出量は、地方公共団体の事業の中ではウェイト大。温室効果ガス排出量の削減は目標に不十分。
(4-120) 

(1)省エネルギー化・汚泥処分量削減・温室効果ガス排出量削減により、環境に配慮した汚水処理システムの構築を図る。
長期ビジョンI(3-18) 

(2)2050年カーボンニュートラル実現【加速戦略11-2-1-1】

(1)省エネルギー対策：下水処理水量当たりのエネルギー消費量を毎年約 2％減少、2030年に約 60万t-C02(2013年度
中期目欄 I比）の削減。【地球温暖化対策計画（参考ー57)】

(2)2030年度の温室効果ガス排出量を 2013年度比で 208万t-C02削減【加速戦略II-2-1-2】

中期目標違成のため
の課題

課題1

全体最適化に関する事項

下水道における電力使用量

は、水処理工程が約5割を占

めているが、水処理にかかる

電力使用量原単位（処理水

当面の技術目標(2030年） 将来技術目欄(2050年）

~2021 I 2022 I 2023 I 2024 I 2025 I 2026 I 2021 I 202s I 2029 I 2030 12031 ~ 

i●技術目標1下水道施設の省エネ・創エネとあわせたエネルギー消費最小化とエネル！
！ ギー自立に向けた技術開発
----―マー―----―→―-----―,--------.--------, -------. -------. -------, -------, -------'--------------------------------

'―--------------・---------------------------------------------------------・----------------------------------------

：●技術開発項目 1-1下水道施設の省エネ・創エネとあわせたエネルギー消費最小化とエネルギー自立

く実証研究＞、く普及拡大＞
・下水道施設の省エネ・創エネ・再
エネとあわせたエネルギー消費
最小化とエネルギー自立化技術
を実用化
・下水道施設の条件に応じたエネ
ルギー自給率目標を設定

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
・全ての下水道施設のエネルギー自給率を指標化
し、条件に適したエネルギー自立化技術を利用可
能とする
・好適条件の下水道施設のエネルギー自給率を向
上、具体的な箇所数および目標数値（％）は今後検
討して定める

量当たりの電力使用量）は若 I C------ • ------- 〒 ー―----― → 一―----- , -------,--------, -------・-------・-------〒ー―----―呵ー―------------------------------

干悪化傾向となっている。 (4-
123) I’―------L-------L-------L-------L -------i -------J-------J--------＇--------＇--------L--------------------------------

i●技術目標2水処理・汚泥処理の最適化に資する技術開発 ： 
-------------―マー―----―→一―----―,-------,--------, -------、-------- , ------- - -----—ー マ ー―------------------------------電力費は下水道維持管理費＇ 一 T 

の約1割を占め、東日本大震I: ' -------・------------------------. -------. -------,_ ------,_ -------・--------’―---------------------------------------

災以降エネルギー価格が上 ，
：●技術開発項目 2-1水処理・汚泥処理の全体最適化による省エネ技術（流入有機物の回収による水処
， 理負荷軽減、担体利用技術、微生物燃料電池等）

昇していることから、下水道

事業経営への影響が増大

し、将来的なリスクも懸念さ
れる。(4-125)

経済的で導入しやすいエネ

ルギー自立化技術、水処理・

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
・流入有機物の回収による水処理負荷軽減技術、担体利用技術、省エネ型膜処理技術、
アナモックス反応活用技術等の開発、導入を進めることによりエネルギー最適化を進め
る
・具体的なエネルギー原単位の目標値は今後検討して定める

--------------------------------------------------------------------------------
汚泥処理での省エネ技術、 '―-----＿I_＿＿＿＿＿＿］_＿＿＿＿＿_]＿_＿＿___」-------_［＿_＿＿__＿[＿＿_＿＿＿＿［_＿＿_＿_＿I__＿_＿＿_]------＿］_------------------------------―'
全体最適化技術が必要。 i●技術開発項目 2-2_I_CT（センサー、CFD等）、AIを活用した省エネ水処理技術（流入水量・水質の変動 ：

にあわせた曝気風量の制御や酸素溶解効率の向上等によるエネルギー最適化）

く応用研究＞、く実証研究＞
・JCT、AI等を活用した省エネ水処理技術の開発、導入を促進することによりエネルギー最
適化を進める
・具体的なエネルギー原単位の目標値は今後検討して定める
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課題1（続き）

全体最適化に関する事項

●技術開発項目 2-3送風プロセス（送風機、制御システム、散気装置等）の最適化による省エネ技術

く普及拡大＞、く実証研究＞
・撹拌機、散気装置等の省エネ型機器への更新を進める
・散気装置と送風機の最適な組み合わせや適切な制御運転方法の検討、普及を進める
・具体的なエネルギー原単位の目標値は今後検討して定める

r_ -_ -J_::: :・_・1_・_-_-_-_-_r_・_-_-_-_-r_ -_ -_ -_ -_ -_ L:: J_-_-_: J_-_-_-_-_-_1・_-_-_-_-J 
. ------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 2-4活性汚泥法代替の曝気を行わない省エネ型水処理技術（散水ろ床タイプ、嫌気
性処理、湿地処理等）

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
・標準活性汚泥法代替の曝気を行わない省エネ型水処理技術（標準法代替）の実用化
・具体的なエネルギー原単位の目標値は今後検討して定める

::::::―[―――――――[―――――――I―――――――]―――――――]―------J―-------「―-----―[―-----―[―-----―I―-----------------------------
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------
●技術開発項目 2-5汚泥の濃縮、脱水、嫌気性消化等の各プロセスの省エネ性を向上させる技術

下水道における電力使用量 ＜応用研究＞、く実証研究＞
は、水処理工程が約5割を占 ・省エネ型機器の開発
めているが、水処理にかかるI•具体的なエネルギー原単位の目標値は今後検討して定める
電力使用量原単位（処理水
量当たりの電力使用量）は若 —------ -----------------------------------------------------------------------------------------------

干悪化傾向となっている。(4---------[-------[------＿l_＿＿＿＿_＿l__＿_＿＿＿l_＿＿＿＿＿＿l_------I--------[_------[------_l_----------------------------
123) ●技術開発項目 2-6汚泥のエネルギー化により、省エネと創エネを同時に行う技術の高度化（低含水

化、汚泥移送、燃料化、焼却発電等）

電力費は下水道維持管理費 く応用研究＞、く実証研究＞
の約1割を占め、東日本大震 ・消化槽撹拌機、汚泥濃縮機、汚泥脱水機の省エネ型機器への更新を進める
災以降エネルギー価格が上 ・低含水率化、燃料化等の創エネ技術の高度化を進める
昇していることから、下水道 •上記により汚泥処理工程におけるエネルギー削減を促進する

事業経営への影響が増大

し、将来的なリスクも懸念さf[ -----------------------------------------------------------------------------------

れる。(4-125)
--------------I_------l_-----＿]--------l_------l_------［＿------[_------I_------l_----------------------------―’ 
●技術開発項目 2-7エオヽ ルギーマネジメント

経済的で導入しやすいエオ1く応用研究＞、く実証研究＞ヽ ・エネルギー使用の見える化や情報通信インフラの高度化技術を活用したエネ
ルギー自立化技術、水処理・ ルギーマネジメントシステムの開発
汚泥処理での省エネ技術、 ・実証試験、性能評価

全体最適化技術が必要。
---------------------------------------------------------------------------------------------------------------
『―-- - - - _ ［ ＿ ＿ ＿ ＿ _ ＿ ＿ I _ -----_ l _ ＿ ＿ ＿ _ _ ＿ ］ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ］--------l _ ＿ _ ＿ ＿ ＿ _ [ ＿ -----_ [ ＿ ------I _ -----＿ l _ -----------------------------
！●技術開発項目 2-8水循環・環境、物質循環、エネルギー、 GHG削減等を勘案した下水道・流域管
：理・社会システムの全体最適に向けた調査研究等

く基礎研究＞、く応用研究＞
・地域全体をみた資源有効利用、放流先、エネルギー消費等の観点からの水処理・汚泥
処理の全体最適化に向けた調査研究
・下水道由来のバイオマスの利活用による社会への貢献度や GHG排出量削減効果評
価手法に関する調査研究

----------------------------
----------------------------

技術開発項目 2-9化石燃料使用機器の電化やカーボンフリー燃料利活用

く応用研究＞、く実証研究＞
・雨水ポンプなど化石燃料使用機器についての電化やバイオ燃料利用を可能とする技
術の開発
•実証試験、性能評価
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課題2
CH4,N2O の排出削減に
関する事項C

CO2の約300倍の温室効果

を有する N20について、温

対計画では、下水汚泥焼却

施設における燃焼の高度

化(2030年における高温焼

却率目標100%）やN20排出

量の少ない焼却炉の普及

等により、焼却に伴う凡〇

排出を削減するとしている。

（温対計画別表3-5)

水処理、汚泥処理における

経済的で導入しやすい N20

排出抑制技術が必要。

i●技術目標3下水道から排出される CH4、N20の排出削減に関する技術開発 i 
-----・-------ョ-------,--------.--------, -------, -------. -------. -------. -------'---------------------------------

！●技術開発項目 3-1水処理における N20発生機構の解明、微生物群集構造の解析・制御等による排
出抑制技術の実用化

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
•各水処理方式における凡0 発生量の把握等データの蓄積
・N20発生機構の解明
・抑制運転等の技術の開発

r::::::1:::::1::::::r:::::r:::::r::::::r:::::::r::::::1::::::r 
i●技術開発項目 3-2水処理における C比発生機構の解明、排出抑制技術の開発

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
•各水処理方式における C比発生量の把握等データの蓄積
・C比発生機構の解明
・抑制技術の開発

' ------［ ―------― ―□ [ ―----ー/]／―----/ l ―------/］/―----/ ］ ―----＿ ーロ］／―＿-/ ]／―--― ―□ [ ―------― ―□ [― ------------------------------
：●技術開発項目 3-3汚泥高温焼却のコスト増加を抑制し、導入を円滑化する技術

く普及展開＞
・低含水化、廃熱利用、汚泥の補助燃料化等を
行う技術の普及展開

--―丁――---―[―-----―[―-----―l―----―l―-----―]――――ー一丁――ー一丁―-----「―-----―[―------------------------------
--------------------------------------------------------------------------------------------------------

●技術開発項目 3-4N20排出量の少ない、より高度な焼却技術
（多段吹込燃焼式流動床炉、二段燃焼式循環流動床炉、新型ストーカ炉等）

く基礎研究＞、く応用研究＞、く実証研究＞
•より高度な焼却技術の開発
・ゼオライトの触媒等を活用した新たな N20除去技術の開発

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------

●技し開発↓目3-5［省エ」・創工lと同時1にN2ol排出抑しJを達；する技［術
く応用研究＞、く実用化研究＞
・汚泥の炭化、乾燥による燃料化技術や脱水汚泥の低含水率化と組み
合わせた焼却発電技術等の開発
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指標化、定量化並びに技術
開発制度に関する事項
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2. 4 技術ビジョンの分野と新下水道ビジョンにおける中長期計画 （赤色文字部分が R6.3変更点）

1 「循環の道下水道」の持続 2 「循環のみち下水道」の進化

国土交通省重点施策項目
1(1)人モノカネの持続的

1(2)非常時のク
と1(プ3)レ国ゼ民ン理ス解向の上促進

1(4)下水道
2境(の1)創健出全な水環

2(2)水・資源・エ
2(3)汚水処理の 2(4)雨水管理の

2(5)世界の水と
2(6)新たな技術

な一体管理
ライシスマネジメ 産業の活性 ネルギーの集約・

最適化 スマート化 衛生軟、環境問題へ 開発と全国展開
ントの確立 化・多様化 自立・供給拠点化 の貢

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

事築全

1 ” 
管進 I B 耐 斎全 広広 化リ 新広 下新 新流 高流 リ水 資 自工 ア汚 手早法汚 ガ省 総雨 雨国 官経 国国 握技進技構全 海 4 

業管 活・国的
路 cc 震 雨国 報報 ク た報 水た 技総 度入 スの 源 立ネ ク水 法期 の水 スエ 合水 水際 民済 内際 術 術築国 外ヘ 五

|：: ： 

の T P 化 対的 内技 Jt な推 道な 術大 処水 ク供 の 化ル シ処 等・ 確処排ネ 的利 質貢 運協 市櫻 開 開 ヘ

理計 用なデ
雑． の、 策な 容術 イ進 事事 の改 理質 曾給 集 ギ ヨ理 の低 立理 出ル な用 嘗献 携カ 場準 発 発 の の合
持ロ 策耐 D の・ 卜 メ体 業業 普革 等情 理拠 約 l ンの 認コ 全量ギ 浸の 理 のの の・ の 普 普

面 l に 曾ポ 定津 B 充手 力 I 制 の展 及 の親 等点 の ブ早 入ス 体 の I水推 の 推戦 国基 l 体 及 及計
のタ 向 理ツ ・波 の 実法 ジの 見開 促 推の の化 供 供 ラ期 卜 で削対 対進 推 進略 際準 ズ 系 展 展

制ベ け 基卜 昔化 構 の

i 
の拡 えの 道 進活 強 給 給 ン概 型 見減策 策 進 的 化化 と 化 開 開

度 l た 準等 及 簗 確 確充 る支 用 化 拠 拠 の成 下 た の 展 の シ ス
実証テーマ 化ス 方 の _,,_ 上 化援 推 点 点 策に 水 最 温 推 開 推 l 連 キ

の 策 活 活 進 化 化 定向 道 適 室 進 進 ズ 携 l 
楕 の 用 用 の 及 け 整 化 効 の の ム

項 技術
課題 目標 検 の 促 強 び た 備 手 果 把 推 の

目 開発分野

人がこの可口た減能めな少、整に整傭合帽わ手・法費せ理がた施手明法設示規をされ提模て示のい及培なび減い効や。果処分理析水が費必の要変で更あ等 設人整口減偏少や時曾代理方に適法しのた明施示 ． ◎ 2 
る。

低またコス気トか温つ変短化期や間経で年整変備化可に能よなる手影法響がが確明立確さにれなてっいてないいな。 低コストかつ短期間で整
備可能な手法の実用化

い。
● 1 

①な下持水続道可シ能
をこの図たるめとと`もガにイ、ド手ライ法ンの策事定後に評よ価り・低改コ良スがト必型整要備であのる水。平展開

ス（再テ構ム築ー）1 下や水評価道シ手ス法テがム示のさ効れ率て的いな運い営。のための、具体的な壱理基準 チ菅のマ理策ー定レクベなルどのの基評準価や指ベ標ン
◎ ◎ ◎ ． ◎ ◎ ◎ ◎ 8 このため、評価11i福を策定する必要がある。

施

下をやル有水地にし域比道て経しはお、管済具り柔に、体今貢・的処後軟な瑳のす取場住る組等こ民がのとニ進がスーん可トズッで能クにいでや対なあ処応いる理し。が、水、生・そ汚活の泥者ポ等のテの利ン資便シ源性ャ

住民の生活利便性向上に
設 資する下水道システムの
の 開発

◎ 1 ＊ ． 
理 このため、住民の生活利便性向上手法を開発する必要があ

と る。

: 効率的な下水道システムの為の分析データが十分にそろって デ築＿・活タ用ペしーたス各シ種ス分テム析を構いない
向 このため｀効亭的なデータペース構簗及び効果的なデータ ． ． 2 
上 ベース活用技術が必要である。

管準路及び・処技理術場が等整の備効さ亭れ的てない予な防い保。全型糠持管坦のための基 翡菅路・処理場等曾理の迅
②な下持水続道可シ能

・低コスト化のための

このの設た定め、基、迅準速類化の・策低定コスがト必化要ので為あのる技。術開発及び開発目福 開発、基準類の策定 ◎ ． 2 
ステムー2
（健全化` 老
朽化対応、 新技術の開発、導入に当．導た入っをて推は進リスすクる、た陣め害のが体存制在やす評る価。-産ロジ官ェ学クがト一とし体てとのな研った究プ開
スマートオペ 法のたのめ整、備新が技必術要ので開あ発る、。 方 ． ． ． ． ● 5 
レーション） 発

及た国開め発がびの新主プロ基技導ジ準術しェた策導ク新定入トたのや・普な設財及技琶政の術、支 ． 1 
援

被公が害共、多の団発体最す小にるお化自いを然て図災はる害「ほ減をぽ災踏全」まのてえで考て下え改水方訂道がさB重れC妻たPをでマ策あニ定りュ、アし各てル地いに方る 披震災害」•津のの考波最え対小方策化に手を基法図づのるく確「地減立

市すま制沿設たっ町こデをたと、整村ー災が見帽タの必害ベ直す実要時ーしる行はでのスこしあ十支とにやがる援よ分す。必り活とい支夏は動段援言でを階活あえ円的動るな滑な。いの化下。たす水地める道方のたB公情めC共P報にの団保策体全笞定、国・特提方下に供法水中をの道小示体施
． 1 

防
災

危 ③波地対委策•津
過去の大規ご害手度と模法を状の適況を地分砥格震デ析立にーで、評被すタ対を価る災策集こすし手と約たるが法下し手必がて水法分要充道も析で実確箱あしし立設、てるすの各い。る構取特なこ追性りいと組符を。がむこ考11必のぺ慮、妻艦たきしでめ持対たあ、

大規模地策の確空手を法対`優象先とした管遅特性 耐巴対 度評

機
過耐策去震の優の対被策先

価手法 立

管
理

るま維術対以。た持て策・手、、をし過法こな実れ去をが施確らのらでに立耐、き短よす震るり期るよ診地間こう断方と支・o低公が援itコ必共す震ス要団る榊ト体ででこ強あと耐、工特がる震事に必。補を中要強分小で工析あ市事しる町が、。村施でが設き確稼る技実慟にを

． ． 2 

●：同様の記述がある、 ◎：キーワードが一致する
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国土交通省重点施策項目 1.「循環の道下水道」の持続 2.「循環のみち下水道」の進化

1(1)人モノカネの持続的 1(2（シ)非ス常マネ時ジのメク
と1(プ3)レ国ゼ民ン理ス解向の上促進 産1(4業)の下活水性道 2境(の1〉創健出全な水環 2ネ(ル2)ギ水ー・資の源集・約エ・ 2(3適)汚水処理の 2(4)雨水管理の 2衛(生5)、世環界境の問水題とへ 2(発6〉と新全た国な農技開術

な一体管理
ライ

最化 スマート化 開 展開
ントの確立 化・多様化 自立・供給拠点化 の貢献

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

4 
事築全討経営確立事業

管進 I B 耐 豪全 広広 化リ 新広 下新 新流 高流 リ水 資 自工 ア汚 手早法汚 ガ省 総雨 雨国 官経 国国 掴技進技檎全 海

業•国 路 cc 震 雨国 報報 ク た親 水た 技総 度入 スの 源 立ネ
シク水処
法期 の水 スエ 合水 水際 民済 内際 術 術築国 外章

管理 活用的な 健全
‘管 の T P 化 対的 内技 )t な推 道な 術大 処水 ク供 の 化ル 等・ 確処排ネ 的利 貢貫 連協 市標 開 開 ヘ

ヘの 合
技術理に
維・ の、 策な 容術 イ進 事事 の改 理 1't 管給 集 ギ ヨ理 の低 立理 出ル な用 管献 携カ 場準 発 発 の

計デ 化 持口 策耐 D の・ 卜 メ体 業業 普革 等情 理拠 約 l ンの 導コ 全量ギ 浸の 理 のの の・ の 普
：計画 l に

維力の必要な

管ポ 定津 B 充手 力 1 制 の展 及 の輯 等点 の プ早 入ス 体 の I水推 の 推戦 国基 l 体 及
のタ 向 理ツ ・波 の 実法 ジの 見開 促 推の の化 供 供 ラ期 卜 で削対 対進 推 進略 際準 ズ 系 展 隈
制ベ け 基卜 普化 橋 の

i 
の拡 えの 進 進活 強 給 給 ン概 型 見減策 策 進 的 化化 と 化 開 閉

度 l た

月
準等 及 築 確 確充 る支 用 化 拠 拠 の成 下 た の 展 の シ ス

実証テーマ
化ス 方 の 立 上 化援 捲 点 点 策に 水 最 温 推 開 推 l 連 キ

楕の
策 : 活 進 化 化 定向 道 適 室 進 進 ズ 携 l 

検の
用

強の
及 け 整 化 効 の の ム

項目 開技発術分野 課題 目標 の び た 偏 手 果 把 推 の

大理規特模性津ごと波ので分被析災`し対た策下手水法道が施充設実のし構て造い特な性い、口維こ持の管た 価大耐規震手模対法津波を対象とした
策手法、優先度評

め対ある策`こ。とれ取連らり携組のし情むたべ報耐きを津集対波約策対のし策て優手分先法析度をしを確、評浸立価水すす対るるこ策手とやが法耐必も水確妻化立で
の確立 ． 1 

す以にるて対こ、策ことをれが実必に施よ要でりでき地ある方るよ公。う共支団援体する、特こに中,1ヽ市町村bるが。確実
とが必要であ ． 

非どに常応時じにたお段け階る的`被応災急の処状理況方や法施が設確の立匠されかてれいたな状い況。な 大常規時模の地段震階的・津応波急等処の理非方

このため｀地方公共団体、特に中,1ヽ 市町村の容易に実 法、優先度評価手法の確 ． 1 施できる、状況に応じた非常時の水系水灯リスクの低減立
③波地対震策•津 手法を確立することが必要である。

大等生規物に模等おいへ地て震のは等対放の策流非手先法常のが時水確に道お立水けされ源る塩へてお素のら耐影ず性響、への特あのにる対都病策市原が部微確
大常規時模の都地震市部・津に波お等けのる非水

系水只リスク削減手法の
立されていない。 確立 ． 1 

法連この携、各たの対めた策、めこののれ評計ら価画へ手手の法法対、等策水をと道確し事て立業のす者水るや系こ河水とが川只必部リス要局クで等削あと減るの手。

悶
大運理この規転シたス模菅めテ理地ム、震の非の対・常津確応時波立がの等が十情の必分報非要に伝常で出違時あ来手るにて段。おいいのなて確い情保。報、旅伝設連運や転施管設 設大常立規運時模の転情地管震報理伝シ・津ス違波テ手等ム段のの、非施確

◎ 1 

i 局える所技的術豪が雨十や分気で候な変い動。にこ対の応たしめた`雨雨水水管管理理にの関計す画るを計支 局伴う所極的端豪現雨象やI気候変動にこ対応した ． ． 
画ゃ論、降の雨確の立実と測シミにュ関レすーるシ技ョ術ンを開用発いがた必予蔓測で技あ術るの。開発

雨水管理の計画論の確立 2 
理

る土の影地確筈利宜把用捏状及況びの対変策化手に法よ ◎ 1 

で解下な水析い道手。法とこ河のの川確たが立め連を、携下支水しえたる道施技と設河術運川が用の必を一要支体でえあ的るるな技。計術画が策十定分と
下水道と河川との連携運
用を支える技術の開発 ． 1 

④（浸雨水水対管策理） 

施活報設用の情方利藷法活をと用観支方測え法情るの技報確術等立がを等起十が分点必とで蔓しなでたいあ既。る存こ。のスたトッめク、の観評測価情・施価点設と・活し情用た報既方と存法観スの測ト確情ッ立ク報のを評起 ． 1 

報配自助提信を供技促に術進関のすす開るる発効技等果術が的が必な十要リ分でアであルなるタい。イ。ムこおのよたびめ将情来報予取測得情や 測リ自ア助情ルを輯タ促提イ進供ムす手おる法よ効びの果将確的来立な予
● ◎ 2 

情たのめ報開`発の内選が水別必浸要、水水で情位あ報推るの定。効に率関する技術が十分でない。しの的・効果的な把握・活用手法

゜

リア；用ルしタたイ雨ム水観管測理情手輯法をの

出 ◎ 1 

都ない市。計こ画のやた住め宅、貯部留局浸等透との粕運設携にの関たすめる技の技術術開が発十等分がで必
都市計画や住宅分野との
運携を促進するための計 ． 1 要である。 画技法の確立

●：同様の記述がある、 ◎：キーワードが一致する
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国土交通省重点施策項目 1 「循環の道下水道」の持続 2 「循環のみち下水道」の進化

1(1)人モノカネの持続的 1(2（シ)非ス常マネ時ジのメク
と1(プ3)レ国ゼ民ン理ス解向の上促進

産1(4)下水道
2境(の1〉創健出全な水環 2ネ(ル2)ギ水ー・資の源集・約エ・ 2(3適)汚水処理の 2(4)雨水管理の 2衛(生5)、世環界境の問水題とへ 2(発6)と新全た国な展技開術

な一体管理
ライ 業の活性

最化 スマート化 開 展開
ントの確立 化・多様化 自立・供給拠点化 の貢献

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

事築全討経営

” 
管進IB 耐 豪全 広広 化リ 新広 下新 新流 高流 リ水 資 自工 ア汚 手早法汚 ガ省 総雨 雨国 官経 国国 掴技進技構全 海 4 

業•国 路 cc 震 雨国 報報 ク た精 水た 技総 度入 スの 源 立ネ
シク水処
法期 の水 スエ 合水 水際 民済 内際 術 術築国 外章

管理 活用的な 健全
‘管 の T P 化 対的 内技 It な推 道な 術大 処水 ク供 の 化ル 等・ 確処排ネ 的利 貢貢 連協 市標 開 開 ヘ ヘ

技術理に
維・ の、 策な 容術 イ進 事事 の改 理 I'! 管給 集 ギ ヨ理 の低 立理 出ル な用 管献 携カ 場準 発 発 の の合

計デ 化 持口 策耐 D の・ 卜 メ体 業業 普革 等情 理拠 約 l ンの 導コ 全量ギ 浸の 理 のの の・ の 普
普及 計

画 l に
維力の必要な
管ポ 定津 B 充手 力 I !Iii の展 及 の報 等点 の プ早入ス 体の I水推 の 推戟 国基 l 体 及

のタ 向 理ツ ・波 の 実法 ジの 見開 促 推の の化 供 供 ラ期 卜 で削対 対進 推 進略 際準 ズ 系 展 屡
制ベ け 基卜 昔化 構 の

i 
の拡 えの 進 進活 強 給 給 ン概 型 見減策 策 進 的 化化 と 化 開 閉

度 l た

月
準等 及 築 確 確充 る支 用 化 拠 拠 の成 下 た の 展 の シ ス

化ス 方 の 立 -"- 化援 推 点 点 策に 水 最 温 推 開 推 l 連 キ
実証テーマ

構の
策 : 活 進 化 化 定向 道 適 室 進 進 ズ 携 l 

検の
用 の 及 け 整 化 効 の の ム

項目 開技発術分野 課題 目標 の 強 び た 偏 手 果 把 推 の

オ術使ン用がサ状十イ分況トをで貯計な留い測・浸。すこ透るの技施た術設め等を、計画論に反映するための技 オをる反技ンサ映術イし開たト発貯計留画・論浸を透支施え設オンサイト貯留・浸透旅設の
◎ 1 を開発する。

雨が浸が水透必、技施要利術用設で面あをのに促る状つ。進況いすをてる計はた測未めしだの評十制価分度すでやるなた技いめ術。のがこ技必の術要たのめで開あ、貯発る留等・水価ス雨のテ水制利•菅ム利度用理の用時・技手確をに術法立促おの及進け確びする利立水る用、た質雨シめ評
◎ ● ◎ 3 

悶⑤（雨雨水水利管F理
合にい病流。こ原式の性下た微水め生道迅物越速へ流に水の計対対測応策す技のるう術技ちが術有必や機妻消物で毒以あ技外る術のがの指十開標分発、で等特な

病原性微生物等への対応
を明確にした合流式下水 ． 道越流水対策の確立 1 

危機管 等不）明水対用策、
が必要である。

不講明じら水れ対て策いになついい。てこ実の態ため把握`必`要影な響技評術価開J 対発策を通が十じて分こ 不評価明水と有の効実な態対把策握の、影確響立

理 れらを体系的に実施する必要がある。 ． 1 

合しこての流気た式候め下変影水動響道把に越よ握流るの水影た対響め策把の、握技不が法明十の水分確対解立策明等`雨さがれ水必て利要い用でなにあい関。
掴気候と有変効動なに対よ策る影の響確立の把

◎ ◎ 2 
る口

合が技流高術額式が下で必あ水要る道で。あ越こる流の。水た対め策維施持設管の理維費持用管を低理減に要するすたるめ費の用 合施減流す設る式のた維下め水持の道管技越理術流費の水用確を対立低策
◎ 1 

将来のる気用。候シス変テ動ムにをよよるり渇強水靭ななど循に環傭型えシ、ス都テ市ムの1一過性 都た築な市水の循水環需シ要スにテ応ムじのた構新の水利 こする必 ． 1 
要があ 。

地域の状況に応じた栄養塩類管理に必要な基本惰籟と 流域の栄養塩管理を含め
荷してが、的下i水道以外の排出源も含めた栄養塩類の流出負 た戦略的水環境管理の推
確に把握されていない。 進

⑥流減圏管 ． 1 理
閉鎖合性は水年域々へ増ための加に流しては入お、負非り荷、点量ア頭オに汚コ占濁・め赤負る瀬荷非のの点抑対源制策汚やが濁底必負貢要荷環での

|:七の改善の

将に関来す確る実知に見顕が在不化十す分る気であ候る変。動による水環境への影響
連気の候影の変響適動を応把策に握よをる推し下水進水環道境関へ

◎ 1 水
環
境

排態場避いて水すはに、流る不中こた入化明れめす学でまのある物で技下る質ほ術。水にとまやとんよた下政るど水生検策影処態討等響理影をがが水確響な見に立さがられ対す懸れてしる念たてい必場さ生な要れ合い態がての。影いあ対下響るる応水をが。に処回`つ理実

下水道しおける化学物質
と ムリスのク構の築評価・管理システ
水

◎ ● 2 循
環

我性測流とモすがが先デる国不のルたで明生にめはで態よに生あ系るはる物構影、。応造響生排答解解物水と析析応中水を答が化生含試不学生め験可物態た欠の質系総みでにへ合あなよの的るるらイなずイ。ン生ン処パ態パ理ク影ク水トト響ののを評関放予価連

水等生の生ため態の系影の響保評全価・再手生法

⑦リスク管
の開発

◎ ． 2 
理

ナ染がいらのばノ物。極開環物、発1'tめ流境質てをの出に中行重形プ代の要う態ロ必表ナで、セ要さノ濃、ス物れもが度の霞しるあ、そ推環の葦るれ定境測性。ら、定中にが削で着方減環の法目境対賽しの策にた性確悪の研が立影提究未、響案壽は知を、性ほの制及のと微御ぽん評量技すど価汚術なな

環墳の中測しお定け技る術微の量確汚立染と

物影響貢評価、 制御技術の開
◎ ● 発 2 

●：同様の記述がある、 ◎：キーワードが一致する
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国土交通省重点施策項目 1.「循環の道下水道」の持続 2.「循環のみち下水道」の進化

1(1)人モノカネの持続的 1(2（シ)非ス常マネ時ジのメク
と1(プ3)レ国ゼ民ン理ス解向の上促進 産1(4業)の下活水性道 2境(の1〉創健出全な水環 2ネ(ル2)ギ水ー・資の源集・約エ・ 2(3適)汚水処理の 2(4)雨水管理の 2衛(生5)、世環界境の問水題とへ2(発6〉と新全た国な農技開術

な一体管理
ライ

最化 スマート化 開 展開
ントの確立 化・多様化 自立・供給拠点化 の貢献

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

4 
事築全討経営確立事業

管進 I B 耐 豪全 広広 化リ 新広 下新 新流 高流 リ水 資 自工 ア汚 手早法汚 ガ省 総雨 雨国 官経 国国 掴技進技檎全 海

業•国 路 cc 震 雨国 報報 ク た親 水た 技総 度入 スの 源 立ネ
シク水処
法期 の水 スエ 合水 水際 民済 内際 術 術築国 外章

管理 活用的な 健全
‘管 の T P 化 対的 内技 )t な推 道な 術大 処水 ク供 の 化ル 等・ 確処排ネ 的利 貢貫 連協 市標 開 開 ヘ

ヘの 合
技術理に
維・ の、 策な 容術 イ進 事事 の改 理 1't 管給 集 ギ ヨ理 の低 立理 出ル な用 管献 携カ 場準 発 発 の

計デ 化 持口 策耐 D の・ 卜 メ体 業業 普革 等情 理拠 約 l ンの 導コ 全量ギ 浸の 理 のの の・ の 普
：計画 l に

維力の必要な

管ポ 定津 B 充手 力 1 制 の展 及 の輯 等点 の プ早 入ス 体 の I水推 の 推戦 国基 l 体 及
のタ 向 理ツ ・波 の 実法 ジの 見開 促 推の の化 供 供 ラ期 卜 で削対 対進 推 進略 際準 ズ 系 展 隈
制ベ け 基卜 普化 橋 の

i 
の拡 えの 進 進活 強 給 給 ン概 型 見減策 策 進 的 化化 と 化 開 閉

度 l た

月
準等 及 築 確 確充 る支 用 化 拠 拠 の成 下 た の 展 の シ ス

実証テーマ
化ス 方 の 立 上 化援 捲 点 点 策に 水 最 温 推 開 推 l 連 キ

楕の
策 : 活 進 化 化 定向 道 適 室 進 進 ズ 携 l 

検の
用

強の
及 け 整 化 効 の の ム

項目 開技発術分野 課題 目標 の び た 偏 手 果 把 推 の

す下る水た処め理の水知の見放が流十先分にでお1ける衛生学的な安全性を確保
まないロ

衛クの生制学御的手な法水の系機水築貴リス

放生流物先水域の衛生学的安全性を確保するための病原微 ◎ ◎ ◎ 3 

水 設計対画以璽策、'維"'や持太消管Z葦理技、術放に流関水す只る管知理見のをた集め積のし技、必術要をな確箱立

；切スク管
水系水貢リスクのさらなる低減に向けた検出・分析技術 感染症発生情報を迅速に
の向上、薬剤耐性菌•新型インフルエンザ等の下水中の 提築供可能なシステムの槽

水 理
監行視する技た術めのの開衛発生、感・医染療を部早局期とにの感連知携しシてス防テ除ム体の制屯に移 ◎ ． 2 

循 樟築等
環 が挙げられる。

段階的な応急処理方法に関わる水系リスクの低減手法 災害等緊急時に対応する
や水道事業体や河JII部局等との連携のための計画技法 ための衛生学的リスク管 ． 1 が確立されていない。 理手法の構簗

水能なの施供設給が拠少点な化しにおいて｀渇水時等に再生水を利用可 渇水時等に再生水を利用
ヽ 可能な施設の倍増に向け

た技術開発
必要な水貢•水量の再生水を必要な地点に供給できる柔
軟なシステム技術、省エネで経済的な技術等が必要

て国対は応、水をの図再り、利平用成に29関年す度るを国目際処標に準規化格にを関策し定幹す事る国。と（基し

準化） ． 1 

再生水利用の基安分には応準示定に化じさ性示たれさに、、雑れてお再持いてい生るい菅て水がな理、の現い、を病水行。考ま原質の慮た微要マし河生ニ件た川物基ュ、維処アに準持ル理対やで用技し影ては水術響再再、
生水利用用途

⑧再生水利 の選処理定技要件等

用 評生価手法術がの十

資
修景用水等の用途における水生生態影響についても同

： 
様ム．で伍あてる+。t における循環配ステムを槽築する上で

環 災ン平ド害常対時時策の対等都応の市等技のの術水多が環様必墳な要用の．途創造に向へけのた寄技与術の、促ヒ造ーがトア必イ夏フo ま間ちのづ創く出りにに資必す妻るな利水用辺を空

地
水平展開 ． 1 

球
温

す熱下のる水観と再利熱点用生との水いの評っ促の価た進同方エ時が法ネ利必等ル用蔓がギ技．必ー術要利、。用低と炭合素わ・循せ環て多型元まち的づにく活り用

下水熱利用と合わせて多
暖 元的に活用
化 ． ◎ 2 

: 
処導なす技規る理術的た模場技開めや発で術のの周のが先資辺導必導源環入蔓的集墳が。技約条進術件・ん供のので給低い異拠コなな点スいる化ト処。化そを理、実の場高現解へ効す決の率るの普化にた及にあめを関た、促す多り進先る様 地率を資向域源、消上をの化活さ間効せ用伐る率し材技て、等焼脱術の却水の未効効開利率発用

◎ ◎ 2 

⑨地減バイ 処業のや理選他の場択比の較バでがの、イ困判オ資簸断マ源とスのな集のたっ約て利め・供い用のる給情に。拠報関そ点すがの化る不解事を十決実業分の現性でたすの、め新る評、にた価広あな技域た施術連り策携の事 な及下比バ水較びイ処すLCオる理Aマた場評スめに価利のお等用LけにC技る関C術多評すを様価る
オマス ◎ ◎ 2 

開発が必蔓。 技術の開発

ン収下のを水要、活始素道用め技にとによ術す関っのるすて開下流る発水革域が中新か進に技らん含集術でまめのいれら開なれる発い栄たが。養費そ必源塩の要をや解。活ミ決ネ用のラすたルるめのた、回めリ
率下水的中回の収多に様関すな物る技貫術のの効 ． 1 開発

●：同様の記述がある、 ◎：キーワードが一致する
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国土交通省重点施策項目 1.「循環の道下水道」の持続 2.「循環のみち下水道」の進化

1(1)人モノカネの持続的 1(2（シ)非ス常マネ時ジのメク
と1(プ3)レ国ゼ民ン理ス解向の上促進

産1(4業)の下活水性道 2境(の1〉創健出全な水環 2ネ(ル2)ギ水ー・資の源集・約エ・ 2(3適)汚水処理の 2(4)雨水管理の 2衛(生5)、世環界境の問水題とへ 2(発6〉と新全た国な農技開術
な一体管理

ライ
最化 スマート化 開 展開

ントの確立 化・多様化 自立・供給拠点化 の貢献

1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 1 2 3 4 5 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

4 
事築全討経営確立事業

管進 I B 耐 豪全 広広 化リ 新広 下新 新流 高流 リ水 資 自工 ア汚 手早法汚 ガ省 総雨 雨国 官経 国国 掴技進技檎全 海
業•国 路 cc 震 雨国 報報 ク た親 水た 技総 度入 スの 源 立ネ

シク水処
法期 の水 スエ 合水 水際 民済 内際 術 術築国 外章

管理 活用的な 健全
‘管 の T P 化 対的 内技 )t な推 道な 術大 処水 ク供 の 化ル 等・ 確処排ネ 的利 貢貫 連協 市標 開 開 ヘ

ヘの 合
技術理に
維・ の、 策な 容術 イ進 事事 の改 理 1't 管給 集 ギ ヨ理 の低 立理 出ル な用 管献 携カ 場準 発 発 の

計デ 化 持口 策耐 D の・ 卜 メ体 業業 普革 等情 理拠 約 l ンの 導コ 全量ギ 浸の 理 のの の・ の 普
：計画 l に

維力の必要な
管ポ 定津 B 充手 力 1 制 の展 及 の輯 等点 の プ早入ス 体の I水推 の 推戦 国基 l 体 及

のタ 向 理ツ ・波 の 実法 ジの 見開 促 推の の化 供 供 ラ期 卜 で削対 対進 推 進略 際準 ズ 系 展 隈
制ベ け 基卜 普化 橋 の

i 
の拡 えの 進 進活 強 給 給 ン概 型 見減策 策 進 的 化化 と 化 開 閉

度 l た

月
準等 及 築 確 確充 る支 用 化 拠 拠 の成 下 た の 展 の シ ス

実証テーマ
化ス 方 の 立 上 化援 捲 点 点 策に 水 最 温 推 開 推 l 連 キ

楕の
策 : 活 進 化 化 定向 道 適 室 進 進 ズ 携 l 

検の
用

強の
及 け 整 化 効 の の ム

項目 開技発術分野 課題 目標 の び た 偏 手 果 把 推 の

⑨地域バイ 素がも用下含水技不すめる鮮道術たた資が明、め源不で下のあと十水技食る分道術と口で資その開あの源連発る解を携がと様決とを必も々の進要になため。、農めるシ林に、ス社水あテ会産たムシり物とス必しのテ要て生ムとの産なのあにる樺り活要方築
を下生利水室用道にし関資たす源農る・エ林技ネ水術ル産のギ物開ーの発 ◎ 1 

オマス
高付加価値製品等の製造
技術の開発 ◎ 1 

処理場のエネルギーの供給拠点化を実現するにあたり
様ギー々利な再用生技可術能を組エネみル合わ先導的技術の導入が進んでいない。その解決のため、多

様術なの規低模コスのト処化理、場高へ効の率普化及にを関促す進るす技る術た開め発のが先必導要的。技 せエ開ネた発ル中ギ小ー規模自立処化理技場術向のけ ． ◎ 2 

低LCC化｀エネルギー効
率の高効率化による導入
促進のため、新しい渥縮

◎ 1 脱水システムや新しい嫌
気性消化リアクターの開
発

⑩生ル創可ギーエ能ネエネ・再
用決ギ下自ー水立すのる化た道化ためす施をめ実る、設未のた現の利め要すエ用の素るネの革に技ルバあ新術ギたイ的ーのオりなの開、マ技発供未ス術給が利等開進拠用を発ん点の下がで化バ水必い、イ道エな要オ施ネい。マ設ル。スでそギ等エのーをネ解の活ル

活下水用道した施エ設ネとル下ギ水ー責生源産を
◎ 1 

技術の開発

オ有汚ら的メガ泥効なタス分直利ンや離接用、硫水ガ・．濃汚化素ス縮泥水成、、c素由分精o来な,の製等バど効、のかイ率回
◎ 1 

責 収技術の開発
源

処効ス既利テ理存用果ム場施効的となの設寧し利エに向てネ用お上のルのけに導ギるた関入再ーめすが生の自る進可立技要ん能術に素であエ技開いネた発術なルりがのい、ギ必開。未そー発要利の等、。用解低のエ決エコネスネのルトルたギ化ギめーとー、シの 嫌パ野や気イに既オ性入存マれ消シススた化受テ運にけム転関入の管すれ改る理も良各方視技種法
循

環
◎ ◎ 2 

地
球

術の開発

温 で熱の利エ用ネにルよギるー下水利処用効理率場
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 6 暖

化 化技術の開発

対
下水道1-おける冨力使用量は、力悪水使化処傾用理量向工原と程な単がっ位約て（5い処割る理を。水占

エギギ下ネ水ーーと消道自あ立費施わ最に設せ小向のた化け省エたとエネエ技ネルネ術・創ル開策 めているが、水処理にかかる電
量当たりの電力使用量）は若干悪イ傾となっ る。 ◎ ． 2 

電力費以業経降は下エ営ネ水へル道のギ維影ー持響価が管格理増が費大上のし昇、約将し1割来てを占め、東日本大
発

震道事災 い的るなこリとスかクもら懸、下念水さ 水化処に資理す・汚る泥技処術理舅の最這i
開発

れる。 ◎ ◎ ◎ ● ． 5 
経:エベ済F• 的血で導入しやすいエネルギー自立化技術、水処理・

⑪会下脱水に資炭道す素シるス社 C計少減(20画0なす23のいる0で年約焼とはにし3却、0てお下0炉倍いけ水のるのる汚普。高温泥及温室焼等焼効却に却果施よ率を設り有目、にす焼標おる却1け0Nに叩る2伴0）燃やにう焼つNNの22い00高排排て度、出出温化量を対削の
C下H水4、道N2か0らの排排出出さ削れ減るに関

する技術開発

テム ◎ 1 

水'"処』『m理●●、汚•心泥L●処̂理-における経済的で導入しやすいN20捨

規単いごると模位に事別はば業や茎ら主処がつ体理大きと方きが実く式あ、施別省るで等とエき想でネて定整ルいさ理ギなれーしいるた対事。エ策業ネを主ル十体ギ分等~に、実事用施業量し主原て体 ベ活ルンギ用チーしマ、効事ー率業キ改主ン善グ体促手の進法エをネ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ． 6 

エ入ネのル支ギ援ー技効術率等のが連必切要な。指標、ベンチマーキング手法導 カ現道術等ー技に開ボ貢発術ン献プにニロす関ュジるすーェたるトクめ新ラトルのたのな下の設技水実置 ． 1 

合 計 2 3 2 0 2 1 1 2 2 6 1 0 0 0 0 2 4 1 2 1 4 7 7 8 10 1 1 2 7 8 1 5 1 0 1 0 0 1 1 3 1 
●同様の記迩 )ヽ ぁる、 ◎ 干ーワード1l̀― 双 _S・る
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下水道に係る新技術の導入促進に向けた現状・課題と検討事項 
 



下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

技
術

開
発

全
般

3
産

学
官

の
連

携

【
現

状
】

・
下

水
道

業
界

と
接

点
の

少
な

い
異

業
種

と
の

連
携

推
進

の
た

め
「

ス
タ

ー
ト

ア
ッ

プ
チ

ャ
レ

ン
ジ

」
を

開
催

。
・

自
治

体
の

技
術

的
課

題
解

決
を

目
的

と
し

た
｢課

題
解

決
技

術
支

援
ツ

ー
ル

(試
行

版
)｣

を
令

和
4年

度
に

一
般

公
開

。
・

下
水

道
協

会
は

令
和

5年
度

よ
り

G
eマ

ッ
チ

ン
グ

事
業

を
開

始
し

、
官

民
情

報
共

有
・

収
集

の
場

を
創

出
。

・
下

水
道

協
会

は
下

水
汚

泥
肥

料
に

関
連

し
、

農
水

省
の

国
内

肥
料

資
源

の
利

用
拡

大
に

向
け

た
全

国
推

進
協

議
会

に
参

画
。

・
令

和
4年

度
に

実
施

し
た

関
連

企
業

に
対

す
る

ア
ン

ケ
ー

ト
で

は
、

「
技

術
開

発
に

必
要

な
情

報
の

入
手

先
」

に
つ

い
て

、
国

、
地

方
公

共
団

体
、

下
水

道
事

業
団

、
下

水
道

関
連

企
業

、
他

関
連

団
体

等
と

比
べ

て
、

海
外

や
異

分
野

等
の

回
答

が
少

な
い

傾
向

が
あ

っ
た

。

【
課

題
】

・
異

分
野

異
業

種
と

の
連

携
や

情
報

共
有

が
必

要
。

・
異

分
野

へ
の

積
極

的
な

ア
プ

ロ
ー

チ
。

・
異

分
野

・
異

業
種

と
の

情
報

交
換

・
共

有
の

場
の

設
置

。
・

各
種

取
り

組
み

の
認

知
度

向
上

の
た

め
の

相
互

リ
ン

ク
、

情
報

連
携

等
。

２ ． 導 入 検 討 時

技
術

の
信

頼
性

・
実

績
・

評
価

4
新

技
術

の
導

入
実

績

【
現

状
】

・
B-

D
AS

H
で

の
実

規
模

実
証

に
よ

り
、

新
技

術
の

初
号

機
が

順
次

導
入

さ
れ

て
い

る
。

・
B-

D
AS

H
技

術
に

つ
い

て
は

、
19

 技
術

で
計

18
5件

採
用

さ
れ

て
お

り
、

毎
年

採
用

実
績

を
調

査
・

公
表

。
・

下
水

道
事

業
団

の
よ

う
に

、
既

存
下

水
処

理
場

（
類

似
施

設
を

含
む

）
で

の
導

入
実

績
の

他
に

、
四

季
を

含
む

実
負

荷
実

証
テ

ス
ト

期
間

を
通

し
要

求
性

能
を

達
成

し
た

う
え

で
、

継
続

し
て

良
好

な
運

転
が

達
成

さ
れ

て
い

る
こ

と
を

最
低

限
の

採
択

条
件

と
し

て
い

る
例

も
あ

る
。

【
課

題
】

・
新

技
術

の
信

頼
性

の
向

上
。

・
導

入
実

績
の

少
な

い
技

術
の

リ
ス

ク
評

価
が

難
し

い
。

・
B-

D
AS

H
実

証
施

設
の

実
証

及
び

自
主

研
究

の
期

間
の

運
転

実
績

等
の

情
報

発
信

。
・

実
績

の
乏

し
い

新
技

術
の

導
入

を
積

極
的

に
行

う
自

治
体

に
対

す
る

国
の

支
援

施
策

（
維

持
管

理
費

の
補

助
、

補
助

率
増

等
）

。
・

過
去

の
導

入
実

績
が

技
術

選
定

の
主

項
目

に
な

ら
な

い
よ

う
な

国
の

指
導

。

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ

・
制

度
を

運
用

し
つ

つ
見

直
し

の
検

討
・

改
善

（
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
と

実
証

事
業

公
募

テ
ー

マ
の

関
連

付
け

等
）

。
・

大
学

発
の

技
術

を
起

業
す

る
た

め
、

国
や

下
水

道
事

業
団

な
ど

が
資

金
・

経
営

面
で

支
援

す
る

制
度

。
・

N
ED

O
の

ム
ー

ン
シ

ョ
ッ

ト
型

研
究

の
よ

う
な

制
度

。
・

標
準

仕
様

で
な

い
新

技
術

の
国

庫
補

助
対

象
化

。
・

幅
広

い
応

募
主

体
が

活
用

可
能

な
競

争
的

資
金

に
よ

る
研

究
制

度
の

拡
充

１ ． 技 術 開 発 時

体
系

的
な

技
術

開
発

技
術

開
発

制
度

の
充

実

③
今

後
検

討
す

べ
き

と
思

わ
れ

る
事

項
（

案
）

（
20

24
企

業
ア

ン
ケ

ー
ト

等
よ

り
抽

出
）

②
現

状
と

課
題

（
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
や

企
業

ヒ
ア

リ
ン

グ
結

果
を

参
考

）
①

自
治

体
（

一
部

民
間

企
業

）
か

ら
の

主
な

意
見

・
要

望
（

20
16

～
20

22
年

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

、
ヒ

ア
リ

ン
グ

等
よ

り
抽

出
）

【
現

状
】

・
平

成
27

年
(2

01
5年

）
12

月
、

｢下
水

道
技

術
ビ

ジ
ョ

ン
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
｣を

策
定

。
・

令
和

３
年

(2
02

1年
)、

エ
ネ

ル
ギ

ー
分

科
会

に
お

い
て

｢2
05

0年
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
の

実
現

に
貢

献
す

る
た

め
の

下
水

道
技

術
の

技
術

開
発

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

｣を
策

定
。

・
令

和
５

年
(2

02
3年

)、
下

水
道

技
術

ビ
ジ

ョ
ン

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

の
全

体
見

直
し

を
行

い
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
欄

を
新

設
。

・
毎

年
度

夏
に

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

重
点

課
題

を
公

表
。

【
課

題
】

・
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
の

認
知

度
が

高
い

と
は

言
え

な
い

。

・
ロ

ー
ド

マ
ッ

プ
記

載
技

術
と

国
の

予
算

の
関

連
付

け
（

国
交

省
予

算
要

求
事

項
と

の
関

連
性

明
示

等
）

。
・

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

記
載

技
術

の
一

層
の

重
点

化
と

優
先

順
位

の
明

示
。

【
現

状
】

・
平

成
23

年
(2

01
1年

)、
下

水
道

革
新

的
技

術
実

証
事

業
(B

-D
AS

H
)を

開
始

。
・

平
成

29
年

(2
01

7年
)、

下
水

道
応

用
研

究
を

開
始

。
・

令
和

6年
（

20
24

年
）

、
水

道
革

新
的

技
術

実
証

事
業

(A
-J

U
M

P)
を

開
始

。
・

令
和

6年
(2

02
4年

)、
上

下
水

道
科

学
研

究
費

補
助

金
制

度
を

新
設

。
・

令
和

6年
補

正
(2

02
4年

)、
上

下
水

道
一

体
革

新
的

技
術

実
証

事
業

(A
B-

Cr
os

s)
を

開
始

。
・

日
本

下
水

道
事

業
団

で
は

、
平

成
23

年
(2

01
1年

)か
ら

新
技

術
導

入
制

度
を

運
用

開
始

。
・

日
本

下
水

道
新

技
術

機
構

で
は

、
平

成
4年

(1
99

2年
)よ

り
建

設
技

術
審

査
証

明
制

度
を

運
用

中
。

【
課

題
】

・
研

究
開

発
制

度
と

し
て

は
一

定
の

評
価

が
さ

れ
て

い
る

が
、

大
学

等
か

ら
は

制
度

的
に

不
十

分
と

の
認

識
。

・
標

準
仕

様
書

、
審

査
証

明
書

、
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

へ
の

反
映

に
長

い
時

間
が

か
か

る
。

N
o. 1 2

（
1／

6）

参－64



下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ
③

今
後

検
討

す
べ

き
と

思
わ

れ
る

事
項

（
案

）
（

20
24

企
業

ア
ン

ケ
ー

ト
等

よ
り

抽
出

）
②

現
状

と
課

題
（

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

や
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
参

考
）

①
自

治
体

（
一

部
民

間
企

業
）

か
ら

の
主

な
意

見
・

要
望

（
20

16
～

20
22

年
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

よ
り

抽
出

）
N

o.

技
術

の
信

頼
性

・
実

績
・

評
価

5
改

築
・

更
新

時
に

導
入

可
能

な
技

術

【
現

状
】

・
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

や
メ

ー
カ

ー
の

営
業

マ
ン

や
業

界
団

体
が

導
入

可
能

な
技

術
に

関
す

る
相

談
窓

口
の

役
割

を
果

た
し

て
い

る
。

（
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

は
技

術
ラ

イ
ン

ナ
ッ

プ
を

提
示

し
、

各
技

術
の

詳
細

に
つ

い
て

は
メ

ー
カ

ー
が

説
明

。
）

【
課

題
】

・
特

に
中

小
自

治
体

に
お

い
て

は
、

適
用

可
能

な
技

術
の

判
断

が
難

し
い

。

・
今

後
増

加
す

る
改

築
更

新
時

に
導

入
可

能
な

技
術

の
開

発
。

・
中

小
自

治
体

へ
の

わ
か

り
や

す
い

情
報

提
供

。

6
国

庫
補

助
に

お
け

る
新

技
術

導
入

の
要

件
化

【
現

状
】

・
社

会
資

本
整

備
総

合
交

付
金

等
の

交
付

要
件

と
し

て
、

｢す
べ

て
の

地
方

公
共

団
体

に
お

い
て

、
B-

D
AS

H
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

お
け

る
実

証
技

術
の

導
入

が
可

能
な

施
設

の
新

設
・

増
設

・
改

築
（

原
則

と
し

て
概

算
事

業
費

3億
円

以
上

）
を

行
う

に
あ

た
っ

て
は

、
予

め
実

証
技

術
の

導
入

に
係

る
検

討
を

行
う

｣こ
と

を
規

定
。

・
国

土
交

通
省

本
省

H
Pに

お
い

て
、

B-
D

AS
H

技
術

適
用

表
を

公
表

。

【
課

題
】

・
上

記
の

規
定

に
基

づ
き

導
入

さ
れ

た
事

例
が

少
な

い
。

・
新

技
術

導
入

の
検

討
が

効
率

的
に

実
施

さ
れ

る
た

め
に

は
、

計
画

・
基

本
設

計
段

階
で

の
検

討
が

必
要

。

・
新

技
術

導
入

を
検

討
し

た
が

採
用

に
至

ら
な

か
っ

た
ケ

ー
ス

の
原

因
等

の
分

析
・

新
技

術
導

入
時

の
国

庫
補

助
率

の
上

乗
せ

7
B-

D
AS

H
技

術
の

規
模

の
適

正
化

【
現

状
】

・
B-

D
AS

H
技

術
で

は
施

設
規

模
の

制
約

は
無

く
、

中
小

規
模

に
適

し
た

技
術

も
実

証
可

能
で

あ
る

が
、

大
規

模
施

設
向

け
の

実
証

が
多

い
傾

向
。

【
課

題
】

・
中

小
自

治
体

か
ら

は
、

技
術

の
選

定
に

当
た

っ
て

、
極

力
手

間
や

コ
ス

ト
の

か
か

ら
な

い
技

術
の

観
点

も
必

要
で

あ
る

と
の

意
見

あ
り

。
・

民
間

企
業

か
ら

は
、

中
小

規
模

向
け

技
術

の
低

い
利

益
率

、
中

小
自

治
体

の
体

制
や

適
用

可
能

な
施

設
の

有
無

に
対

す
る

懸
念

が
示

さ
れ

て
い

る
。

・
大

規
模

施
設

向
け

に
採

択
さ

れ
た

B-
D

AS
Ｈ

実
証

技
術

を
中

小
規

模
施

設
向

け
に

改
良

し
た

も
の

を
、

再
度

、
B-

D
AS

H
実

証
事

業
と

し
て

採
択

で
き

る
よ

う
な

仕
組

み
づ

く
り

。
・

中
小

自
治

体
向

け
の

B-
D

AS
H

技
術

の
公

募
。

人
材

不
足

8
自

治
体

職
員

の
不

足
、

ス
キ

ル
向

上

【
現

状
】

・
下

水
道

を
担

当
す

る
自

治
体

の
技

術
系

職
員

が
徐

々
に

減
少

。
・

日
本

下
水

道
事

業
団

(J
S)

の
研

修
制

度
で

は
、

令
和

５
年

度
に

2,
60

0名
の

研
修

生
を

受
け

入
れ

。
・

管
路

協
、

品
確

協
、

各
工

法
協

会
等

に
お

い
て

自
治

体
向

け
の

説
明

会
を

実
施

。
・

政
令

指
定

都
市

が
合

同
開

催
す

る
下

水
道

技
術

開
発

連
絡

会
議

で
は

、
新

技
術

を
開

発
し

た
り

実
証

す
る

良
い

機
会

と
な

っ
て

い
る

。

【
課

題
】

・
全

国
的

に
自

治
体

の
技

術
系

職
員

の
採

用
が

困
難

に
な

っ
て

い
る

。
・

研
修

料
や

研
修

期
間

等
に

よ
り

、
自

治
体

が
研

修
へ

の
参

加
を

躊
躇

す
る

場
合

が
あ

る
。

・
自

治
体

職
員

数
の

減
少

に
よ

り
、

研
修

や
講

習
を

受
け

さ
せ

る
余

裕
が

無
く

な
り

つ
つ

あ
る

。
・

企
業

に
お

い
て

も
人

手
不

足
が

生
じ

て
き

て
お

り
、

自
治

体
か

ら
の

受
託

が
難

し
い

場
合

が
あ

る
。

・
処

理
場

の
統

廃
合

に
よ

る
基

幹
処

理
場

へ
の

集
約

化
等

。
・

極
力

容
易

に
新

技
術

導
入

を
判

断
で

き
る

よ
う

な
マ

ニ
ュ

ア
ル

や
仕

組
み

等
。

・
PF

Iや
D

BO
の

導
入

。
・

自
治

体
へ

の
出

張
研

修
。

技
術

の
対

象
、

適
用

性

２ ． 導 入 検 討 時

（
2／

6）
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下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ
③

今
後

検
討

す
べ

き
と

思
わ

れ
る

事
項

（
案

）
（

20
24

企
業

ア
ン

ケ
ー

ト
等

よ
り

抽
出

）
②

現
状

と
課

題
（

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

や
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
参

考
）

①
自

治
体

（
一

部
民

間
企

業
）

か
ら

の
主

な
意

見
・

要
望

（
20

16
～

20
22

年
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

よ
り

抽
出

）
N

o.

２ ． 導 入 検 討 時

情
報

源
、

情
報

発
信

9
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

の
技

術
検

索
サ

イ
ト

の
整

備

【
現

状
】

新
技

術
の

整
理

や
検

索
の

た
め

、
下

記
の

サ
イ

ト
が

整
備

さ
れ

て
い

る
。

・
国

土
交

通
省

本
省

：
B-

D
AS

H
の

テ
ー

マ
、

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

、
効

果
算

定
、

仕
様

書
案

、
採

用
事

例
、

各
技

術
の

適
用

表
等

を
掲

載
。

（
ht

tp
s:

//
w

w
w

.m
lit

.g
o.

jp
/m

iz
uk

ok
ud

o/
se

w
er

ag
e/

m
iz

uk
ok

ud
o_

se
w

er
ag

e_
tk

_0
00

45
0.

ht
m

l）
 

※
導

入
実

績
に

つ
い

て
は

、
各

年
度

の
下

水
道

技
術

開
発

会
議

（
第

1回
）

の
資

料
に

も
掲

載
（

ht
tp

s:
//

w
w

w
.n

ili
m

.g
o.

jp
/l

ab
/e

ag
/p

df
/r

5-
1_

2g
yo

us
ei

do
uk

ou
.p

df
）

・
国

総
研

：
課

題
解

決
技

術
支

援
ツ

ー
ル

に
お

い
て

、
各

技
術

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
・

事
業

制
度

等
を

検
索

可
能

。
（

ht
tp

s:
//

se
w

ag
e-

te
ch

.n
et

/）
 

ま
た

、
各

技
術

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

適
用

表
や

、
規

模
別

の
適

用
可

能
技

術
等

も
研

究
室

Ｈ
Ｐ

に
掲

載
。

（
ht

tp
s:

//
w

w
w

.n
ili

m
.g

o.
jp

/l
ab

/e
bg

/b
-d

as
h.

ht
m

l、
ht

tp
s:

//
w

w
w

.n
ili

m
.g

o.
jp

/l
ab

/e
cg

/b
da

sh
/b

da
sh

.h
tm

）
・

下
水

道
事

業
団

：
課

題
別

に
対

応
技

術
を

検
索

可
能

な
サ

イ
ト

。
（

ht
tp

s:
//

w
w

w
.js

w
a.

go
.jp

/n
ew

-t
ec

hn
ol

og
y/

）
・

下
水

道
機

構
：

調
査

研
究

成
果

、
審

査
証

明
報

告
書

の
検

索
サ

イ
ト

。
N

ET
IS

登
録

の
代

替
と

し
て

機
能

。
（

ht
tp

s:
//

w
w

w
.ji

w
et

.o
r.j

p/
lib

ra
ry

/r
es

ea
rc

h 
ht

tp
s:

//
w

w
w

.ji
w

et
.o

r.j
p/

lib
ra

ry
/e

xa
m

in
at

io
n）

・
下

水
道

協
会

：
G

Xの
取

組
の

先
進

事
例

と
し

て
、

省
・

創
・

再
エ

ネ
事

例
及

び
下

水
汚

泥
の

肥
料

利
用

事
例

を
掲

載
。

（
ht

tp
s:

//
w

w
w

.js
w

a.
jp

/g
x/

gx
-e

xa
m

pl
e/

）
・

下
水

道
施

設
業

協
会

：
技

術
ギ

ャ
ラ

リ
ー

で
カ

テ
ゴ

リ
別

に
各

メ
ー

カ
ー

技
術

を
紹

介
。

（
ht

tp
s:

//
w

w
w

.s
is

et
.o

r.j
p/

ga
lle

ry
.h

tm
l）

【
課

題
】

技
術

情
報

サ
イ

ト
の

運
営

・
情

報
の

追
加

・
更

新
の

持
続

性
確

保
。

・
各

サ
イ

ト
の

運
営

や
情

報
の

追
加

・
更

新
の

た
め

の
費

用
や

体
制

の
確

保
方

策
。

・
各

サ
イ

ト
の

広
報

。

10
メ

ー
ル

に
よ

る
情

報
提

供

【
現

状
】

・
国

土
交

通
省

本
省

：
下

水
道

ホ
ッ

ト
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

（
毎

週
月

曜
日

）
。

・
下

水
道

機
構

：
メ

ー
ル

マ
ガ

ジ
ン

（
毎

週
１

回
）

、
下

水
道

機
構

情
報

PL
U

S＋
（

年
２

回
）

。
・

下
水

道
協

会
：

メ
ー

ル
マ

ガ
ジ

ン
（

月
２

回
）

。
・

下
水

道
事

業
団

：
JS

技
術

開
発

情
報

メ
ー

ル
（

月
１

回
）

。

【
課

題
】

・
全

体
的

に
技

術
に

関
す

る
情

報
が

少
な

い
。

・
提

供
す

る
技

術
情

報
量

を
増

や
す

方
法

。

11
メ

ー
カ

ー
、

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
、

下
水

道
事

業
団

、
協

会
、

業
界

団
体

等
か

ら
の

情
報

提
供

【
現

状
】

・
各

自
治

体
が

業
界

紙
誌

、
Ｈ

Ｐ
、

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

、
営

業
社

員
か

ら
個

別
に

情
報

収
集

。

【
課

題
】

・
地

方
都

市
で

は
企

業
等

の
営

業
社

員
か

ら
の

直
接

的
な

情
報

を
得

に
く

い
。

・
収

集
し

た
技

術
情

報
が

自
治

体
の

関
係

部
局

内
で

共
有

さ
れ

て
い

な
い

。

・
下

水
道

ホ
ッ

ト
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

の
登

録
・

利
用

。
・

企
業

等
の

Ｈ
Ｐ

へ
の

ア
ク

セ
ス

や
メ

ー
リ

ン
グ

リ
ス

ト
へ

の
登

録
。

・
下

水
道

展
等

の
展

示
会

や
成

果
報

告
会

等
へ

の
参

加
。

情
報

の
内

容
、

詳
細

12
新

技
術

の
概

要
版

（
一

目
見

て
導

入
効

果
や

長
所

・
短

所
等

が
わ

か
る

資
料

）

【
現

状
】

・
概

要
版

を
作

成
し

て
い

る
技

術
も

あ
る

が
、

全
て

で
は

な
い

。
・

B-
D

AS
H

技
術

に
つ

い
て

は
、

類
似

技
術

を
比

較
検

討
可

能
な

｢B
-D

AS
Ｈ

技
術

カ
タ

ロ
グ

｣を
作

成
し

H
P公

開
。

・
下

水
道

事
業

団
で

は
、

地
方

公
共

団
体

が
抱

え
る

ニ
ー

ズ
や

課
題

か
ら

事
業

団
の

提
案

技
術

を
探

せ
る

サ
イ

ト
（

メ
リ

ッ
ト

（
導

入
効

果
）

、
デ

メ
リ

ッ
ト

等
も

記
載

）
を

公
開

。

【
課

題
】

・
情

報
量

が
多

過
ぎ

る
も

の
が

あ
り

、
理

解
す

る
の

に
時

間
と

労
力

が
か

か
る

。
・

技
術

毎
の

情
報

提
供

に
な

っ
て

い
る

た
め

、
同

一
条

件
で

複
数

の
技

術
を

比
較

検
討

す
る

こ
と

が
難

し
い

。

・
概

要
版

の
作

成
。

・
技

術
適

用
表

や
技

術
選

定
フ

ロ
ー

等
の

整
理

と
公

開
。

・
｢下

水
道

管
き

ょ
更

生
工

法
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
｣の

よ
う

な
参

考
書

籍
の

刊
行

。

（
3／

6）
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下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ
③

今
後

検
討

す
べ

き
と

思
わ

れ
る

事
項

（
案

）
（

20
24

企
業

ア
ン

ケ
ー

ト
等

よ
り

抽
出

）
②

現
状

と
課

題
（

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

や
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
参

考
）

①
自

治
体

（
一

部
民

間
企

業
）

か
ら

の
主

な
意

見
・

要
望

（
20

16
～

20
22

年
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

よ
り

抽
出

）
N

o. 13
技

術
導

入
を

検
討

す
る

際
に

有
用

な
情

報

【
現

状
】

・
技

術
に

よ
っ

て
情

報
の

内
容

や
詳

細
度

が
異

な
る

。

【
課

題
】

・
情

報
不

足
が

原
因

で
技

術
導

入
の

可
否

判
断

が
困

難
と

な
る

場
合

が
あ

る
。

・
以

下
の

よ
う

な
情

報
の

公
開

。
 

（
技

術
の

メ
リ

ッ
ト

、
デ

メ
リ

ッ
ト

、
リ

ス
ク

、
コ

ス
ト

、
導

入
後

の
状

況
、

既
存

施
設

改
造

・
改

良
の

必
要

性
、

制
約

条
件

、
施

工
実

績
、

施
工

業
者

名
等

）

14
中

小
市

町
村

な
ど

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

を
絞

っ
た

技
術

資
料

【
現

状
】

・
B-

D
AS

H
カ

タ
ロ

グ
集

は
対

象
規

模
別

に
技

術
を

分
類

し
て

掲
載

。
ht

tp
s:

//
w

w
w

.n
ili

m
.g

o.
jp

/l
ab

/e
cg

/b
da

sh
/d

oc
/b

da
sh

ca
ta

lo
g_

20
22

_l
q.

pd
f

【
課

題
】

・
技

術
に

よ
っ

て
は

中
小

市
町

村
で

採
用

で
き

な
い

も
の

が
あ

る
が

、
そ

れ
に

係
る

情
報

が
不

明
確

。

・
中

小
市

町
村

向
け

の
資

料
の

提
供

。
・

下
水

道
事

業
団

や
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

へ
の

設
計

・
検

討
委

託
に

よ
る

対
応

。

情
報

共
有

、
相

談

15
各

自
治

体
で

得
ら

れ
た

技
術

開
発

・
導

入
の

成
果

の
共

有
や

導
入

の
相

談
が

で
き

る
仕

組
み

【
現

状
】

・
各

種
会

議
に

お
い

て
、

あ
る

程
度

は
議

題
や

事
例

紹
介

と
し

て
情

報
提

供
さ

れ
て

い
る

。
・

業
界

紙
誌

や
関

係
機

関
の

Ｈ
Ｐ

等
で

好
事

例
と

し
て

紹
介

さ
れ

て
い

る
。

・
国

総
研

の
｢課

題
解

決
技

術
支

援
ツ

ー
ル

（
試

行
版

）
｣の

事
例

と
し

て
紹

介
し

て
い

る
。

・
下

水
道

協
会

に
お

い
て

G
eマ

ッ
チ

ン
グ

が
開

始
さ

れ
た

。
・

下
水

道
協

会
に

お
い

て
国

内
肥

料
資

源
の

利
用

拡
大

に
向

け
た

全
国

推
進

協
議

会
の

幹
事

と
し

て
、

マ
ッ

チ
ン

グ
フ

ォ
ー

ラ
ム

に
相

談
窓

口
を

出
展

【
課

題
】

・
情

報
の

提
供

範
囲

や
量

が
限

ら
れ

て
い

る
。

・
技

術
の

導
入

相
談

窓
口

が
あ

ま
り

明
確

で
は

な
い

。

・
課

題
解

決
技

術
支

援
ツ

ー
ル

や
G

eマ
ッ

チ
ン

グ
等

の
取

り
組

み
の

拡
大

。
・

導
入

自
治

体
と

導
入

検
討

自
治

体
の

情
報

交
換

の
場

の
設

置
。

・
国

、
自

治
体

の
技

術
開

発
関

連
情

報
の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

化
。

見
積

り
・

積
算

16
新

技
術

に
対

応
し

た
積

算
基

準
や

技
術

基
準

【
現

状
】

・
標

準
工

法
や

標
準

歩
掛

で
積

算
対

応
し

て
い

る
自

治
体

が
多

い
。

【
課

題
】

・
新

技
術

の
価

格
の

妥
当

性
を

判
断

で
き

な
い

た
め

、
歩

掛
を

作
成

し
ず

ら
い

。
・

特
定

の
新

技
術

を
指

定
し

た
発

注
を

し
に

く
い

。

・
性

能
規

定
化

し
た

発
注

形
態

へ
の

移
行

。
・

各
工

法
協

会
な

ど
に

よ
る

独
自

の
歩

掛
の

作
成

。

リ
ス

ク
に

つ
い

て

17
導

入
し

た
新

技
術

を
一

定
期

間
保

証
す

る
制

度
な

ど
に

よ
り

、
導

入
リ

ス
ク

が
軽

減
さ

れ
る

契
約

方
式

【
現

状
】

・
通

常
、

機
能

発
揮

さ
れ

る
ま

で
は

メ
ー

カ
ー

が
責

任
を

持
っ

て
対

応
す

る
が

、
永

久
保

証
で

は
な

い
。

・
下

水
道

の
技

術
ト

ラ
ブ

ル
発

生
時

の
保

険
制

度
の

よ
う

な
も

の
は

無
い

。
・

下
水

道
事

業
団

で
は

、
新

技
術

の
実

証
試

験
で

の
評

価
を

踏
ま

え
て

適
用

条
件

を
定

め
て

い
る

こ
と

か
ら

、
当

該
条

件
外

で
の

導
入

を
検

討
す

る
場

合
は

、
対

象
技

術
に

よ
っ

て
は

現
地

で
の

性
能

確
認

を
求

め
て

い
る

。

【
課

題
】

・
メ

ー
カ

ー
が

対
応

す
る

場
合

、
人

手
不

足
等

の
理

由
で

対
応

が
遅

れ
る

場
合

が
あ

る
。

・
導

入
リ

ス
ク

は
自

治
体

や
下

水
道

事
業

団
が

新
技

術
導

入
を

検
討

す
る

際
の

大
き

な
課

題
の

一
つ

と
な

っ
て

い
る

。

・
官

民
連

携
事

業
等

に
よ

る
リ

ス
ク

分
担

。
・

建
設

分
野

に
お

け
る

瑕
疵

担
保

責
任

保
険

の
よ

う
な

制
度

。

財
政

18
新

技
術

導
入

に
対

す
る

財
政

的
支

援
（

特
に

改
築

更
新

時
）

【
現

状
】

・
各

種
国

庫
補

助
制

度
が

存
在

。
・

PF
I事

業
な

ど
の

民
間

資
金

活
用

を
支

援
す

る
制

度
も

存
在

。

【
課

題
】

・
改

築
更

新
に

お
け

る
補

助
制

度
の

必
要

性
が

高
ま

っ
て

い
る

。
・

国
庫

補
助

を
受

け
る

場
合

に
お

い
て

も
、

自
治

体
に

は
一

定
の

財
政

支
出

が
生

じ
る

。
・

PF
I事

業
等

の
PP

Pの
導

入
検

討
の

た
め

に
も

一
定

の
予

算
が

必
要

。

・
下

水
道

リ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
推

進
事

業
、

新
世

代
下

水
道

支
援

事
業

、
民

間
活

力
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

推
進

下
水

道
事

業
、

下
水

道
民

間
活

力
導

入
促

進
事

業
等

の
活

用
と

一
層

の
制

度
の

充
実

２ ． 導 入 検 討 時

（
4／

6）
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下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ
③

今
後

検
討

す
べ

き
と

思
わ

れ
る

事
項

（
案

）
（

20
24

企
業

ア
ン

ケ
ー

ト
等

よ
り

抽
出

）
②

現
状

と
課

題
（

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

や
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
参

考
）

①
自

治
体

（
一

部
民

間
企

業
）

か
ら

の
主

な
意

見
・

要
望

（
20

16
～

20
22

年
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

よ
り

抽
出

）
N

o.

２ ． 導 入 検 討 時

財
政

19
耐

用
年

数
に

と
ら

わ
れ

ず
、

新
技

術
を

導
入

可
能

な
改

築
更

新
制

度

【
現

状
】

・
下

水
道

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

計
画

に
位

置
付

け
ら

れ
、

適
正

な
維

持
管

理
が

行
わ

れ
て

き
た

こ
と

を
前

提
と

し
て

、
特

殊
な

環
境

条
件

に
よ

り
機

能
維

持
が

困
難

と
な

っ
た

場
合

に
、

処
分

制
限

期
間

を
経

過
し

た
施

設
で

あ
れ

ば
改

築
は

可
能

。

【
課

題
】

・
脱

炭
素

な
ど

の
取

り
組

み
を

推
進

す
る

場
合

、
シ

ス
テ

ム
全

体
で

最
適

化
を

図
る

こ
と

が
望

ま
し

い
が

、
財

政
的

制
約

な
ど

に
よ

り
、

老
朽

化
し

た
機

器
以

外
の

導
入

検
討

が
難

し
い

。

・
長

期
的

に
み

て
有

効
で

あ
る

場
合

に
は

、
耐

用
年

数
等

に
と

ら
わ

れ
ず

施
設

等
の

改
築

更
新

を
可

能
と

す
る

財
政

的
支

援
制

度
の

検
討

。

入
札

契
約

制
度

21
入

札
参

加
条

件
へ

の
反

映
（

新
技

術
の

採
用

）

【
現

状
】

・
入

札
参

加
条

件
に

｢新
技

術
の

採
用

｣を
規

定
し

て
い

る
事

例
は

少
な

い
。

・
技

術
力

よ
り

も
地

元
業

者
で

あ
る

こ
と

が
優

先
さ

れ
る

場
合

が
多

い
。

【
課

題
】

・
新

技
術

を
開

発
し

た
企

業
が

相
応

の
恩

恵
を

受
け

ら
れ

る
仕

組
み

が
乏

し
い

。
・

地
元

業
者

の
中

で
新

技
術

を
開

発
可

能
な

社
は

少
な

い
。

・
技

術
力

や
コ

ス
ト

削
減

度
を

評
価

す
る

入
札

制
度

の
積

極
的

採
用

。

22
新

技
術

導
入

を
想

定
し

た
D

B発
注

方
式

に
対

応
可

能
な

地
元

業
者

【
現

状
】

・
処

理
場

維
持

管
理

の
包

括
的

民
間

委
託

で
は

、
地

元
維

持
管

理
業

者
と

の
JV

を
要

件
と

し
た

例
が

あ
る

。
・

機
械

設
備

工
事

で
も

、
JV

(ﾒ
ｰｶ

ｰ＋
地

元
業

者
)を

条
件

と
す

る
発

注
事

例
が

あ
る

（
自

治
体

要
望

に
よ

る
も

の
）

。
・

メ
ー

カ
ー

に
お

い
て

も
地

元
企

業
活

用
の

取
組

は
進

め
ら

れ
て

い
る

。

【
課

題
】

・
地

元
業

者
単

独
で

は
新

技
術

の
開

発
や

導
入

検
討

が
難

し
い

場
合

が
多

く
、

導
入

が
進

ま
な

い
一

因
に

な
っ

て
い

る
。

・
JV

方
式

等
の

積
極

的
導

入
に

よ
る

新
技

術
の

採
用

。

【
現

状
】

・
随

意
契

約
の

ほ
か

、
新

技
術

導
入

を
前

提
と

し
た

総
合

評
価

落
札

方
式

や
技

術
提

案
・

交
渉

方
式

が
存

在
。

・
第

三
者

委
員

会
評

価
方

式
や

性
能

発
注

方
式

も
存

在
。

【
課

題
】

・
自

治
体

の
入

札
契

約
手

続
き

の
負

担
を

増
や

す
こ

と
無

く
実

施
可

能
な

手
法

・
制

度
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

・
自

治
体

の
手

続
き

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
補

助
機

関
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

20

３ ． 発 注 時
新

技
術

導
入

に
適

し
た

入
札

契
約

制
度

・
下

水
道

事
業

団
や

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
へ

の
委

託
に

よ
る

新
技

術
の

導
入

支
援

や
発

注
支

援
業

務
。

（
5／

6）

参－68



下
水

道
に

係
る

新
技

術
の

導
入

促
進

に
向

け
た

現
状

・
課

題
と

検
討

事
項

お
お

よ
そ

の
カ

テ
ゴ

リ
③

今
後

検
討

す
べ

き
と

思
わ

れ
る

事
項

（
案

）
（

20
24

企
業

ア
ン

ケ
ー

ト
等

よ
り

抽
出

）
②

現
状

と
課

題
（

自
治

体
ア

ン
ケ

ー
ト

や
企

業
ヒ

ア
リ

ン
グ

結
果

を
参

考
）

①
自

治
体

（
一

部
民

間
企

業
）

か
ら

の
主

な
意

見
・

要
望

（
20

16
～

20
22

年
自

治
体

ア
ン

ケ
ー

ト
、

ヒ
ア

リ
ン

グ
等

よ
り

抽
出

）
N

o.

３ ． 発 注 時

入
札

契
約

制
度

23
施

設
管

理
の

受
託

業
者

の
イ

ン
セ

ン
テ

ィ
ブ

が
生

じ
る

よ
う

な
契

約
方

式

【
現

状
】

・
現

契
約

方
式

で
は

、
電

気
使

用
料

金
を

削
減

し
て

も
受

託
業

者
の

イ
ン

セ
ン

テ
ィ

ブ
に

な
ら

な
い

例
が

あ
る

。
（

3年
間

の
包

括
委

託
契

約
に

お
い

て
、

次
期

契
約

は
削

減
し

た
エ

ネ
ル

ギ
ー

使
用

量
を

ベ
ー

ス
に

契
約

が
な

さ
れ

る
た

め
、

契
約

金
額

が
下

が
る

な
ど

の
ケ

ー
ス

）
・

W
-P

PP
に

お
け

る
プ

ロ
フ

ィ
ッ

ト
シ

ェ
ア

の
仕

組
み

で
は

、
企

業
努

力
や

新
技

術
導

入
等

に
よ

る
コ

ス
ト

縮
減

分
を

官
民

で
シ

ェ
ア

す
る

こ
と

が
出

来
る

た
め

、
長

期
契

約
に

よ
り

、
新

技
術

導
入

の
促

進
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

【
課

題
】

・
新

た
な

入
札

契
約

制
度

の
わ

か
り

や
す

い
説

明
や

発
注

手
続

き
の

支
援

が
期

待
さ

れ
て

い
る

。
・

今
後

官
民

で
は

PP
Pの

プ
ロ

フ
ィ

ッ
ト

が
期

待
で

き
る

が
、

下
水

道
事

業
団

や
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

等
の

補
完

者
へ

の
プ

ロ
フ

ィ
ッ

ト
も

生
じ

な
け

れ
ば

新
技

術
導

入
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

が
働

か
な

い
可

能
性

が
あ

る
。

・
W

-P
PP

の
プ

ロ
フ

ィ
ッ

ト
シ

ェ
ア

は
新

技
術

導
入

の
イ

ニ
シ

ャ
ル

コ
ス

ト
分

は
対

象
に

な
ら

ず
、

維
持

管
理

コ
ス

ト
低

減
分

が
対

象
で

あ
る

と
解

釈
さ

れ
て

い
る

が
、

こ
の

場
合

、
新

技
術

を
導

入
し

た
W

-P
PP

の
契

約
以

降
に

技
術

的
ト

ラ
ブ

ル
が

発
生

し
、

コ
ス

ト
増

に
な

る
懸

念
を

否
定

で
き

な
い

。

・
契

約
以

降
に

新
技

術
の

課
題

が
顕

在
化

し
た

場
合

の
評

価
方

法
の

整
理

と
明

示
（

次
期

の
W

-P
PP

入
札

に
参

加
で

き
な

く
な

る
の

で
は

な
い

か
と

い
う

懸
念

の
払

拭
）

。
・

W
-P

PP
の

プ
ロ

フ
ィ

ッ
ト

シ
ェ

ア
の

対
象

範
囲

の
明

示
や

技
術

ト
ラ

ブ
ル

リ
ス

ク
を

回
避

・
シ

ェ
ア

す
る

ル
ー

ル
の

明
示

。

24
性

能
発

注
方

式
の

審
査

・
評

価
時

の
考

え
方

（
技

術
レ

ベ
ル

、
コ

ス
ト

等
）

【
現

状
】

・
性

能
発

注
す

る
場

合
に

技
術

面
と

価
格

面
の

審
査

・
評

価
が

必
要

。

【
課

題
】

・
技

術
面

と
コ

ス
ト

面
の

審
査

・
評

価
が

難
し

く
、

導
入

に
躊

躇
す

る
一

因
に

な
っ

て
い

る
。

・
技

術
評

価
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
等

の
整

備
。

・
下

水
道

事
業

団
や

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
へ

の
業

務
委

託
。

・
審

査
や

評
価

の
た

め
の

委
員

会
の

設
置

。

25
・

標
準

仕
様

書
や

JS
仕

様
書

、
設

計
指

針
等

と
の

整
合

性

【
現

状
】

・
コ

ン
サ

ル
、

下
水

道
事

業
団

等
へ

の
委

託
業

務
に

お
い

て
は

標
準

仕
様

書
や

下
水

道
事

業
団

仕
様

書
が

ベ
ー

ス
と

さ
れ

て
い

る
。

・
下

水
道

事
業

団
に

お
い

て
は

、
必

ず
し

も
標

準
仕

様
書

に
準

拠
す

る
必

要
は

な
く

、
LC

C、
導

入
効

果
、

実
績

な
ど

を
踏

ま
え

て
提

案
を

行
う

こ
と

が
可

能
と

さ
れ

て
い

る
。

・
下

水
道

計
画

設
計

指
針

は
会

計
検

査
時

の
根

拠
資

料
と

さ
れ

て
い

る
。

【
課

題
】

・
標

準
仕

様
書

や
下

水
道

事
業

団
仕

様
書

に
沿

わ
な

い
場

合
は

国
庫

補
助

対
象

技
術

と
な

ら
な

い
可

能
性

。
・

新
技

術
導

入
を

検
討

す
る

場
合

、
国

・
下

水
道

事
業

団
・

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
等

に
確

認
し

た
り

、
説

明
用

資
料

を
作

成
す

る
手

間
等

が
増

え
る

。
・

会
計

検
査

時
の

負
担

を
意

識
し

て
、

仕
様

書
や

設
計

指
針

と
異

な
る

設
計

を
避

け
る

傾
向

。

・
新

技
術

を
採

用
す

る
場

合
で

も
、

作
業

負
担

が
増

え
な

い
制

度
・

仕
組

み
。

26
新

技
術

導
入

後
の

ア
フ

タ
ー

フ
ォ

ロ
ー

（
安

定
す

る
ま

で
の

立
会

、
維

持
管

理
ノ

ウ
ハ

ウ
継

承
等

）

【
現

状
】

※
18

再
掲

・
通

常
、

機
能

発
揮

さ
れ

る
ま

で
は

メ
ー

カ
ー

が
責

任
を

持
っ

て
対

応
す

る
が

、
永

久
保

証
で

は
な

い
。

・
下

水
道

の
技

術
ト

ラ
ブ

ル
発

生
時

の
保

険
制

度
の

よ
う

な
も

の
は

無
い

。

【
課

題
】

※
18

再
掲

・
メ

ー
カ

ー
が

対
応

す
る

場
合

、
人

手
不

足
等

の
理

由
で

対
応

が
遅

れ
る

場
合

が
あ

る
。

・
導

入
リ

ス
ク

は
自

治
体

や
下

水
道

事
業

団
が

新
技

術
導

入
を

検
討

す
る

際
の

大
き

な
課

題
の

一
つ

と
な

っ
て

い
る

。

・
官

民
連

携
事

業
に

よ
る

リ
ス

ク
分

担
・

建
設

分
野

に
あ

る
瑕

疵
担

保
責

任
保

険
の

よ
う

な
制

度
・

メ
ー

カ
に

お
け

る
社

内
体

制
の

整
備

27
故

障
時

に
地

元
業

者
で

も
対

応
可

能
な

新
技

術

【
現

状
】

・
土

木
建

築
工

事
で

は
地

元
業

者
が

参
加

す
る

こ
と

が
あ

り
、

そ
の

場
合

は
修

繕
時

も
地

元
業

者
に

発
注

す
る

場
合

が
あ

る
。

【
課

題
】

・
機

械
電

気
等

の
故

障
に

つ
い

て
は

地
元

業
者

が
対

応
可

能
な

技
術

が
少

な
い

こ
と

も
あ

り
、

実
施

実
績

が
乏

し
い

傾
向

。

・
地

元
業

者
に

対
す

る
メ

ー
カ

ー
の

研
修

の
実

施
・

技
術

的
難

易
度

の
低

い
新

技
術

の
開

発
及

び
普

及
展

開

４ ． 導 入 後

（
6／

6）
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参考資料―５ 

 
新技術導入に関する３団体ヒアリング結果 
 



新技術導入に関する３団体ヒアリング結果

回答

① 技術ニーズに関する情報収集について ・県職員、自治体職員、民間企業職員との日常的な情報交換

② 民間企業が有する技術シーズの把握について

・下水道展
・関連団体の主催するセミナー等への参加
・関連書籍による情報収集
・関連企業との意見交換
・場内での試験、サンプル提供、報告等による国内外の情報収集
・他業界の展示会

③ 技術のマッチングや活用・導入検討の方法について
・大学の先生も参加する委員会を設置し、意見を取り入れつつ、評価を行い、技術選定の妥当性を確立
・維持管理上の課題等をフィードバックし、主として事業者が検討して市に提案

④ 団体における新技術等の導入事例や導入予定

・超高効率固液分離技術
・DHSシステムを用いた水量変動追従型水処理技術
・クラウド型水道施設管理システムSkyScraper
・最終沈殿池監視モニタ(併置)
・鋼板ステンレス製ゲート
・空気浮上式送風機
・汎用プロトコルを用いた中央監視設備
・オンラインチューニングシステム(併置)（導入予定）
・発電型汚泥焼却システム（導入予定）
・局所攪拌空気吹込み技術（導入予定）

⑤
新技術導入における官民連携・コンセッション事業の
メリット・デメリット

【メリット】
・県や市からの出向者（官）と民間企業からの出向者（民）が常にチームで仕事を行うことで、迅速な意思決定が可能
・技術導入前に大学や研究機関と連携し実証実験を行うことができ、技術開発を進めやすい
・国の補助金や交付金を最大限活用し、自治体単独では難しい技術導入を推進できる
・コンセッション制度により、長期的な契約の中で事業者が一括で施設管理するため、新技術の導入と改良を円滑に行
うことができる
・民間企業が運営することにより、様々なインセンティブ（効率性、利益最大化、ブランド価値、ノウハウの蓄積等）
が発生し、新技術の導入が促進される可能性はあると思われる

【デメリット】
・当初はコンセッション事業に慣れていないので作業が進みにくい
・議員等の視察対応が多く、別の仕事が増えた
・国庫補助事業として実施する場合はコンセッションであっても新技術導入に対するハードルに大きな違いは無いよう
に思われる

⑥ 新技術の導入しにくさの課題への対応策

・改築事業においては「下水道事業の手引き」に準じて事業を実施するため、公表単価もしくは３社以上の見積もりを
用いて、価格の妥当性を確認し、困難な場合には「高度技術提案型総合評価方式」を採用
・コンセッションの場合でも、新技術導入後の不具合対応に人手とコストがかかることは同じだが、完成後の運用に対
して３条、４条の区分が無いため、会社全体で対応できる

⑦ 新技術の導入促進に向けた提案

・自治体が単独で検討業務を行うのではなく、委員会の設置、資料作成、議会説明のサポート等を一括でJS等（自治体
として随意契約が可能な国の機関）に委託できる仕組みが必要
・新技術導入時の交付金補助率の引き上げ
・新技術の不具合対応に関する費用を国が一定期間負担する制度の導入
・交付金の支給条件を新技術の導入を前提としたものに変更
・長期契約においては、契約期間内に技術革新が進むことが予想されるため、契約の柔軟性を確保する必要
・新技術導入には高額な初期投資が必要であるため、補助率の引き上げが必要
・下水道事業は国の事業ではないが、国直轄事業では、歩掛等の導入が進み新技術が採用されやすい状況
・研究機関の実証フィールドを活用した評価の仕組みが必要
・新技術の導入にあたり相談できる専門家がいれば事業を進めやすい
・W-PPP事業等の公募時において改築実施型を選定し、提案書の評価項目として新技術導入による改善の配点割合を高
くすることで、新技術導入を促進する効果があると思われる

ヒアリング事項

資料６－２
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参考資料―６ 

 
Ge マッチング



魯公益社団法人日本下水道協会

ベーショ
促進

日＊下

:̀鯰
Geマッチング
官民による共創事業を実現します

会員へのサービス向上

下水道の新たな価値の創出

下水道界の組織・人のつながり

官民連携の推進
•新技術の開発、導入
・ PPP/PFI 
・広報など

ー参ー73



サービス内容 | 

゜イベント型マッチング特定テーマに対し、 「官民による一対一の
直接対話」のイベントを開催します

゜WEB型マッチング専用HPを通じ、 WEB上で官民による
マッチングを実施します

マッチング

ッチングを実現します

このような意見をお待ちしています

霰新の課題・提案はこちら

2
 

イベント型の事例紹介 | 

官民による対話（マッチング）を実現します

下水道
官民連網ミ-ディング
一霧＇門ぶ咄罰駈閃躙

下ホ道展
令和5年8月2日（札幌ドーム) '23札幌

併設企画

罰置屑i■

参加団体

地方公共団体： 6団体（北海道内の自治体が中心）

民間企業： 10社
石垣、 NJS、大原鉄工所、協和化工、
三機工業、水ingエンジニアリング、
月島アクアソリューション、日本水工設計、前澤工
業、横河ソリューションサービス

1情報提供 2ビジネスマッチング
脱炭素化、汚泥肥料利用等の最新の連携事例や 自治体6団体、民間企業10社によるビジネス
8月にスタートしたGeマッチングに関する マッチングを行い、官民による活発な意見が交
情報提供を行いました わされました。

3
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WEB型の事例紹介 | 

民間→地方公共団体

への提案

民間企業・大学から、地方公共
団体等に対し、業務提案や共同
研究を提案

地方公共団体→民間
への提案・意見募集

地方公共団体が、民間企業・大
学等に対し、課題解決につなが
る意見・提案を募集

（市町村名を伏せた投稿も可能）

言
提案募集

詳細はホームページにて

ご確認ください
4
 

Geマッチングのホームページ | 

魯匹m即い日本下水道協会 JSWA二=-

f＿ 0-m  Eコ”セス お諏9•OO E呻 9止 文亭9イズ ‘’’冒

”●● 

i t品';マみ砂i国口ll
—t1丑出翡出·tr、l-1咋:卜＋·- 口•鯰●入
四「円円9四りり見1日ロ

",.情.. ．曇9沿中量• " 
お知泣 暉匹• - ．．印 が叫ースロー

三： 三三三三三万:;` •`:：： E〗苧
三：：： 三 三：；：レ：こ：こ忠．鯰●」エ

--IIOマッチング
最新の課題・提案はこちら

WEB型
マッチングの
投稿情報

母公益社即払日本下水道協会 JSWA(:.':::-

包括的風躙畳託の導入に食け

IIJI!を・・したい

地方公共団体

（正会日）

市●j村名を ゥォーターPPPを検討したい
伏せて投鳩できます
お気軽に投纏ください

纏入手滋を霧えてほしい

Go叩,... L..::""J 
アクセス お問い合わせ Enghsh 文初ク 闘闘

疇
投稿は

こちらから

臼：・’""＇91こ
駅迄竃の叢遍につながる
戴彊会塾闘傭したい

IIJ9U嘔怜事化につながる
飯技緬を.霧したい
共閏研究奮査薦集したい （黄助主引員

イベント情報

ー下999L――― 
二 '’「1璽謳ワ，＂こ鯖 璽置9“':Li

意見募集 エ山、□□ 意見募集 一二、E宣

〇五苔匹面
11/8 1&•會彎 ● ●●ーん
9公社‘日本下水●鸞●讐●茎●●

疇 →―⇔ -
提案募集 aロ・

胃占叫叫
1鴫’ 999

●●●な昴●●＊対繁に●"た
共同研究のご提案

Q 認男患S庶

5
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下水道分野の技術開発に
向けた活用方法

6
 

-ゐ辿、し
このような投稿をお待ちしています

地方公共団体

（正会員）

市町村名を
伏せて投稿できます
お気軽に投稿ください

日本下水道協会の賛助会員である
900社から意見を募ることが可能
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このような投稿をお待ちしています

民間企業

（賛助会員）

日本下水道協会の正会員である
1500団体から意見を募ることが可能

さいごに | 

Geマッチングを
ご活用ください )( x 

• WEBページヘの投稿をお待ちしています。
市町村名を伏せて投稿できます。

）
 
しヽ
、
た
め
し
た
集
る
募
す
を
進
ア
推
デ
を
イ
ネ

ア
工
ら

省
か
の
業
場
企
理
間
処
民
．．
 例

（
 [ Geマッチング ・ロ言，
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参考資料―７ 

 
AB-Cross 採択技術概要



住
宅
向
け
⼩
規
模
分
散
型
⽔
循
環
シ
ス
テ
ム
の
地
域
展
開
実
証
事
業

提
案
技
術
の
概
要

提
案
技
術
の
⾰
新
性
等
の
特
徴

①
⽔
循
環
シ
ス
テ
ム

•
⽣
活
排
⽔
を
回
収
・
処
理
し
、
膜
技
術
や
殺
菌
に
よ
り

飲
⽤
可
能
レ
ベ
ル
ま
で
再
⽣

•
⽔
処
理
⾃
律
制
御
に
よ
り
、
管
理
が
容
易

•
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
経
由
の
遠
隔
監
視
・
制
御
で

オ
ン
デ
マ
ン
ド
サ
ポ
ー
ト
が
可
能

②
⽔
処
理
の
⾃
律
制
御
技
術

•
⽔
処
理
Io
Tセ
ン
サ
ー
に
よ
っ
て
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に
⽔

質
、
⽔
位
を
把
握
、
安
全
性
を
担
保
可
能

•
⾃
律
制
御
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
︓
セ
ン
サ
ー
デ
ー
タ
を

基
に
最
適
な
⽔
処
理
を
機
械
学
習
で
⾃
動
化

•
学
習
・
改
善
︓
全
て
の
装
置
の
デ
ー
タ
を
集
約
し

常
に
最
新
の
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
に
改
善

③
上
下
⽔
道
に
依
存
し
な
い
オ
フ
グ
リ
ッ
ド
化

•
配
管
コ
ス
ト
効
率
の
悪
い
過
疎
地
域
に
お
け
る

財
政
負
担
を
軽
減

•
⼀
⼾
建
て
単
位
で
の
設
置
が
可
能
で
、
広
域
断
⽔
に
強

い
イ
ン
フ
ラ
を
構
築

•
⼈
⼝
動
態
に
応
じ
た
柔
軟
な
投
資
が
可
能

集
約
型
と
分
散
型
の
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
の
イ
メ
ー
ジ

住
宅
向
け
小
規
模
分
散
型
水
循
環
シ
ス
テ
ム

事
業
実
施
者
︓

W
O
TA
（
株
）
・
珠
洲
市
共
同
研
究
体

実
証
フ
ィ
ー
ル
ド
︓

⽯
川
県
珠
洲
市

実
証
概
要
︓

住
宅
向
け
⼩
規
模
分
散
型
⽔
循
環
シ
ス
テ
ム
を
、
複
数
の
エ
リ
ア
に
て
実
装
、
技
術
検
証
を
⾏
う
と
と
も
に
、
地
域
全
体
に

同
シ
ス
テ
ム
を
含
む
分
散
型
シ
ス
テ
ム
を
、
集
約
型
と
分
散
型
の
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
と
な
る
形
で
導
⼊
す
る
計
画
⼿
法
を
構
築
す
る

➕
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参考資料―８  本レポートの関連情報、問合せ先 

 
１．関連情報 
○下水道技術開発会議のホームページ 

これまでの会議資料、ロードマップ重点課題などの公表資料等がご覧いただけます。 
http://www.nilim.go.jp/lab/eag/gesuidougijyutsukaihatsukaigi.html 

○下水道技術ビジョンのホームページ 
下水道技術ビジョン(改定版、当初版)や概要・要約資料等がダウンロード可能です。 
http://www.nilim.go.jp/lab/eag/gesuidougijyutsuvision.html 

○B-DASH プロジェクト（下水道革新的技術実証事業）のホームページ 
B-DASH プロジェクトに関する最新情報、実証・FS 技術の一覧及び各技術の概要、技術

導入ガイドライン、ガイドライン説明会資料等がご覧いただけます。 
・国土交通省上下水道審議官グループ  
 http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000450.html 
・国総研下水処理研究室 http://www.nilim.go.jp/lab/ecg/bdash/bdash.htm 
・国総研下水道研究室   http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/b-dash.html 
○GAIA プロジェクト（下水道技術研究開発公募）のホームページ ※現在は休止中 

国土交通省では、地域毎に異なる下水道の政策課題の解決を目的として、下水道分野の技
術開発の未来を担う若手研究者との連携により、大学等の研究機関が有する先端的な技術
の活用や実用化を促進し、成果の普及を図るため、下水道技術研究開発（GAIA プロジェク
ト）を実施しています。 

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000568.html 
○国総研の関連サイト 
・国総研 上下水道研究部ホームページ   

http://www.nilim.go.jp/japanese/organization/water/jwater.htm 
・国総研 上下水道研究部長・部付研究官のページ  

http://www.nilim.go.jp/lab/eag/index.htm 
 
２．本レポートに関する問合せ先 
 国土交通省 国土技術政策総合研究所 上下水道研究部 上下水道研究官 

住所： 〒305-0804 茨城県つくば市旭１番地 
電話： 029-864-4734 
e-mail： こちらのサイトからお問い合わせください 
http://www.nilim.go.jp/lab/ebg/mail.html 

（下水道技術開発レポートに関するお問合せであることを表題等に明記の上、送信下さい） 
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